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序

本報告書は、国立環境研究所の第 3 期（平成 23 年度～ 27 年度）中期計画において、重点研究プロ
グラムとして実施してきた「地球温暖化研究プログラム」の成果を取りまとめたものです。本プログ
ラムは、第 4 期中長期計画（平成 28 年度～ 32 年度）においても、「低炭素研究プログラム」（低炭素
で気候レジリエントな社会の実現に向けた地球規模研究プログラム）に衣替えして発展的に継続して
進めておりますが、今後の研究推進に反映させるための貴重なご意見を各方面よりいただくことを期
待し、これまでの 5 年間の主な成果をとりまとめて公表するものです。
「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」は 2013 年から 14 年に第 5 次評価報告書を公表し、そ

の中で「気候変動を抑制するには、温室効果ガス排出量の抜本的かつ持続的な削減が必要である」と
結論しました。そして、2015 年末にフランスのパリで開催された国連気候変動枠組条約第 21 回締約
国会議（COP21）では、新しい国際枠組である「パリ協定」が採択されました。パリ協定では、「世
界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追
求する」こと、そのために「今世紀後半に人為的な温室効果ガスの排出と吸収源による除去の均衡を
達成する」ことが合意され、国際社会は温室効果ガスを出さない世界を今世紀中に実現する決意を示
しました。日本では、2016 年 5 月に閣議決定された「地球温暖化対策計画」において、2030 年まで
に温室効果ガス排出量を 2013 年を基準に 26% 削減する計画が策定され、さらに 2050 年までに 80%

の削減を目指すことが明記されました。
このように、世界は地球温暖化問題に対処するために大きく動いてきており、その中で科学研究が

果たしてきた役割は大きいといえます。そして、いまだおぼつかない足取りで「低炭素」もしくは「脱
炭素」の社会に向けて動き出した世界が着実に歩みを進めていくためには、科学研究が今後果たすべ
き役割はさらに大きいと考えねばなりません。

地球温暖化の直接の原因である温室効果ガスの大気中濃度変化は長期にわたるモニタリング研究の
努力により精度よく把握されるようになってきました。しかし、その排出・吸収の分布の把握や変動
をもたらすメカニズムの理解はいまだ不十分であり、より一層の努力を要します。特に今後は、複雑
に変動する自然の排出源、吸収源の中で、人間活動による排出量の抑制が大気中濃度変化にもたらす
効果を検出し監視する取り組みが求められます。われわれは衛星、航空機、船舶、地上ステーション
等の多様なプラットフォームによる観測を組み合わせることによって、この取り組みの実現を目指し
ています。

温室効果ガス濃度の増加がもたらす気候変動は人間社会や生態系に様々なリスクをもたらすと考え
られますが、その理解にも現状では大きな不確実性があります。気候予測研究のさらなる高度化と、
その結果を社会の必要性に合わせて解釈してコミュニケーションする取り組みが重要となります。特
に、社会が気候変動に適応するために必要な地域規模の詳細な予測情報の提供のみならず、「2℃」や

「1.5℃」のような地球規模の対策目標の議論に必要な、包括性をもったリスク情報の提示にも、われ
われは注力してきました。

社会が地球温暖化への対応を設計し実施するうえでも、研究は大きな役割を担います。われわれは
世界、アジア、日本の各スケールにおいて、将来の低炭素／脱炭素の社会像を描き、そこに向けた社
会経済の変化と対策技術の導入の道筋を整合的に提示してきました。また、「パリ協定」の合意に結
実したこれまでの国際交渉および今後の展開についても、分析と提案を行ってきました。このような



研究は生々しい政治的な価値と背中合わせであり、研究としてそれとどう向き合っていくかにも腐心
しています。

平成 28 年 3 月に終了した第 3 期の地球温暖化研究プログラムは、3 つの研究プロジェクトならび
に地球環境研究センターが実施するモニタリング事業等のうち地球温暖化に関係する事業から構成さ
れていました。そのうち、本報告書ではプログラムの概要の紹介とともに、3 つの研究プロジェクト
の研究成果を中心に記載しています。

ご一読頂き、今後の国立環境研究所における地球温暖化研究のあり方に関して、忌憚のないご意見、
ご指導を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

　　　　平成 29 年 1 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立研究開発法人　国立環境研究所　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　住　　　明　正
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1　地球温暖化研究プログラムの概要

1. 1　研究プログラム全体の目的、目標、構成等

地球温暖化問題に関し、気候変化の将来予測の高度化の観点からの重要課題のひとつとして、温室効果ガス（Green 

House Gas、以下 GHG）の自然起源の吸収・排出源の変動メカニズムの解明と将来の吸収能力の変化予測の高精度化が求

められている。また、国際的な温暖化対策の推進に関し、地球規模のリスク管理戦略を構築していくことが必要とされて

きている。同時に、脱温暖化社会の実現に向けて、各国の今後の温室効果ガス排出削減行動が重要であり、各国の政策オ

プション、国際協調のあり方などが依然として、重要な課題として残されている。第 3 期中期目標期間においては、これ

らの諸問題の解決を目指して、科学的な知見の集積・提供を図る必要があった。

そこで、地球温暖化の原因物質である温室効果ガスの濃度変動特性を、地上観測サイト、船舶、航空機並びに人工衛星

をプラットフォームとした総合的な観測とモデル解析に基づいて解明するとともに自然起源の吸収源の保全に必要とされ

る科学的知見を提供することを目的として研究を行った。

また、地球規模の温暖化対策目標及び目標に至る道筋・方法についての議論を、リスクの管理に関する社会的な意思決

定の問題として捉え、この意思決定を支援するため、地球規模の温暖化リスクに加え、水安全保障、生態系保全など関連

する温暖化以外の地球規模リスク、及びリスク管理オプションについての検討を行い、リスクに対する社会の認知等も考

慮した上で、リスク管理戦略の分析を行った。

アジア各国における脱温暖化社会に向けた取組の支援に資するため、世界及び日本における温室効果ガス削減目標及び

対策の評価を行うとともに、中長期的な温室効果ガス排出削減目標の設定と、その目標を実現するための各国の諸状況に

応じた政策オプションを提示するための研究を行った。また、国際制度 ･ 国際交渉に関する研究を進め国際協調のあり方

を提言した。

以上の調査・研究を推進することにより、以下の方向を目指した。

（1） 全球及び東アジア域を中心とした大気環境・温室効果ガスの観測・解析に基づき、これらの地域での物質循環・炭素

循環の実態とその変動機構を明らかにするとともに、将来の気候変動影響下での温室効果ガス濃度予測精度の精緻化

を図り、将来の気候変動の予測精度の向上に資すること。

（2） 気候変動の実態の解明と将来予測の精緻化を進め、更に気候変動に対する地球規模の影響リスクの評価を行うことに

より、気候変動政策の立案に資する科学的知見を提供すること。

（3） 世界規模での温室効果ガス排出抑制策（緩和策）や気候変動に対する影響、適応策を総合的に評価し、国際交渉の実

情をも考慮した実現可能な政策オプションを提示することにより、気候変動に対する国際的な緩和・適応策の推進に

関する科学的知見を提供すること。

本プログラムは、次の 3 つのプロジェクトから構成された。

（1） プロジェクト 1（温室効果ガス等の濃度変動特性の解明とその将来予測に関する研究）　

 サブテーマ 1「大気観測によるグローバルな GHG 等の発生／吸収量分布評価に関する研究」

 サブテーマ 2「GHG 等フラックス及びその関連指標観測による海洋、陸域の発生 / 吸収量評価と将来予測に関する研究」

（2） プロジェクト 2（地球温暖化に関わる地球規模リスクに関する研究）

 サブテーマ 1「地球規模リスクに関わる将来予測の理解と翻訳」

 サブテーマ 2「地球規模リスクに関わる統合的空間分布モデリング」

 サブテーマ 3「地球規模リスクの管理方策の検討」

（3） プロジェクト 3（低炭素社会に向けたビジョン・シナリオ構築と対策評価に関する統合研究）

 サブテーマ 1「アジア低炭素社会シナリオ開発及び社会実装に関する研究」

 サブテーマ 2「日本及び世界の気候変動緩和策の定量的評価」

 サブテーマ 3「低炭素社会構築のための国際制度及び国際交渉過程に関する研究」



― 2 ―

1. 2　研究の概要

1. 2. 1　�研究プロジェクト 1（温室効果ガス等の濃度変動特性の解明とその将来予測に関する研究）

プロジェクト 1 では、温室効果ガス、特に CO2 や CH4、フロン等の濃度分布とその時系列変化を的確に把握し、その将

来などを精度良く予測することを目標とし、トップダウンによるフラックス推定技術の開発やボトムアップからの各成分

の発生量の推定方法の検討を行ってきた。CO2 や CH4 については、GOSAT や航空機、海洋、地上を含めた広域観測ネッ

トワークを展開し、モデル計算手法の改良により、吸収発生フラックスの地域特性をシベリア、東南アジア、中国、日本

などで求めた。短寿命気候汚染物質（Short Lived Climate Pollutants、以下 SLCP）においてもモデル予測を検討した。また

長期間での CO2 吸収トレンドについても研究が行われた。ボトムアップ法においては、スケールアップ手法が検討され、

その推定精度の向上の検討を行った。これらによりアジアを含むグローバルな地域での、陸域、海洋域など将来の吸収能

力に関しての収支の変化の可能性などを現状の把握やトレンドから議論できた。

（1）サブテーマ 1（大気観測によるグローバルな GHG 等の発生／吸収量分布評価に関する研究）

GOSAT、航空機、定期船舶、地上観測を組織的に行い、アジア - シベリアを含むグローバルな観測体制を拡充・整備した。

GHG 濃度観測や酸素、同位体比、その他トレーサーを用いて、濃度変動の地域性や相互関係を使い、アジアでの地域的な

CO2、CH4、フロンなどインベントリの検証を行った。

1）GHG の濃度変動の地域特性の解明に向けて

バックグラウンド大気の広域観測ならびに GOSAT による地球全体のカラム濃度を観測では 2014-2016 年に年平均が 400 

ppm を超えてきたことがわかった。酸素や CO2 同位体比の観測から大気中に排出された化石燃料起源 CO2 の海洋および陸域

生物圏による吸収量がそれぞれ約 30% および約 20% であり、吸収量は濃度に応答し増加していた。陸域生物圏は森林破壊

の減少もあり、正味吸収が近年増加していることがわかった。また、地域的な CO2 や CH4 の発生・吸収特性の変化を広域観

測する点において、GOSAT の短波長赤外領域の濃度データの精度向上による広域的なデータ利用が可能になったことは重要

な成果である。これにより、観測値の空白域（アフリカや南アメリカ、西アジア、シベリア、オーストラリア大陸）のデー

タが使用可能になり、地上フラックス推定や炭素収支の季節変動の解釈、大規模な森林火災や大都市による CO2 や CH4 の増

加の検出、相関規模の温室効果ガス濃度のアノマリ（偏差、平均値からのずれ）の検出等に、幅広く利用されるようになった。

民間航空機（JAL）による観測は広域かつ鉛直濃度分布観測として重要であった。本研究期間においては、合計 9 機の

機体に CO2 連続測定装置を搭載し観測を実施した。大気採取観測は自動および手動大気採取装置を使用してシドニー線で

の長期観測を継続すると共に、2012 年 4 月からは欧州線における観測を開始した。日本近辺では、高高度では大陸の放出・

吸収源の影響を、低高度では日本の影響を強く受けていることを明らかにし、またグローバルには北半球から南半球への

大気の輸送メカニズムを示すことに成功した。また、南中国の CO2 吸収量の評価が過大であることやインドでの吸収量評

価が過小であること、欧州線の観測から対流圏 - 成層圏交換メカニズムを解明する情報を得た。

中国の人為的 CO2 発生量は 2002 年以降 3 倍程度まで増加しており、これが東アジアの CO2 濃度の変動に影響している

ことが明らかになった。波照間島での高 CO2 イベント時の大気試料のΔ14C とδ13C を分析することにより、輸送されてく

る中国や朝鮮半島起源の CO2 の化石燃料起源の割合を推定することが可能になった。同時にδ13C にも地域差が見られた。

これらからアジアの CO2 発生起源を求めているインバースモデル結果の検証に用いることが可能となった。CH4 濃度は

2007 年以降グローバルな濃度上昇が認められその発生源について研究が各地で展開された。CH4 の起源としての湿地を持

つ西シベリアのタイガにおいても 2007 年以降の増加とシベリアでの降水量との相関を見出した。熱帯西太平洋では大気循

環の変動によって地上 CH4 濃度が大きく変動することも明らかになった。稲作が大気 CH4 濃度に与える影響を調査するた

め、インド北部の水田地帯や中国国内での CH4 濃度は高く、両者とも GOSAT 衛星での濃度データと整合的であった。さ

らに、東南アジアの海底油田による CH4 発生に対しても評価を行った。また、波照間ステーションで観測される汚染イベ

ント解析で、中国からの水田を除く人為起源 CH4 の発生量が 2002-2010 年の期間に 1.1 ± 0.2TgCH4/y の割合で増加してい

ると推定した。
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CO については東南アジア海域ではどの緯度帯でも太平洋よりも高い濃度が観測されたが、モデルでは CO、PM2.5 と BC

濃度が過小評価され、今後熱帯アジアでのフラックス算定を改良していく必要があることが結論された。一方、中国から

放出される人為起源 CO の発生量が 1999 年から 2005 年の期間は増加傾向にあったが、その後停滞し 2008 年以降減少傾

向にある可能性が示唆された。フロン等については、国際共同観測ネットワークの枠組み等を活用して、波照間・落石の

観測データの解析を進めた結果、大気中濃度が最も高いハイドロクロロフルオロカーボン（以下 HCFC）である HCFC-22

については、解析期間とした 2009 年までグローバルに排出量が増加する傾向にありアジアからの寄与が特に大きいこと、

HCFC-22 生産時に副生される HFC-23 については、中国からの排出量がグローバルに見ても突出して大きく、2011 年以降

は増加傾向にあることなどが示された。また、国内については、震災後のフロン類の排出量増加が落石などで捉えられ、

成分によっては 2011 年の年間排出量を例年の 2 倍近くまで押し上げたことがわかった。

2）インバースモデルの高分解能化、高精度化さらには評価にむけて

GOSAT データにより定常的に処理される結果は世界を 64 分割したものであり、本研究ではさらに高分解能のフラック

ス推定値を導出するために、1）観測データの拡充、2）モデルの高分解能化、3）前提であるアプリオリのモデルの精緻化

などを行い、高解像度インバージョンのアルゴリズム開発を実施した。モデルの高解像化、高時間分解能化の一環として

グローバルなモデルとトラジェクトリータイプのモデルを結合したモデルの適用性を評価した。観測データの拡充として

本サブテーマで実施している地上観測のデータを、従来からの観測値データセットに加えて結果を再評価した。これによ

り、シベリアやアジアにおける CO2・CH4 フラックス推定精度の向上が図られた。また、GOSAT XCO2 データを追加する

ことにより、北ユーラシアの領域の気象アノマリに対するCO2 フラックスの応答に関して解析を進めることができた。また、

日本上空の高濃度メタン分布について、GOSAT XCH4 によるメタンの高濃度イベントの検出が可能であることを検証した。

アプリオリモデルの精度改善のために、陸域生態系モデル（VISIT）のパラメータの調整を図った。既存の全球炭素循

環研究ではほとんど考慮されてこなかった陸水（河川・湖沼・地下水など）を通した炭素循環を定量的に評価するために、

統合型水文生態系モデル NICE と既存の複数の物質循環モデルを結合することで陸域－水域間での（有機態・無機態・溶

存態・懸濁態）炭素動態及び栄養塩（窒素・リンなど）との相互作用を内包する改良型 NICE を新たに構築した。このモ

デルを用いた全球シミュレーション結果は、陸水界面を通した温室効果ガス交換（1.0-2.0 PgC/year）、河床土砂への堆積

（0.2-0.6 PgC/year）、海域への流出（0.5-1.0 PgC/year）など、表面流－地下水間での相互作用を含む水循環に大きく依存す

る炭素循環について既存研究及び簡易型モデルと定性的に一致した。また、農地への施肥や都市からの汚濁排出に伴う陸

水中での炭素循環の変化やダムからの温室効果ガス放出など、人為活動に大きく依存する炭素循環の構造も明らかになっ

た。今後各項目についての更なる高精度化、海域炭素循環モデルとの結合、大気インバースモデルとの結合、などを通して、

陸水の影響を含む全球炭素循環の精緻化に大きく寄与すると考えられる。

（2）サブテーマ 2（GHG 等フラックス及びその関連指標観測による海洋、陸域の発生 / 吸収量評価と将来予測に関する研究）

1）ボトムアップ手法によるスケールアップ

陸域フラックスを広域的に推定する際に用いる生態系モデルでは、フラックスデータによるモデルのチューニングに加

えて、モデルに与える初期の森林の年齢やバイオマス量などのデータが重要であった。ここでは、北海道とボルネオ島に

焦点を当て、陸域生態系モデル VISIT を改良し、複数のフラックス長期観測サイトのデータを用いて検証を行い、撹乱に

よる影響とそこからの回復過程をモデルが良好に再現できることを示した。また、炭素収支の過去数十年間の変動をもた

らした要因を、気象変動などの自然条件と、伐採・植林・残置有機物の処理などの人為的な条件に定量的に分け、数年以

内の短期変動には気象要素が強く影響する一方、数十年の長期変動には伐採時の残置有機物の量が重要であることを明ら

かにした。これに関連し、世界の陸域生態系の GHG フラックスを推定するモデルにおいて、モデル相互比較プロジェク

ト（MsTMIP）に参加し、極端気象に対する陸域応答や土壌炭素推定の不確実性に関する解析に貢献した。また、大気 - 陸

域間の CO2 交換に関する季節振幅の推定に関する複数モデル間比較を行い、近年の振幅拡大が主に光合成によるものであ

り大気 CO2 の施肥効果と相乗的に作用していることを示唆する結果を得た。
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バイオマス推定法においては、衛星搭載型ライダーのデータから北海道とボルネオ全域のバイオマスを地域別に推定す

ることに成功し、陸域生態系モデルがモデル内で計算するバイオマス等の広域検証にライダーデータを有効に利用可能で

あることを示した。一方、地上に膨大な数が設置されている監視カメラ・ライブカメラ画像を収集し、画像ビッグデーター

解析による植生フェノロジー観測手法を確立した。2002年から2014年までの間、北海道から中部地方の各地のフェノロジー

のトレンドは殆ど変化していないことが明らかとなった。

温暖化による気候変動が土壌炭素の挙動に与える影響を研究するために、日本および熱帯を含むアジアでの土壌呼吸測

定ネットワークを展開した。土壌炭素循環の温度応答が従来モデルよりも高い値（Q10 = 3.0）を示すことがわかった。こ

の数値を適用した試算では、大気中の二酸化炭素は従来の Q10 値を 1.4 ～ 2.0 とした予測よりも大きなフィードバックが

予想された。従来の将来予測に基づく温暖化対策よりも、一層効果的な対策が必要になるという可能性が示された。海洋

における研究としては、定期船舶を用いた観測をもとにフラックスマップをスケールアップする研究を行った。人工知能

タイプの解析手法を用いることによって、北太平洋、もしくは太平洋全域での二酸化炭素分圧を海洋の各種物理パラメー

タを用いて表現することが可能になった。これを用いて、時系列的な分析が可能になり、El Nino などによる太平洋の海洋

CO2 フラックスの変動の大きさを評価した。トレーサーを用いたグローバルな CO2 収支の変動から、濃度増加に応じた吸

収量の増加トレンドが解析された。現状の気候状態においては、吸収量の大きな減少は認められなかったが、将来の温度

に対する応答に関してはまだ不確実性が高く、さらなる観測が必要と考えられた。

2）ボトムアップ、トップダウン比較

ボトムアップ法では衛星観測による植生指標と複数の陸域生態系モデルによる一次生産量がユーラシア北東部において

両者同様の増加傾向が得られ、ボトムアップモデルの合理性が示された。インバースモデルにおいては、シベリアの吸収

量変動において、気象との整合性がみられ、地域的にもトップダウンとボトムアップの整合性が取れてきた。一方では、

グローバルにはプロセスモデルや統計、観測との比較において特に熱帯域に不整合がみられた。このあたりの検討は今後

の課題となった。海洋においては、ボトムアップ手法である人工知能タイプの二酸化炭素分圧推定から計算される大気海

洋間二酸化炭素交換量とトップダウン法であるインバースモデルで得られる交換量を比較し、北太平洋全体では両者の

年々変動が整合的であることが示された。さらに手法に改良を加え、国別、地域別の炭素収支を精度よく評価できるよう

にする必要がある。フロンに関しては、トップダウン法によるフラックス推定が有効であり、災害などのケースでも推定

値を出すことができた。

1. 2. 2　研究プロジェクト 2（地球温暖化に関わる地球規模リスクに関する研究）

プロジェクト 2 では、気候予測研究に関しては、アンサンブル実験を用いて予測の不確実性について理解を深め、パ

ターンスケーリング手法について使用上の注意点を整理した。また、気候変化のメカニズムについて理解を深めると共に、

IPCC 第 6 次報告書に向けて気候モデルを精緻化した。生態系、土地利用、水資源等を統合したモデル分析に関しては、モ

デルの統合と検証を進めるとともに、個々のモデルによる将来の気候変動影響・適応に関する実験、分析を行い、国際的

なモデル相互比較にも貢献した。また、社会経済シナリオのダウンスケーリングも実施した。地球規模リスク管理の検討

に関しては、リスク管理フレーミングの検討とリスクの網羅的整理を進めるとともに、統合評価モデルの高度化とそれを

用いた分析を行った。環境研究総合推進費課題 S-10 の枠組みで、リスク管理戦略を提示した。

（1）サブテーマ 1（地球規模リスクに関わる将来予測の理解と翻訳）

気候予測の不確実性について評価するため、気候モデルを用いた新しいアンサンブル実験を設計・実施し、不確実性の

幅を定量化した。さらにアンサンブルメンバー間の比較を通して予測に不確実性が生じる仕組みを明らかにし、観測デー

タ等を用いて予測の不確実性に制約を与えた。また、複数のアンサンブル実験結果を相互に比較することにより各アンサ

ンブルの信頼性を評価した。さらに、気候シナリオと社会経済シナリオを結び付けるためのパターンスケーリング手法に

ついては、「気候変化の空間分布が排出シナリオ間で共通である」という仮定がどの程度妥当なものか検討を行い、中高緯
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度で空間分布のシナリオ依存性が生ずる仕組みを明らかにした。また、過去の気候変化のメカニズム解明については、異

常気象の発生確率に対する地球温暖化の寄与の定量化に取り組み、過去に発生した熱波や旱魃等の個々の事例について評

価を実施した。また、過去 10 年程度の地球温暖化の停滞現象（ハイエイタス）について要因を検討し、太平洋の水温に見

られる内部変動の寄与が大きいことを明らかにした。以上に加えて、気候モデルにおける積雲対流過程を精緻化すること

により、現在気候の再現性を低緯度の雲・放射場を中心に改善した。また、上記の精緻化により下部対流圏の鉛直混合が

活発化し、気候感度が高まる方向に雲フィードバックが変化することを確かめた。

（2）サブテーマ 2（地球規模リスクに関わる統合的空間分布モデリング）

陸面物理過程・陸域生態系・水資源・農作物・土地利用のサブモデルを統合した陸域統合モデルの開発を行うことにより、

土地・水・生態系の相互作用を考慮し、気候変動および気候変動対策に伴うリスクの評価を行った。特に、気候変動リス

クの連鎖や、低炭素化を目指す場合の気候変動対策の持続可能性を評価した。そのため、ダウンスケール手法の発展として、

都市の空間構造やその発展を記述するモデルを開発し、将来の人間活動の変化と地球環境変動の相互作用を評価する研究

を実施した。

陸域統合モデルについては、陸面物理・生態系・水資源にかかわる変数の交換を通して、様々な部門の間の相互作用を

表現しつつ、安定的に稼働するモデルの開発を行うことができた。今後、過去の再現・将来の予測実験の解析を通して、

気候変動リスクの評価を総合的に行う。陸域生態系モデルについては、気候変動や土地利用が生態系の諸過程に与える影

響を扱えるモデルを構築し、独自のリスク評価や管理方策の検討を実施した。複数シナリオを用いた影響モデル相互比較

などを通じて、将来の気候変動影響に関する解析を進めてきたが、バイオ燃焼生産を含む人為影響に関する解析は今後更

に進めるべき課題が残されている。今後は、水資源や農業など他セクターとの相互作用を考慮した解析を進展させる。水

資源モデルについては、温暖化と社会変化に伴う水需給バランスの変化を、さまざまなシナリオの下で、世界全体・長期

間にわたって時空間詳細に推定した。さらに、水逼迫の特性や地域の状況に応じて、海水淡水化や貯水容量増設、水利用

効率改善による節水などの適応策案を提示できるようにモデルの改良と解析の高度化を実施した。

ダウンスケール手法の発展として実施した将来の人間活動の変化の評価については、土地被覆や交通網、都市分布など

を考慮した複数のモデルを統合して国別人口・GDP を 0.5 度グリッド毎にダウンスケールすることができた。またダウン

スケールされた人口・GDP を Web 上で公開した。現在は都市の成長メカニズムや都市間の相互作用が明示的に考慮でき

るようにダウンスケールモデルの修正を試みており、今後この修正版モデルを用いてダウンスケール結果の不確実性の評

価などについても実施する。

（3）サブテーマ 3（地球規模リスクの管理方策の検討）

地球温暖化対策をリスク管理の問題として捉えるフレームの検討に関して、地球規模の気候変動リスク管理の概念整理

を実施するとともに、文献調査に基づいて地球温暖化のリスクおよびそのリスク間の因果関係について網羅性を重視した

リストの作成を行った。

気候・影響シナリオと社会経済・対策シナリオを統合した分析に関しては、そのための手法開発・改良の一環として、

影響リスク統合評価ツールに対して、気候予測の不確実性を考慮するための仕様変更、ならびに評価対象の影響リスクの

拡充を行った。また、逐次的な意思決定の支援を企図し、気候変化の進展に伴う気候予測不確実性の減少の見込みの推定

手法を提案するとともに、気候安定化目標の達成に必要な二酸化炭素排出削減率の不確実性幅の推定に応用した。また、

気候・影響予測の不確実性を考慮した緩和・適応によるリスク管理戦略検討に関しては、1）複数気候モデルによる最新

の気候シナリオを利用した影響予測、2）気候変化による単収変化と緩和策実施の影響を統合的に考慮した食料消費・飢

餓リスクの影響分析ならびに最新社会経済シナリオ（SSP）を活用した 21 世紀の食料消費・飢餓リスクシナリオの開発、

3）作物生産において必要な適応強度の時間変化に関する分析、4) 各種のリスク管理戦略の実現に必要な最適排出経路の

経済モデル分析を行った。温暖化リスク評価研究と国際交渉・制度の関わりの考察については、国際交渉において適応実

施のための資金拠出の国際制度が焦点の一つとして扱われていることをふまえ、適応費用推計に関連した既存知見の調査
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を実施した。以上に加えて、環境研究総合推進費課題 S-10 の枠組みで、国内の共同研究機関からのリスク評価情報ならび

に対策評価情報を総合化し、リスク管理戦略を提示した。また、同様の評価手法を用いて、国際交渉・制度の観点から、

COP21 前に各国政府により提出された INDC（約束草案）の評価を実施した。

1. 2. 3　研究プロジェクト 3（低炭素社会に向けたビジョン・シナリオ構築と対策評価に関する統合研究）

プロジェクト 3 では、世界や国、都市など様々な領域を対象とした技術積み上げモデル（AIM/Enduse）、応用一般均衡

モデル（AIM/CGE）等について改良を行い、これらを用いることで世界の平均気温上昇を産業革命前と比較して 2℃未満

に抑えるようなビジョンの実現に向けて必要な施策の効果や影響について定量的分析を行った。分析結果は、東日本大震

災後の日本における温室効果ガス排出削減の検討のために中央環境審議会等に提供されるとともに、国際的なモデル比較

研究にも提供された。また、開発したモデルを発展途上国に適用することを目的として、人材育成のためのトレーニング

ワークショップを開催するとともに、各国の政策担当者との議論を通じて各国の発展状況や課題に対応した低炭素シナリ

オの開発を行った。タイやマレーシア・イスカンダル開発特区、ベトナム・ホーチミン市では、これらのシナリオをベー

スに政府の温暖化対策目標やその実行計画が作成されるなど、アジアにおける低炭素社会の実現に向けて貢献した。こう

したビジョン実現に必要な国際制度や国際交渉のあり方や、適応策の実施に向けた衡平な資金移転についても検討を行い、

2015 年末にパリで開催される COP21 に向けて、実効性を高めるための方策を明らかにした。

（1）サブテーマ 1（アジア低炭素社会シナリオ開発及び社会実装に関する研究）

アジア地域を対象に、1）アジア地域全体、2）国レベル、3）自治体・都市レベルでの低炭素社会シナリオ開発及び社

会実装に関する研究を行った。

アジア地域全体の研究としては、主に推進費 S-6-1 により、2050 年までにアジア地域の人口、経済、エネルギー消費、

GHG 排出量が世界全体に大きな影響を及ぼし得ることをシミュレーション結果から示し、2℃目標を達成するために特に

アジアがとるべき対策を定性的および定量的に、交通や物質循環の専門家らと協働しながら“10 action”としてまとめ、

COP や IGES が主催する LCS-RNet（低炭素社会研究ネットワーク）LoCARNet（低炭素社会アジア研究者ネットワーク）

等の機会に研究者や行政担当者等のステークホルダーに周知した。

国レベルの研究としては、推進費 S-6 および JCM、SATREPS により、中国、インド、韓国、タイ、インドネシア、マレーシア、

ベトナム、カンボジア、バングラデシュ等の国レベルの低炭素社会シナリオの構築を各国の研究者や行政担当者と協働で

行った。それぞれの状況に応じたトレーニングワークショップを随時行い、AIM のノウハウを移転するとともに、低炭素

社会シナリオ開発、現地における政策対話、COP や国際シンポジウムでの発表を行うことで、政策立案に資する工夫を行

った。特にタイでは天然資源環境省の担当官が INDC 構築に AIM/Enduse を活用していることを対外発表で示し、インド

ネシアではエネルギー評議会の入力に用いられるなど、各国の温暖化政策立案に活用されている。

自治体・都市レベルの研究としては S-6-1、JCM および SATREPS により、中国・広州市、インド・ボパール市、韓国・京畿道、

タイ・コンケン市、マレーシア・イスカンダル開発地域、プトラジャヤ市、ベトナム・ホーチミン市等を対象とした低炭

素社会シナリオ構築を行った。特にプトラジャヤ市やイスカンダル開発地域では、当該地域の行政担当者、マレーシア工

科大学と共同で構築した手低炭素社会シナリオおよびロードマップにもとづく実行計画が承認され、それをきっかけに担

当の部署が設立された。また、イスカンダル開発地域では、研究成果をもとに行政担当者が優先すべき 10 のプロジェクト

を選定し実行している。その中の一つの「イスカンダル・マレーシアエコライフチャレンジプログラム」は、京都市の公

立小学校約 170 校で全校実施されているプログラムを参考に、2013 年に 23 校、2014 年に 80 校、2015 年に全校にあたる

226 校で実施され、計画づくりをきっかけに現場での実施につながる（社会実装）調査・分析・コーディネーションを行った。

また、東京都が実施している建築物報告書制度（一定規模以上の建築物のエネルギー消費量・GHG 排出量を所有者が報告

し、東京都が省エネアドバイス・支援を行う制度）をプトラジャヤ市およびイスカンダル開発地域に適用すべく分析・調

査研究を進めている。

これらの研究成果は、COP での公式サイドイベントや ASEAN 持続可能な都市のハイレベルセミナー、環境未来都市国
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際フォーラム等の国際シンポジウム、各国の会合等で報告され、各国の研究者が自国の研究費を獲得するきっかけになっ

たこと、環境省 JCM 事業の優先実施としてイスカンダル地域が選定され北九州市のグループが FS 調査を実施するきっか

けになったこと、OECD が進めている“Urban Green Growth in Dynamic Asia”のケーススタディー都市としてイスカンダル

地域が選ばれたこと、京都市および環境教育を進めている機関がイスカンダル開発地域を対象とした低炭素教育支援を進

める JICA 草の根事業に採択されたこと、など広がりを見せた。

（2）サブテーマ 2（日本及び世界の気候変動緩和策の定量的評価）

推進費 A-1103 および推進費 2-1402 を基礎として、日本及び世界を対象としたモデル開発・改良および IPCC 第 5 次評

価報告書等の最新の知見を踏まえ日本および世界の中長期の気候変動緩和策の定量的な評価を実施した。日本を対象とし

た分析では、日本経済モデル（AIM/CGE [Japan]）を用いて、国内排出量取引制度や温暖化対策税など施策の効果の評価や

東日本大震災後にみられた節電など需要側の行動変化を加味した 2020 年における温室効果ガス削減の経済影響を評価し

た。また、日本技術選択モデル（AIM/Enduse [Japan]）を用いて、カンクン合意における 2020 年削減目標やの INDC（約

束草案）における 2030 年削減目標の評価、長期的な 2050 年大幅削減に向けた排出経路や技術的な実現可能性について評

価した。東日本大震災後の電力需給の問題を詳細に取り扱うことを目的として電源開発モデルの開発を行い、短中期の原

子力発電所の将来シナリオを折り込んだ電源構成や CO2 排出量変化を定量的に分析した。また、これまで個別に運用して

きた技術選択モデルと経済モデルについて、技術選択モデルを簡略化することで、経済モデルにおいても技術選択を考慮

できるようにモデルの改良を行った。これらを通じて、環境省中央環境審議会 地球環境部会 2013 年以降の対策・施策に

関する検討小委員会、経済産業省 総合資源エネルギー調査会 基本問題委員会、エネルギー・環境会議などの各種国内委員

会に試算結果を提供し、また国際的には DDPP（Deep Decarbonization Pathways Project）や MILES（Modelling and Informing 

Low-emission Strategies）に参画し、わが国における気候変動緩和策の技術的・経済的な評価や低炭素社会にむけた大幅削

減への道筋の議論などに貢献をしてきた。

世界を対象とした分析では、世界経済モデル（AIM/CGE [Global]）を用いて、各国に対する初期割当の違い（1 人あた

り排出量均等化、GDP あたり均等化等）を考慮して、2050 年世界半減シナリオ達成時のアジアにおける排出経路やサブ

テーマ 1 で示されたアジア低炭素シナリオの各施策の定量的な評価、世界の新たな共通社会経済シナリオ（SSPs: Shared 

Socio-economic Pathways）の作成およびその定量化や、2℃目標に該当する放射強制力 2.6 W/m2 シナリオを達成するため

の世界の排出経路や経済影響などを評価した。また、土地変化も考慮できるようにモデルを改良した。また、世界技術選

択モデル（AIM/Enduse [Global]）を用いて、2℃目標シナリオや 2050 年世界半減シナリオ（温室効果ガス安定化濃度 450 

ppm-CO2 換算に相当）の実現にむけた技術的な実現可能性の評価、原子力や CCS に依存しない世界半減シナリオの検討と

その時の対策費用などを評価した。推進費 S-12-2 を基礎として、世界及びアジア主要国の大気汚染物質対策も評価できる

ような技術選択モデル（AIM/Enduse）の改良、国モデルについては地域特性も評価できるモデルを開発し、気候変動緩和

策に伴う副次的な便益の一つである大気汚染対策に関する定量的な評価や、2℃目標シナリオにおける長寿命温室効果ガス

と短寿命大気汚染物質の技術的な削減効果を評価した。また、低炭素社会の実現に鍵となる再生可能エネルギー利用可能

量の評価について、世界全体を対象に、再生可能エネルギー設備立地地点と都市との距離を同定し、都市との距離を考慮

することによる陸上風力発電のポテンシャル変化を分析した。また、技術選択モデルを動学的最適化モデルに拡張したエ

ネルギーシステムバックキャストモデルの改良を行い、技術選択を反映させた排出削減経路の計算を行った。これらの世

界モデル群の開発を通じて、国際モデル比較研究である EMF（Energy Modeling Forum）、AME（Asia Modeling Exercise）、

AMPERE（欧州におけるモデル比較研究）、ADVANCE（欧州におけるモデル比較研究）等に参画し、国際社会での低炭素

社会にむけた世界の排出経路の議論に貢献してきた。

このほか、気候変動緩和策と適応策については、推進費 S-10-4 および推進費 S-14-5 を中心に、本地球温暖化研究プログ

ラムのプロジェクト 2 サブテーマ 3 と連携して、気候変動による農業生産性への影響を評価するためのモデルへの拡張や、

適応策も考慮した SSP シナリオの評価など行った。また、モデルの普及を目的としたトレーニングワークショップを毎年

度開催し、中国、タイ、インド、ネパール、インドネシア、マレーシア、ベトナムなどの途上国からの研究者に対する人
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材育成を行った。例えばタイやインドネシアでは、トレーニングをした研究者による試算結果が自国の排出削減目標の評

価に用いられるなど、アジア各国の低炭素社会シナリオの分析に貢献し、人材育成を目的としたモデルトレーニングの実

施は、研究のアウトリーチ活動としてもますます重要になっている。

（3）サブテーマ 3（低炭素社会構築のための国際制度及び国際交渉過程に関する研究）

5 年間で 1）推進費 2E-1201　COP21 で合意可能かつ気候変動抑制に実効性を持つ合意文書案の提示、2）アジア地域の

低炭素社会実現に必要な資金メカニズムに関する研究、3）国際レベルにおけるフロンガスの生産・消費・排出規制に関す

る研究、4）適応策策定・実施のための資金移転を促進する方策に関する研究を行った。

具体的には、1) について、2015 年末の COP21 までに、2020 年以降の国際的な取り組みを規定する国際制度の合意を目

指すという決定が 2011 年の COP17 で採択されて以降、抽象的な議論にとどまる状況が続く中、3 年間の研究を実施した。

年に 1 度のウェブアンケート調査を実施し、その時々の関係者の意識をまとめ、英文レポートとして公表した。

また、2) について、推進費 S-6「アジア低炭素社会研究プロジェクト」のサブテーマの一つを担い、アジア地域での低

炭素社会実現に必要な資金メカニズム案を検討し、英文論文としてとりまとめた。ここでは、今後、アジアが地域として

十分な排出削減を実施するためには、多くの初期投資が必要となるが、化石燃料への補助金の撤廃、地域レベルでの排出

量取引制度、炭素税、民間企業の投資の誘導などの政策に対して地域レベルでの合意が得られれば、必要な初期投資額に

見合うだけの資金を集めることが可能ということを示すことができた。

さらに、3) について、本件に関する国内外での議論を整理し、これらを踏まえて、制度構築の方向性について検討した。

モントリオール議定書や気候変動枠組条約の中では、それぞれに、フロン対策について議論する余地が残されていること

が分かった。また、これらの交渉が難航している間は、二国間協力や複数国間での国内対策ネットワーク化が一部の手段

において効果的であることを指摘した。

加えて、4) について、京都議定書下の適応基金及び世界銀行・気候投資基金の「気候変動影響への対応力強化のための

パイロット・プログラム」（PPCR）の運用状況をレビューした結果、両者の支援対象国はほとんど重複していなかった。

適応基金は、現存する適応オプションを実施に移す際の支援として機能するという強みがあるが、他方、プロジェクト構

築能力を持たない気候変動影響に脆弱な国が支援を得るのは難しい。一方、PPCR は、脆弱性を軸に対象国を選定しており、

資金配分の衡平性確保を目指しているが、世界全体で見ると、適応策実施の効率性を下げるおそれがある。これら 2 つの

基金の対象国／対象プロジェクト選定方法は、相互に補完的であり、いずれの資金配分方法も、今後、緑の気候基金をは

じめとする、適応関連資金供与メカニズムに組み込まれる必要があることを明らかにした。
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2　研究の成果

2. 1　研究プロジェクト 1：温室効果ガス等の濃度変動特性の解明とその将来予測に関する研究

2. 1. 1　サブテーマ 1：大気観測によるグローバルな GHG 等の発生／吸収量分布評価に関する研究

（1）研究の目的と経緯

将来の地球温暖化に伴う気候変化とその影響の予測モデルの入力条件をより現実的にするため、地上観測サイト、船舶、

航空機ならびに人工衛星をプラットフォームとした包括的な観測ならびにモデル解析に基づき、地球温暖化の原因物質であ

る温室効果ガス（GHG）を含む放射収支関連物質の濃度変動特性（人為発生量変化、陸域生態系や海洋による吸収 ･ 放出量

の地理的分布や季節変動・経年変動、気候変化に伴うフィードバックなど）を、解明する研究を行った。人為排出、自然吸

収源等の変化に関する科学的知見を提供すると同時に、温暖化緩和策としての温室効果ガスの中長期的な排出削減に関し、

削減目標に役立つ情報の提供を図ることを全体の目的とした。

サブテーマ 1 では、アジア―太平洋地域を中心としたグローバルな大気中 GHG の分布や変動を求めていくことを主な研

究テーマとして、これらの広域、高頻度観測データを用いて人為発生量や陸域、海域吸収／発生量分布およびその変動を推

定することを目的として研究を行った。観測網に関しては、これまで温暖化プログラムにおいて開発してきた海外サイトや、

モニタリング事業で運営されているプラットフォームを利用発展させていくことに加え、GOSAT 衛星による観測データの利

用を進めることが重要な課題である。それらによって得られたデータを元に大気モデルを用いた収支計算方法の高度化を行

い、地域的な GHG 吸収／発生量を精度高く推定していく研究を行った。それにより、物質循環の観点から気候変動の影響

を含めた温室効果ガスの発生／吸収変動を評価した。また、サブテーマ 2 と共同し、プロセスモデルなどから推定された吸

収／発生量との比較・調整を通じて、より不確実性の少ない将来の予測モデル作成に貢献した。

（2）方法

観測方法とその地域を図 1 に示す。サイトの特性や観測項目などを表 1 に示す。地上でのステーションを含め、国外で

の簡易的な観測地点の展開が行われた。特に東南アジアやインドへの展開、ハワイでの NOAA との共同観測、中国や、シ

ベリアでの観測などを含んでいる。また、太平洋域では、定期貨物船による海洋バックグラウンド大気の観測が行われた。

図 1　プロジェクトで観測を行った地上、海洋、航空機大気観測サイトやルート
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また、アジアへ定期運行される貨物船による、東南アジア域での観測も展開された。航空機を用いた観測は、日本航空の

協力による対流圏上部での二酸化炭素変化や世界の国際空港近辺の鉛直分布観測を高頻度で行った。また、シベリアにお

いても、定期的な航空機観測が行われた。

この他、温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）での観測の概略を示す。GOSAT は地上約 666 km の高度を飛

行して約 100 分で地球を一周し、3 日間で同じ軌道に戻る。GOSAT に搭載される観測装置は、Thermal And Near-infrared 

Sensor for carbon Observation （TANSO）と呼ばれる。TANSO は、「温室効果ガス観測センサ（Fourier Transform Spectrometer; 

FTS）“TANSO-FTS”」、「雲・エアロソルセンサ（Cloud and Aerosol Imager; CAI）“TANSO-CAI”」という 2 つのセンサから

サイト 場所、国 観測項目 方法など
波照間 沖縄 CO2、CH4、N2O、CO、フロン類、

同位体比、酸素
NDIR、GC-ECD、GC-RGD、GC-MS、
同位体質量分析装置、GC-TCD

落石 北海道 CO2、CH4、N2O、CO、フロン類、
同位体比、酸素

富士山山頂 日本 CO2 NDIR
ナイニタール インド CO2、CH4、N2O、CO、SF6、H2、 

同位体比、酸素
ボトルサンプリング、現場 NDIR

貴陽 中国 CO2、CH4、N2O、CO、SF6、H2、 
同位体比、酸素

ボトルサンプリング、現場 NDIR

マウナロア ハワイ CO2、CH4、N2O、CO、SF6、H2、 
同位体比、酸素

ボトルサンプリング、現場 NDIR

ダナンバレー ボルネオ島 CO2、CH4、N2O、CO、SF6、H2、 
同位体比、酸素

ボトルサンプリング、現場 NDIR

ダッカ バングラデシュ CO2、CH4、N2O、CO、SF6、H2、 
同位体比、酸素

ボトルサンプリング、現場 NDIR

西シベリア ロシア CO2、CH4 NDIR、半導体 CH4 センサー、CRDS
各地国際空港上空 
ならびにその間

アジア、ヨーロッパ、
米国、オセアニア

CO2 JAL、NDIR

日－米、日－豪、
日本－東南アジア

太平洋 CO2、CH4、N2O、CO、SF6、H2、 
同位体比、酸素

貨物船、NDIR、CRDS、
ボトルサンプリング

つくば、佐賀、
陸別

TCCON ネットワーク CO2、CH4、N2O 太陽光光源とした FT-IR

表 1　観測サイトの場所と概要

 表 2　GOSAT における観測諸元

NDIR：Non-dispersive Infrared absorption method（非分散赤外線吸収法）、
GC-ECD：Gas Chromatography with an Electron Capture Detector（電子捕獲検出によるガスクロマトグラフ法）、
GC-RGD：Gas Chromatography with a Reduction Gas Detector（還元ガス検出によるガスクロマトグラフ法）
GC-MS：Gas Chromatography - Mass Spectrometry（ガスクロマトグラフ質量分析法）
GC-TCD：Gas Chromatograph with a Thermal Conductivity Detector（熱伝導度型検出によるガスクロマトグラフ法）、
CRDS：Cavity ring-down spectroscopy （キャビティリングダウン吸収分光法）、
FT-IR：Fourier Transform Infrared Spectroscopy（フーリエ変換赤外分光法）
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構成される。表 2 に、FTS センサの観測対象や波長帯を示した。このうち、バンド 1 ～ 3 は昼間観測する波長帯であるが、

バンド 4 は熱赤外領域であり、夜間でも観測を行えるものである。基本バンド 1 ～ 3 により導出される昼間の CO2、CH4

のカラム平均濃度などが解析に用いられている。

実際には、雲があると測定ができないことと、太陽高度が低い地域では散乱してくる太陽光が弱く観測ができないので、

高緯度や反射の悪い海洋、それから雲の多い熱帯など観測できないところもある。典型的な夏と冬のデータの取得状況を

図 2 に示した。

（3）結果と考察

トップダウン研究は、GOSAT を含む広域大気観測の実施ならびに、インバースモデリング手法の開発がそのミッション

である。以下にそれぞれの活動の成果を示す。

1）国内、アジアでの新規広域濃度観測

地上ステーションとして、国内 3 地点（波照間、落石岬、富士山）に加え、ハワイ、貴陽（中国）、ダナンバレー（マレーシア）、

ナイニタール（インド）、ダッカ（バングラデシュ）、シベリアタワーサイトで継続的に大気観測を行った。富士山での二

酸化炭素濃度は、ハワイのマウナロア山より平均で 1 ppm 高く、アジア大陸の二酸化炭素の影響が見られた。また、波照間、

落石、富士山ともマウナロアよりも半年程度早く 2014 年の終わりには年平均濃度は約 400 ppm に達した（図 3）。これらは、

大陸の風下にある西太平洋の領域である日本の領域では、特に近年の二酸化炭素の排出量の増加が著しいアジアでの影響

図 2　GOSAT の夏（8 月）と冬（1 月）のデータ取得の様子

図 3　二酸化炭素濃度の長期的変化（波照間、落石、富士山頂とマウナロアの比較）
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下にあることを明確に示した。同時に本プロジェクトで展開したサイトでの各温室効果ガスの観測結果を図 4 に示したが、

中国のサイトの二酸化炭素高濃度やインドにおける低濃度などが顕著であった。メタンに関しては、中国、インド、バン

グラデシュなどアジアにおける高濃度が観測された。これは、GOSAT で観測される CH4 データと整合的であった。CO に

関しては、中国での濃度低下が顕著であることがわかる。また SF6 に関しては、中国の発生源が大きいことも示唆された。

その他、現在インドネシアの大都市圏の GHG 排出を捉えるために、ボゴールやジャカルタ周辺で地点の選定や測定装置

のシステム設置を進めており、引き続きアジアでの観測網が充実できると考えられる。これらの、ネットワークによるデー

タは、GHG の発生量の地域性などを示す良いネットワークであり、これまで、アジアにおいて、あまり観測データがなかっ

たものを本プロジェクトで補うことができたと評価できる。同時に、他のプラットフォームとして、航空機、船舶、衛星

などの利用が進んできたことにより、立体的な観測網が整備されたと言える。

2）シベリアでの観測

ロシア共和国のシベリア域は、グローバルな温室効果ガスの循環にとって重要な放出源・吸収源が分布している上に、地

球温暖化に伴う永久凍土の融解やタイガ植生の遷移が報告されており、気候変動に対して脆弱な地域である。しかし世界の

温室効果ガス観測網の中でシベリア域は観測の空白域であった。我々は平成 14 年度からトップダウンアプローチによる亜

大陸規模の CO2 収支推定の手法を確立することを目指して、シベリア域においてタワーを用いた CO2 濃度観測ネットワーク

の構築を開始している。平成 16 年度以降徐々に CH4 濃度の測定も加え、平成 20 年度には 9 カ所まで展開し、JR-STATION

（Japan-Russia Siberian Tall Tower Inland Observation Network）として多点同時観測を行えるようになった 1）（図 5）。観測の空

白域であったシベリア域における温室効果ガスの長期変動を捉えるための貴重なデータが蓄積されてきている。

西シベリアの中部・北部サイトは湿地とタイガが混在する環境であり、更に北部のサイト周辺では天然ガスや石油も採

掘されるため、これらの地域では時により多量の CH4 放出が想定される。CH4 濃度の変動を沿岸域の同緯度帯の NOAA の

バックグラウンドサイトと比較すると、JR–STATION の西シベリアの観測サイトで観測された 1 時間値は高濃度で不規則

な濃度変動を示した。NOAA のバックグラウンドサイトのフラスコデータは 2007 年以降に増加する明確な経年変化を示す。

図 4　プロジェクトでの新規に展開したアジアでの観測拠点での各種温室効果気体の変動
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図 5　JR-STATION の位置（●）。●は現在観測を停止しているサイト。主要都市は○で示す。

図 6　�KRS と DEM の高々度インレットで観測された CH4 濃度の日中値（13:00-17:00 LST）の月平均値の経年変化（1 月、5 月、7 月、
8 月）。エラーバーは標準偏差。直線は 2007 年以降のデータを重み付き線形回帰したもの。数値は各回帰直線の傾き±標準誤差（増
加率；ppb/ 年）。日中値は低高度と高々度インレットの濃度差が 50 ppb より小さい場合のみ使用した。月平均に使用した日中値
が N=28 より少ない場合は白抜きで表し線形回帰には使用していない。エラーバー無しの灰丸は同緯度帯の沿岸域のバックグラウ
ンドサイト（NOAA のサイト；CBA, ICE, MHD, SHM）の月平均値。全て NIE94 CH4 スケールに変換済み。
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一方変動の大きい JR-STATION のデータでは月毎の日中値の経年変動で解析したが、欠損が少なく長期観測の行われた

KRS と DEM の、5 月の値に注目すると 2007 年以降全球で観測されているような経年増加（KRS で 7 ± 1 ppb/ 年、DEM

で 5 ± 1 ppb/ 年）が観測された（図 6）。このように春季（3-6 月）と秋季（10 月）は比較的ばらつきが小さく、バックグ

ラウンドサイトに対して数 10 ppb 高い濃度レベルを維持しながら似たような増加率を示した。一方他の月も、2007 年以降

は概ね増加傾向を示すが、特に冬季（11-2 月）と夏季（7-9 月）の濃度変動は大きく、サイトや月毎に長期トレンドが変

わった。冬季の高濃度メタンは人為発生のためであるが、夏季の高濃度はシベリアの湿地からのメタン放出のためである。

特に気候変動により、シベリアからのメタン発生増加等が懸念されるところであるため、陸域生態系モデル（VISIT）

によって計算される西シベリア湿地帯からの CH4 放出量変化を解析した。その結果、大気中 CH4 濃度の観測値から計算し

た CH4 放出量を再現するようなパラメータを考慮することで、KRS における 2007 年 7 月、2009 年 8 月、2013 年 8 月、お

よび DEM における 2007 年 7 月の CH4 日中値の増加は、春季の降水量の増大による地下水面位の上昇が湿地からの CH4

放出量を増大させたためであったことを説明できた 2)。これは、気候変動によりシベリアによるメタン発生へのフィード

バックを推定するために有効な結論であると思われる。

3）航空機による立体観測

CO2 など温室効果ガスの広域空間分布を観測する世界で唯一の民間航空機観測である CONTRAIL プロジェクトでは、8 機

のボーイング 777-200ER 型機に加えて 2 機のボーイング 777-300ER 型機を用意し、このうち常に 3 ～ 4 機に CO2 連続測定装

置（CME）を搭載して世界各地の濃度観測

を実施した。特にアジア域での観測を強化

するために CME 搭載機を 1 機増やすことに

よってアジアの各空港上空の詳細な鉛直分

布の季節変動を明らかにした。例としてタイ

のバンコック上空における CO2 濃度鉛直分

布の季節変動を図 7 に示す。また、大量の

CO2 濃度観測値から CO2 濃度の南北 - 高度

分布の季節変動を明らかにし、北半球大気

が赤道上の上部対流圏を通して南半球に流

入・拡散する状態を捉えることに成功した。

自動大気サンプリング装置（ASE）や手

動大気サンプリング装置（MSE）による大

気採取観測はシドニー線での観測によって

上部対流圏における緯度別の温室効果ガス

の長期変動を捉えることに加え、CO2 濃度

の南北差が化石燃料消費量やエルニーニョ

サイクルと密接に関係していることを明ら

かにした。またヨーロッパ線での大気採取

観測によって CO2 以外の温室効果ガスの

圏界面付近における季節変動が明らかにな

り、上部対流圏とその直上の下部対流圏で

は季節変動の位相や振幅が全く異なってお

り（例として図 8 に SF6 濃度の観測値を示

す）、これらは対流圏 - 成層圏間の大気輸送

や成層圏の沈降流の影響を受けていること
図 8　�圏界面付近における SF6 濃度の時間変動。紫や黒が下部成層圏の、赤が

上部対流圏の、他の色はその間の高度における変動を示す。

図 7　バンコック上空における CO2 濃度鉛直分布の季節変動
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が裏付けられた。さらに、下部成層圏と上部対流圏における SF6 の濃度差から、下部成層圏の大気年代とその季節性を見

積もることにも成功した。

CONTRAIL プロジェクトの CO2 濃度観測値と地上観測値を利用してアジア域における CO2 フラックスを推定したところ、

CONTRAIL のデータによってフラックスの推定誤差を大きく低減できることを確認するとともに、地上観測値だけの推定で

は南中国の CO2 吸収量の評価が過大であることやインドでの夏季の吸収量評価が過小であることがわかった。さらに、今後

世界の民間航空機需要の主力になると考えられるボーイング 787 型機での観測の基礎データを取得するためにボーイング社

との協力体制を図り、787-8 型機に CME と ASE を搭載するための基礎設計を行った。

4）二酸化炭素の収支推定技術の開発

4-1）グローバルな収支－酸素と同位体比－

グローバルな二酸化炭素の収支に関して研究が展開され

た。特に CO2 の陸上生物圏および海洋への吸収量を推定す

るために、大気中の CO2 と酸素濃度の経年変化の観測を実

施した。大気中の酸素濃度の変化は、化石燃料の燃焼に伴

う酸素の消費、陸上生物圏の CO2 吸収（または放出）に伴

う酸素の放出（または吸収）、さらに海洋温暖化に伴う酸

素の脱ガス、で決まる。そこで、大気中の CO2 と酸素濃度

の観測結果や、化石燃料消費量統計、海洋脱ガス量の推定

値を用いて大気中の CO2 と酸素の収支に関する連立方程式

を解くことで、全球の炭素収支を求めることができる。こ

こでは、酸素濃度と陸域の収支から推算されるポテンシャ

ル酸素（=O2+1.1xCO2）を使用した。

波照間、落石の観測データ、太平洋上の観測データを

長期的に採取、解析した（図 9）。その結果、2000 年から

2015 年までの 15 年間の海洋および陸上生物圏の CO2 吸収

量はそれぞれ 2.6 ± 0.6 Pg-C yr-1 および 1.6 ± 0.8 Pg-C yr-1 となった。これは、これまでに、推定されている値とほぼ同等

であった。これをさらに、5 年毎の 3 つの期間（2000-2005、2005-2010、2010-2015）について海洋・陸上生物圏の CO2 吸

収量を計算すると、それぞれ、2.4 Pg-C yr-1・0.8 Pg-C yr-1、2.3 Pg-C yr-1・2.1 Pg-C yr-1、3.0 Pg-C yr-1・1.9 Pg-C yr-1 となった。

この結果は過去 15 年間で海洋および陸上生物圏の吸収量が増加傾向にあることを示しており、このことが近年の化石燃料

消費量の増加にもかかわらず大気中 CO2 濃度の増加が抑制されている原因となっていることが示唆された。

さらに経年変化を太平洋での炭素同位体比観測にさらに解析を試みた。炭素同位体比は、同位体比的に軽い化石燃料起

源の二酸化炭素が、あまり同位体効果の大きくない海洋へ吸収されるか、それとも同位体比の大きな陸域の植物によって

吸収されるかを検出して、両者を分離していくものである。炭素同位体比による吸収量変動と酸素観測によるものを比較

したものを図 10 に示した。これまでの陸域生物や海洋の吸収量の時系列推定結果から、1996 年～ 2014 年の間に吸収量は

両者とも増加していることがか分かったが、その主原因は大気濃度増加によるようであった。温度に対してどのように吸

収量が応答するかは、今後の大気の二酸化炭素の増加量に影響するものである。感度分析をしたところ、海洋の温度応答

は小さかったが、陸域の吸収量の温度に対する負のフィードバックが有意にあることなどが推定された。しかし、温度変

動が森林火災などの二酸化炭素発生を同時に引き起こすことから、純粋に陸域の植物の吸収量減少との関係を導き出すた

めには、火災による二酸化炭素発生量を求める必要があった。特にエルニーニョ現象と森林火災が同時に起こることから、

近年でも森林火災の影響が CO や CO2 の濃度に影響が認められる。しかし、ここ数年の傾向として森林火災の規模の縮小

傾向がある。人為発生量はここ数年で急激に増加しており大気中の濃度増加速度も 1.5 ppm/ 年から 2 ppm/ 年以上に増加が

認められたが、それでも、海洋や陸域の自然の吸収は、この期間では減少することなく増加傾向にある。今後、気候変動

図 9　�波照間・落石での大気中酸素観測に基づく 15 年間
（2000-2015）の炭素収支計算の図解。炭素収支計算に
は APO（=O2+1.1xCO2）と CO2 濃度の変化を用い、
図中の丸印は観測値、太線破線矢印は化石燃料の消費
から予想される変化を表わす。
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が大きくなるにつれて、これらの吸収量の増加が継続するかどうかが問題であり、今後の 30 年間において、吸収量の変化

を観測する必要がある。

4-2）地域的発生源分離

同位体比の高度利用として、放射性炭素を用いた炭素収支を測定する試みも行われた。具体的には、波照間ステーショ

ンおよび落石ステーションにおいて、CO2 濃度増加時における化石燃料起源 CO2 量の割合を求める手法の開発を行うため

に、放射性炭素同位体比（Δ14C）分析を行った。両ステーションには、定常サンプリングに加えて、イベントサンプリン

グシステムを設置して運用を開始した。また、Δ14C 分析を推進するために、炭素用小型加速器質量分析計 Compact Carbon 

AMS（NIES-CAMS）を導入し、本格的な稼働を開始した。NIES-CAMS を用いた 14CO2 分析について、精度管理のための

実験を行い、現代炭素のサンプルで 2.5‰前後の精度でΔ14C 分析を行うことが可能となった。

波照間における定常サンプリングで得られたバックグランド大気のΔ14C データから、2004 年から 2012 年の間に平均で

–4‰ yr–1 の減少トレンドが検出され、年平均Δ14C 値は 2005 年の 58‰から 2012 年の 28‰に減少した。Δ14C には大きな年々

変動があり、最も大きな偏差は 2009 年の増加と 2010 年の減少であった（2009 年中頃に 2 ～ 4‰ yr–1、2010 年末に –10‰ 

yr–1）。このΔ14C の大きな年々変動は、半年遅れで落石でも観測された。これらΔ14C の年々変動は、数か月の位相のずれ

があるものの、CO2 濃度の年々変動と逆相関があることが示唆された。また、波照間のΔ14C データから、振幅の大きさが

約 7‰で、冬期（1 月）に最小、夏期（7 月）に最大となる明瞭な季節変動が観測された。Δ14C の季節変動が負になる 1

月から 4 月の間、CO2 の季節変動は 2 ～ 3 ppm の正になったが、大気輸送モデルの結果から、この 2 ～ 3 ppm の CO2 の冬

期増加のうち、約 1 ppm は化石燃料起源 CO2 であると推察された。1 ppm の化石燃料起源 CO2 はΔ14C で –2.8‰に相当す

ることから、観測されたΔ14C の冬期の減少は化石燃料起源 CO2 でほぼ説明できることがわかった。波照間とほぼ同じ緯

度帯に位置するマウナロアのデータは、季節変動が明瞭でなく、振幅も約 3‰と非常に小さい。このことから、東アジア

の東端に位置する波照間では、季節風の影響で冬季に化石燃料起源 CO2 の影響がより強くなることが示唆された。

また、波照間のイベントサンプリングシステムで取得された冬期の高 CO2 イベント時における CO2 濃度、δ13C、Δ14C

の観測データを用いて、各高 CO2 イベント空気塊の化石燃料起源 CO2 量の割合（Cff/d[CO2]）を求めた結果、Cff/d[CO2] 比

は空気塊の地理的起源によって異なることが明らかになった（表 3）。中国大陸由来の空気塊では Cff/d[CO2] は平均で 61%（53

～ 73%）、それ以外（朝鮮半島や日本）の空気塊では Cff の割合は平均で 81%（67 ～ 93%）であることがわかった。これらから、

冬期の中国大陸起源の空気塊は、陸域生態系から放出された CO2 を 40% ほど含んでいるが、半島や諸島では陸域生態系か

らの冬期の CO2 放出が非常に小さく、CO2 放出の大部分が化石燃料起源であることが推察された。また、キーリングプロ

ットから推定した CO2 放出源におけるδ 13C 推定値にも地域差が見られ、多くのイベントが –24 ～ –29‰であるのに対し、

黄海や中国華東沿岸を経由した空気塊では、–20 ～ –23‰であることが明らかになった。これは、中国華東におけるセメン

図 10　炭素同位体比から見積もった海洋、陸域吸収量の年変動と酸素から見積もった吸収量の期間平均との比較
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ト生産起源の CO2 を捉えている可能性がある。δ13C は、石油・石炭起源が –29‰、陸域生態系起源が –25‰に対し、セメ

ント生産起源は 0‰と、大きな差があるため、Δ14C とδ13C の観測を統合的に解析することで、化石燃料起源 CO2 の定量

化のみならず、化石燃料の内容（セメントと石油・石炭）を分離評価できる可能性がある。一方、落石でのイベントサン

プリングからは、陸域生態系が CO2 を放出するとともに大気 14CO2 が増加することが明らかになった。また、CO2 濃度が

明け方にかけて減少している時もΔ14C は増加を続けており、これはΔ14C がグロスの CO2 放出を捉えていることを反映し

ていると考えられた。サンプリングを継続してΔ14C 分析結果を増やしていくことで、陸域生態系が放出する CO2 の同位

体特性とグロスの CO2 放出量の推定を行うことが可能になると期待される。本研究によって、Δ14C の観測が化石燃料起

源 CO2 を定量化する上で、また大気輸送モデルを評価する上で、非常に重要な役割を果たすことが確認された。

4-3）海洋の炭素収支と海洋循環

本プロジェクトでは 2003 年より北太平洋を横断する自動車運搬船を利用して二酸化炭素フラックス測定の際に得られ

る表層海水中の放射性炭素濃度（Δ14C）の測定を開始している 3)。表層水中のΔ14C は大気海洋間の二酸化炭素交換に加え

て比較的濃度の低い下層の海水との混合によって決定するので、これを継続的にモニタリングすることは、大気海洋間の

二酸化炭素交換速度の季節変動や表層海水の流動の変化などを解析する上で貴重な情報を得ることとなる。本研究では、

海洋表層が比較的成層化する夏季（ここでは便宜上 5 ～ 9 月を夏季と定義する）について、2003 ～ 2014 年採取分までの

Δ14C 測定を実施した。図 11 には、測定の一例として、2010 年 5 ～ 8 月に実施された愛知・田原港と米国東岸および西岸

を往復した航海で得られた表層水における∆14C の空間分布を示した。東岸航路の場合はパナマ運河を経由するために北緯

40 度より南側の亜熱帯循環域を、西岸航路の場合はオレゴン州ポートランド入港後にカリフォルニア州ロングビーチ港を

経由するために往路では亜寒帯循環域、復路では北緯 40 度付近の混乱水域を航行する。したがって西岸航路で得られる∆
14C は、全炭素に占める放射性炭素の割合が低い太平洋深層水の湧昇の影響を受けて著しく低い値となっている。なお、観

測を実施した 2003 ～ 2014 年は全航海の 8 割以上が東岸航路だったため、亜熱帯循環域で得られた試料が大半を占めた。

本研究では、同時に得た水温・塩分データをもとに、亜熱帯循環域については A：黒潮・続流域、B：北太平洋海流域、

C：カリフォルニア海流域、北緯 40 度以北航行時は D：混乱海域、E：亜寒帯海流域、F：アラスカ海流域の合計 6 つに大

別し、最近 10 年間の∆14C の変動を評価した（図 12）。亜熱帯循環域の∆14C は、A ≧ B ≫ C の傾向があり、10 年間この傾

向を保ちながら減少している。1973 年 8 ～ 10 月に観測が実施された GEOSECS では、海域 C が約 200‰と最も高く、海

域 A では約 150‰と現行とは正反対の分布をしていた 4)。これは、1973 年当時は核実験に由来する放射性炭素（bomb-14C）

EventID Date Air mass from Cff/dCO2 (%) 13Csource (‰ )
1A 2010/03/07-09 Korea 75 ± 6 -29.0 
1B 2010/03/09-11 East China 63 ± 0 -24.5 
2 2010/04/22-23 Philippine 81 ± 6 -28.1 
3 2010/12/13-14 Japan 81 ± 5 -23.9 
4 2011/03/01-02 North China 53 ± 6 -24.2 
5 2011/04/11-12 Yellow Sea 93 ± 10 -20.3 
6 2012/01/19-20 Japan/Yellow Sea 92 ± 7 -22.8 
7 2012/02/15-16 Japan/Korea 82 ± 6 -28.6 
8 2012/03/07-10 Korea 86 ± 11 -25.8 
9 2012/11/11-12 East China 58 ± 5 -23.7 
10 2013/01/22-25 East China 73 ± 6 -22.6 
11 2013/03/01-02 Yellow Sea/N. China 76 ± 3 -24.1 
12 2013/03/13-14 North China 59 ± 13 -26.6 

表 3　�波照間で観測された高 CO2 イベント空気塊の、流跡線解析から推測された空気塊の起源領域、CO2 増加量に対す
るΔ14C から求めた Cff 比の平均±標準偏差、ならびに Keeling plot から求めた放出源のδ13C
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の大気中濃度分布がアメリカ大陸寄りに偏っていたこと、カリフォルニア海流が亜寒帯域から米国西岸を南下する海流で

ある上に、東部北太平洋表層が赤道湧昇の影響を比較的受け易いことなどによるものと考えられる。一方、大気中の∆14C

が 1963 年の部分的核実験禁止条約の締結以降は指数関数的に減少していることに呼応して、亜熱帯循環域の表層水中の∆
14C は若干のタイムラグを伴って 70 年代後半以降は減少傾向を示している。その速度は、海域 A：-3.6‰ /yr、海域 B：-4.5

‰ /yr、海域 C：-3.3‰ /yr と計算され、GEOSECS（1973 年）から WOCE（1991 年）までの平均減少速度（海域 A：-2.2、

海域 B：-3.3、海域 C：-5.8）と比べると海域 A 及び B では減少が促進、海域 C では低下している。これは、大気中 bomb-
14C 濃度の 1970 年代における水平分布の偏りや、2000 年代以降の減少速度の鈍化 5) と密接に関わっていると考えられる。

一方、亜寒帯循環域（海域 E 及び F）の∆14C は、測定件数及び頻度が少ないものの、2009 ～ 2010 年頃を境に減少から増

加へ転換したように見える。亜寒帯循環域では冬季の冷却による対流によって下層水との活発な上下混合が起こっている

ため、当該海域の表層水は大気海洋間のガス交換によってもたらされる高い∆14C を持つ大気 CO2 のみならず、低い∆14C を

持つ下層水の影響を強く反映しており、亜熱帯循環域に比べて著しく低い∆14C が観測されている。2008 年以降の増加傾向

は、下層水に蓄積された bomb-14C が上下混合によって表層へもたらされた結果を示唆している可能性がある。

5）アジア地域でのメタンの発生の再評価

メタンは二酸化炭素の次に大きな温室効果の増加に寄与しているものであるが、2007 年以降の新たな濃度増加が認めら

れており、各地での観測によって自然起源寄与を含む発生源

変動に高い関心がある。ここでは、大きな自然発生源をもつ

シベリアでの観測を強化したことに加え、中国やインドなど

の発生量の変化などについて観測によって評価を行った。

波照間ステーションにおける大気観測では、冬季を中心と

した晩秋から初春にかけて GHG 等の濃度が数時間から数日

の期間高濃度となる短期変動、いわゆる汚染イベントがしば

しば観測される。これは、東アジアモンスーンの影響により、

大陸の発生源の影響を受けたエアマスが輸送されるために生

じる。また、波照間で観測される汚染イベントでは、例えば

CO2 と CH4 の濃度変化に非常によい相関が認められ、それら

の変動比は大陸からの CO2 および CH4 の放出比を反映して

いると考えられる。そこで、人為起源 GHG の中でも排出量

の推定値の不確かさが比較的小さい CO2 の排出統計値を用い

図 11　�2010 年夏季の北太平洋におけるΔ14C（‰）の空間
分布（上図：米国東岸航路，下図：米国西岸航路）

図 12　各海域におけるΔ14C（‰）の 10 年変動

図 13　�中国からの水田を除く人為起源発生源からの CH4

放出量の推定値と他の報告値との比較。
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て、波照間で観測される CH4 と CO2 の変動比（ΔCH4/ΔCO2）の経年変化から、中国における CH4 排出量の経年変化を推

定した。なお、推定にはラグランジアン型の大気輸送モデルを用い、計算されるΔCH4/ΔCO2 変動比の経年変化が観測結

果と一致するように、大陸からの放出量を求めた。その結果、中国からの水田を除く人為起源 CH4 の発生量が 2002-2010

年の期間に 1.1 ± 0.2 TgCH4/y の割合で増加していると推定された（図 13）。この増加率は EDGAR や REAS といったボト

ムアップ手法による放出量推定値と比較して小さく、これらのボトムアップ手法による推定が放出量を過大評価している

可能性が示唆された。

さらに広域の中国からのメタンの輸送については、GOSAT 観測や地上 FT-IR 観測によって検出することができた。2013

年 8 月と 9 月に東北アジアの中国北東部 - 朝鮮半島域（図 14）と日本の上空で取得された GOSAT データを解析した結

果、2009 ～ 2013 年の夏季の平均よりも約 20 ppb 高い高濃度 CH4 を検出することに成功した（図 15）。GOSAT と同様の原

理で地上から上空までの CH4 を測定している全量炭素カラム観測ネットワーク（Total Carbon Column Observing Network、

TCCON）日本国内つくば及び佐賀のサイトのデータを解析したところ、同時期に同程度の高濃度 CH4 が観測されており、

この現象は正しいことが分かった（図 15）。さらに日本列島の 3 カ所（落石岬（NIES）、綾里及び与那国島（気象庁））で

観測された地上のメタン濃度を解析したところ、落石岬および綾里のみで高濃度が検出されたため、極端な CH4 増加は限

られた本州・北海道上空を中心とした地域で起きていることが分かった（図 16）。この現象の原因を調査するために、大

気輸送モデルを用いた解析を行い、このような増加は 2013 年夏季のアジア上空の気圧配置が例年と異なるパターンとなり、

図 14　�GOSAT CH4 カラム平均濃度の解析に用いた範囲（灰
色、青色の長方形、灰色は北東中国 - 朝鮮半島上空、
青色は日本上空）。GOSAT の観測結果を確認するため
に使用した TCCON の観測地点（赤丸）と地上観測点

（青丸）。

図 16　�長期変動成分を除外した綾里と落石岬の地上観測による
CH4 濃度の時間変化。緑色と黄色は綾里と落石岬の地
上観測データ。水色で塗りつぶしたところは本研究で注
目した期間。

図 15　�長期変動成分と平均的な季節変動成分を除外した
GOSAT データ及び、つくばと佐賀 TCCON による CH4

濃度の月平均値の時間変化。緑と青は佐賀及びつくばの
TCCON データ。赤は日本上空の GOSAT データ。薄色
は日毎の平均値。水色で塗りつぶしたところは本研究で
注目した期間。

図 17　�2013 年夏季の通常と異なる気圧配置と大気輸送の
関係の図解。赤色の正方形は、EDGARv4.2FT2010

（人為起源 CH4）から、稲作による Emission を除
いた 2 年間（2009-2010）の平均値。
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中国東部の強いメタン発生源地域から日本へ効率的に高濃度 CH4 が輸送されたことが原因であると分かった。概念図を図 17

に示す。そして、中国東部から運ばれてきた高濃度の CH4 を含む大気が、東西に約 1,000 km 離れた 2 カ所の TCCON サイ

ト（つくば・佐賀）にちょうど沿うように分布していたことが分かった。日本の夏季の気候には、地上付近下層は太平洋

高気圧、上層はチベット高気圧の配置が大きく影響する。例年より太平洋高気圧は西に張り出し沖縄を含む日本列島の西

部まで大きく発達し、チベット高気圧は日本列島本州近くまで張り出していたため、2013 年夏季の中国東部から日本への

高濃度メタンの輸送は、通常と異なる気圧配置により起こったと考えられる。同じ地点を 3 日ごとに観測する GOSAT は

TCCON データと同程度の確度で総観規模（数千 km 規模）のメタン濃度の増加を観測することに成功し、このことから

GOSAT は総観規模の現象を検出できる能力を有することを証明することができた。

6）GOSAT 観測の進展

地域的な CO2 や CH4 の発生・吸収特性の変化を広域観測する点において、GOSAT の短波長赤外領域の濃度データの精

度向上による広域的なデータ利用が可能になったことは重要な成果である。これにより、観測値の空白域（アフリカや南

アメリカ、西アジア、シベリア、オーストラリア大陸）のデータが使用可能になり、地上フラックス推定や炭素収支の季

節変動の解釈、大規模な森林火災や大都市による CO2 や CH4 の増加の検出、相関規模の温室効果ガス濃度のアノマリの検

出等に、幅広く利用されるようになった。

GOSAT 観測値を用いて地球のバックグラウンド大気の平均濃度の算定を試みた（図 18）。その結果 GOSAT から求めら

れる地球全体のカラム濃度平均は、北半球の地上濃度より 5 ppm 程度低く、2014 年に地上濃度が 400 ppm を超えてきたの

に対して、少し遅れて 2016 年に 400 ppm を超えてきたことがわかった。また、増加速度は、地上の観測とほぼ同値度であ

り約 2 ppm/ 年であることがわかった。

その他の研究として、GOSAT の短波長赤外（SWIR）および熱赤外（TIR）バンドから各々導出されるメタン全カラム

量（分子 /cm2）および高度毎のメタン濃度（ppb または分子 /cm3）を利用した対流圏中部から下層のメタン濃度の推定に

関する研究を実施した。TIR バンドからの高度毎のメタン濃度は気圧 600 hPa から 300 hPa の間の高度領域において最も高

い観測情報を有する。はじめに測定精度の高い情報源として、観測頻度は月に一回と限られるが、西シベリアでの航空機

観測（Surgut と Novosibirsk）からのメタン濃度を利用し、TIR バンドからのメタン濃度の妥当性を調べた。ここでは高度

5.5 km（~500 hPa）と 7 km（~430 hPa）のデータを利用した。一方、同じ地点の上部対流圏から下部成層圏領域（8.5 km

から 11 km 付近）における高度毎のメタン濃度の情報源としては GOSAT 観測期間中も運用を続ける ACE-FTS（太陽光を

光源とした大気周縁測定センサ）のデータを利用した。

その結果、航空機観測から水平距離差 300 

km 以内の TIR バンド観測の各月の変動幅は

高度 5.5 km と 7 km ともに +/-10 ppb から 30 

ppb 程度であり夏期に低く、冬期に高くなる

季節変化を示していた。またその変動幅内

に航空機からの観測値が収まっており、お互

いの時間変化の傾向は良く一致していた。一

方、高度 8.5 km から 11 km（気圧 300 hPa か

ら 200 hPa）の間で、TIR バンドと ACE-FTS

との比較を水平距離差 500 km 以内の範囲で

実施した。その結果、季節を通じて TIR バ

ンドからのメタン濃度が高めになり、特に

春期に ACE-FTS ではメタン濃度が低くなる

季節変化を示すが、TIR バンドからはそのよ

うな傾向は見られなかった（最大で 100 ppb
図 18　�地上サイト（波照間、落石）と GOSAT による地球平均カラム濃度

との比較

GOSAT 

400ppm 
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以上の差）。したがって 300 hPa レベルより上の高度では現状の TIR バンドからのメタン濃度の利用には注意が必要であり、

正確な全カラム濃度の算出には大気周縁観測センサの情報が必要である。

今後より詳細に航空機との比較を実施し、新たな TIR バンドからのメタン導出結果の妥当性が確認できれば、TIR バン

ドと大気周縁センサの複合利用により 600 hPa レベルより上のメタン部分カラム量を算出することが可能となる。これを

SWIR からの全カラム量と比較することで、対流圏中部から下層の部分カラム量の推定が期待される。これらのデータセッ

トは将来的にはメタンのソースシンク推定のためのインバースモデルへの入力として価値のあるものとなり得る。

7）CO2 以外の温室効果ガス観測

7-1）CO，CH4，オゾンなど

二酸化炭素に加えて、それ以外の長寿命・短寿命温室効果物質（メタン、亜酸化窒素、オゾン、ブラックカーボン等）

は、地球温暖化への寄与も大きく、それらを合計すると二酸化炭素の大きさにほぼ匹敵することが知られており、対策の

上でも重要な物質である。また、一酸化炭素は大気中の水酸ラジカルとの反応を通じて、メタンや代替フロンの大気中濃

度に影響を与える。これら物質の大気中濃度の空間分布や時間的推移を把握するために、特に観測データに乏しいアジア・

オセアニア地域におけるデータを得ることを目的として、西部太平洋上の日本－東南アジア航路、日本－オセアニア航路

を航行する 2 隻の定期貨物船舶を用いて洋上大気中の微量温室効果気体の連続観測を行った。日本－オセアニア航路では、

陸域から遠く離れたバックグラウンド的な大気観測、日本—東南アジア航路では、アジア沿海域における地域的汚染を含

んだ大気観測が可能であり、2 隻の特徴的な船舶観測を対比させることによって東アジア・東南アジア地域からの温室効

果物質の放出影響をより良く理解することができると考えられる。

これら両航路における一酸化炭素濃度分布の観測データから、緯度帯別の季節変化を導出した。また、両海域において、

領域化学輸送モデルを用いた計算を行った結果と比較した（図 19）。北半球の CO 濃度は冬季に増加し夏季に最小となるが、

図 19　�日本－オセアニア航路および日本—東南アジア航路における一酸化炭素濃度の観測と領域化学輸送モデルの緯度帯別季節
変化の比較
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モデルの CO は季節変動の振幅が小さく冬季に過小評価気味とであることが分かった。CO の過小傾向は、排出源に近い東

南アジア航路でより顕著であり、これはインベントリにおける排出量が過小評価であることを意味する。CO については

東南アジア海域ではどの緯度帯でも太平洋よりも高い濃度が観測されたが、モデルでは過小評価され、今後熱帯アジアで

のフラックス算定を改良していく必要があることが結論された。一方、中国から放出される人為起源 CO の発生量が 1999

年から 2005 年の期間は増加傾向にあったが、その後停滞し 2008 年以降減少傾向にある可能性が示唆された。こうした知

見は今後、アジア地域における排出量推定の高精度化に寄与することが期待できる。

7-2）フロン類の観測

強力な温室効果気体や成層圏オゾン破壊物質として働くフロン類の東アジア域における排出量を把握するため、波照間

及び落石岬ステーションにおいてフロン類の大気観測を実施した。国際共同観測ネットワークの枠組み等を活用して、波

照間・落石を含む観測データの解析を進めた結果、大気中濃度が最も高い HCFC である HCFC-22 については、解析期間

とした 2009 年までグローバルに排出量が増加する傾向にありアジアからの寄与が特に大きいことがわかった。また、工場

での HCFC-22 生産時に副生される HFC-23 については、中国からの排出量がグローバルに見ても突出して大きく、2007 年

から 2009 年に横ばいだった排出量は 2010 年以降増加傾向にあることなどが示された。

日本国内からのフロン類の排出については、波照間・落石に加え気象庁による岩手県・綾里の CFC-11 データに基づい

た逆推定を行い、2010-2012 年における排出量を推定した。その結果、CFC-11、HCFC-22、HCFC-141b、HFC-134a、HFC-

32、SF6 の排出量は震災が発生した 2011 年 3 月以降、大きな増加を示し、2011 年の年間排出量はその前後の年と比べて 38-

91% の増加となった（図 20）。この排出量増加は、冷媒や発泡剤として空調や断熱材などに充填されていたフロン類が、

被災した建物等の倒壊に伴って大気へ漏出したものであると考えられた。震災後の排出量増加は PRTR などによるボトム

アップ排出量の推計値には見られず、災害時など正確な統計データの取得が困難な際には大気観測データの逆計算解析に

よるトップダウンの排出量推定が特に有効であることが示された。

2. 1. 2　�サブテーマ 2：GHG 等フラックス及びその関連指標観測による海洋、陸域の発生 / 吸収量評価と将来予測に関す

る研究

（1）目的と経緯

日本を含むアジア‐太平洋域での GHG の現場フラックス測定を通して、本地域の CO2 をはじめとするフラックス強度

やその年々変動を求めることが主眼である。ここでは特にアジアの陸域生態系の吸収フラックスの現場観測からのスケー

ルアップや太平洋を主体とした地域での海洋の吸収量を長期変化とともに観測から求めることを行う。これにより、気象

や気候の変化に対する応答や影響を調べ、モデルへとその情報をフィードバックさせることにより、吸収量の将来予測の

図 20　2010-2012 年の日本国内におけるフロン類 6 成分の年間排出量の推定値
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ための検討を行う。一方での、実験的に温度変化に対する陸域土壌呼吸応答などをフィールド実験から求めていき、将来

の予測モデルへの精緻化に知見を提供する。同時に、サブテーマ 1 から得られた、吸収量分布などとの整合性を検討して、

よりよい将来予測ができるようにモデルの改良なども行い、排出量削減の科学的基礎を与えるための資料とする。

（2）方法

陸域の二酸化炭素吸収量観測においては、国内の北海道苫小牧での観測や、天塩でのフラックス変化観測、富士北麓の

での観測に加え、最もフラックス推定が困難である熱帯域、ここでは東南アジアのボルネオ島での研究を展開することと

した。国内のサイトでは、フラックス観測が長期間行われているので、そのデータを解析することとし、それらに対応す

る生態系モデル VISIT による吸収量予測のパラメータなどを調整し、吸収量予測の精度を向上させることとした。また、

同様に、ボルネオの二酸化炭素吸収量予測に関しても、現場のデータとモデル計算との比較を行いつつ、モデルの予測向

上を行った。また、ボルネオ島や北海道でのバイオマス量の変動を人工衛星から求めるといった技術を開発し、ボルネオ

の森林の炭素量変動を抑える方法を開発した。

海洋では、地球環境研究センターで行ってきた太平洋表層海水の二酸化炭素濃度の長期観測データを用いて、太平洋全

域の二酸化炭素の吸収量変動を求めるための方法を開発し、長期的な海洋二酸化炭素吸収量変動に関してのモデル計算値

を与える試みを行った。

海洋・陸域のフラックス観測データを元に広域化された GHG フラックスのボトムアップ手法による時空間分布と、大

気観測を元にしたトップダウン手法による結果を比較し、両手法の不確実性について評価を行った。

（3）結果と考察

1）陸域生態系による二酸化炭素吸収量変動解析

陸域フラックスを広域的に推定する際に用いる生態系モデルでは、フラックスデータによるモデルのチューニングに加

えて、モデルに与える初期の森林の 1）年齢や 2）バイオマス量などのデータが重要であった。このプロジェクトの中では、

ここでは、北海道とボルネオ島に焦点を当て、陸域生態系モデル VISIT を改良し、複数のフラックス長期観測サイトのデ

ータを用いて検証を行い、撹乱による影響とそこからの回復過程をモデルが良好に再現できることを示した。まず、北海

道の樹齢情報を収集し、精度の高い撹乱マップ（いつ木を植え替えたかなど）を作成した。この撹乱マップをモデル計算

図 21　�観測データを用いて、改良された陸域生態系モデルにより再現された、森林の撹乱（皆伐）からの
回復過程における森林の NEP（純生産量）の長期推移。

　　　 (a) 北海道カラマツ林の CO2 吸収 ･ 放出量の年次変動。針広混交林だった森林が 1948 年に皆伐され、
カラマツが植林された。(b)CO2 吸収 ･ 放出量の変動の要因毎の寄与。皆伐の影響（Clear-cutting）は
50 年後も残っている一方、年々変動は気候要因の影響が強い。
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に組み込むことにより、これまでよりも高精度の広域炭素収支を評価することができるようになった。

これらを用いて、炭素収支の過去数十年間の変動をもたらした要因を、気象変動などの自然条件と、伐採・植林・残置

有機物の処理などの人為的な条件に定量的に分けて評価した。その結果、数年以内の短期変動には気象要素が強く影響す

る一方、数十年の長期変動には伐採時の残置有機物の量が重要であることを明らかにした（図 21）。また、世界の陸域生

態系の GHG フラックスを推定するモデルにおいて、モデル相互比較プロジェクト（MsTMIP）に参加し、大気 - 陸域間の

CO2 交換に関する季節振幅の推定に関する複数モデル間比較を行った。その結果、近年の振幅拡大が主に光合成によるも

のであり大気 CO2 の施肥効果と相乗的に作用していることが示唆された。

2）東アジア草原炭素収支について。

東アジア草原に及ぼす温暖化影響を把握するため、気温と降水環境が大きく異なる青海草原、チベット草原、モンゴル

草原及び内モンゴル草原について、1982 年から 2009 年まで衛星データから、草原の一次生産の変化とその影響要因を調

べた。その結果、モンゴルと内モンゴル草原は、年々変動が大きく、期間中に地域の一次生産量はほぼ変わらなかった。

一方、標高の高い青海、チベット草原は、地域の一次生産は統計的に有意に増加することが示された。さらに解析した結

果、モンゴル、内モンゴル草原では、一次生産量は年降水量の年変動に有意な正の相関、すなわち、年降水量の高い年に

は、一次生産が有意に高いことがわかった。一方、青海とチベット草原では、草原全体の一次生産は、年降水量から影響

が少なく、年平均気温の影響が大きいことも示唆された。さらに、炭素収支の年変動のメカニズムを把握するため、青海

チベット高原やモンゴル草原における衛星データのフェノロジー解析も行った。青海・チベット草原は、気温の上昇に伴い、

春の展葉日が早くなったが、秋の枯れる時期はあまり変わりがなかった。その結果、生育期間が長くなったことは、青海・

チベット高原の一次生産が増加したことの一因と考えられる。

また、青海草原とチベット草原の炭素収支を把握するため、青海の海北草原とチベットの当雄草原において、それぞれ

2001 年と 2006 年から、渦相関法による CO2 フラックスの観測を行った。これまでの結果では、年変動の大きいものでは

あるが、いずれの草原も CO2 の正味吸収となっている。青海草原では、多くの年では、年間 100 gCm-2 前後の炭素吸収速度で、

チベットの湿地草原は、それよりやや高い吸収量を示す年が多い。

3）ボルネオ島でのバイオマス量推定法の開発

深刻な森林減少が続いている東南アジア熱帯域のボルネオ島を対象とし、地球温暖化防止の観点から注目されている森

林の炭素貯留量や伐採にともなう炭素排出量把握のため、人工衛星のデータを用いた樹高とバイオマスの推定方法を開発

した。用いたデータは、NASA の ICESat 衛星の観測値である。この衛星は、軌道直下において 170 m ごとに約 60 m 径の

範囲をレーザ光で照射して、地表面から反射されたレーザ光の強度変化を波形として記録する。観測された波形の特徴量

を複数組み合わせることで、樹高については自乗平均平方根誤差 4.0 m、森林バイオマスについては 1 ha あたり 38.7 トン

の計測精度で推定することができた。従来用いられてきた合成開口レーダ等を利用する方法では、1 ha あたり約 150 トン

を越える高バイオマスの熱帯林では正確なバイオマスの計測が難しかったところ、本技術により計測精度を大幅に改善で

きた。また計測地点数は、ボルネオ島で約 128,000 カ所にのぼり、今後の研究開発に重要な検証データを獲得することが

できた。さらに、ボルネオ島の森林バイオマスの総量が 1.034 × 1010 トンであること、2004 ～ 2007 年におけるボルネオ

島の森林消失率が年間 2.4% であることを明らかにした 6)。また、図 22 のとおり、ボルネオ島の森林バイオマスの空間分

布（州ごとのバイオマスとその頻度）を把握することに成功した。開発された手法は、森林伐採や土地利用変化に伴う温

室効果ガス排出量の推定に多大な貢献をすることが期待される。

4）森林土壌呼吸の温暖化影響

アジアを中心としたグローバルな陸域 CO2/CH4 循環の推定及び将来予測の高度化を図ることを目的として、地球環境研

究センターが開発・推進している世界最大規模のチャンバー観測ネットワークをさらに拡張し、日本・台湾・中国（雲南）

及びマレーシアまでのモンスーンアジアの広域トランセクトで展開した。温暖化実験では、特に宮崎と雲南（哀牢山）の
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図 22　ボルネオ島において州別に求めた森林バイオマスのヒストグラム（度数分布図）。

亜熱帯常緑樹林における長期観測結果がまとまりつつある。宮崎では、6 年間の観測の結果、1℃当たりの温暖化が平均

9.4% 微生物呼吸を上昇させ、その値は本サイトの微生物呼吸から年別に導かれた温度反応モデルの数値 10.1% と近いもの

であった。また、温暖化効果の年々変動に関しては、夏季の水分条件が強く影響していることが明らかになった（図 23）。

雲南では、4 年間の観測の結果、1℃当たりの温暖化が平均 10.9% 微生物呼吸を上昇させることが明らかとなっており、こ

の結果は既に Scientific Reports に掲載されている。これらの結果では、いずれも長期的な温暖化条件下で、微生物呼吸に

対する促進的な温暖化効果は低減しないという見解が得られている。また、宮崎と哀牢山の様な湿潤な森林生態系と比較

図 23　�宮崎温暖化操作実験サイトにおける、2009-2015 年のチャンバー観測結果。Rs: 総土壌呼吸； 
Rh chambers: 微生物呼吸；Rhw chambers: 加熱を受けた微生物呼吸。
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すると、亜熱帯高山森林生態系（雲南麗江）における土壌呼吸の温度感受性が明らかに高いこと（Q 10 =5~6）が確認された。

一方、東南アジアの熱帯雨林では、土壌呼吸、特に根呼吸と土壌含水率との間には正の相関が認められ、低地天然林でも

一次総生産（光合成）は土壌水分によって制限を受けていることが示唆された。またパソ熱帯林における CH4 の観測に関

しては、シロアリの活動を抑制した根切り区に比べて、対照区での CH4 吸収速度は約 36% 低かった。この原因は、シロア

リの CH4 放出と考えられる。熱帯林におけるシロアリの CH4 放出の定量評価は今後の課題となる。

富士北麓の約 50 年生のカラマツ人工林では、24 チャンネル自動開閉チャンバーシステムを用いて、土壌呼吸および林

床部炭素収支について連続観測を行っている。2006 年から 2015 年までの年積算平均値は、総土壌呼吸で 7.9 tC ha-1 yr-1、

微生物呼吸で 6.5 tC ha-1 yr-1、林床植物を含めた林床部炭素収支で 7.0 tC ha-1 yr-1 であり、各区のフラックスに対しては、地

温や日射量（植生区）の影響が大きかった。一方、2015 年 3 月末に行われた約 30% の間伐の影響で林床部の光強度が約

65% 増加したのに対し、林床部植生の総一次生産（GPP）は約 69% 増えたことが観測された。この間伐が、林床部の炭素

収支にどの程度影響していくのか、今後注目していく必要がある。

また、2015 年からの土壌 CH4 フラックスの新規観測結果を図 24 に示す。富士北麓カラマツ林における土壌の CH4 吸収

源は約 18.0 kg ha-1 yr-1 であり、CH4 の温暖化ポテンシャルを考慮した場合、この CH4 吸収源は土壌呼吸による CO2 排出の

約 6% を相殺することが可能であると示唆された。他サイトの観測においても、これまで多量の観測データが得られており、

これらのデータは順次解析中である。

5）太平洋での二酸化炭素吸収の地域性と長期変化

観測に基づく海面 CO2 分圧と大気海洋間 CO2 フラックスの分布推定について、北太平洋からより広域へとスケールアッ

プする研究を行った。まず、人工知能タイプの解析手法を用いて観測された CO2 分圧と、緯度経度情報、および客観解析

データセットや人工衛星データから得られる海面水温、塩分、混合層深度、クロロフィル濃度を関連づけた。これによって

太平洋の観測を行っていない時期・海域について海洋の各種物理パラメータを用いて CO2 分圧を表現することが可能になっ

た。再現の結果、エルニーニョ南方振動によって特に赤道域の CO2 分圧分布が大きく変動することを示した。例えば、20 世

図 24　�富士北麓カラマツ林における、土壌 CH4 フラックスの観測結果。Rs chambers: 対照区のチャンバー； 
Rh chambers: 根切り区のチャンバー；Plant chambers: 林床植生を被せたチャンバー。
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紀最大のエルニーニョ期であった 1998 年 1-3 月にはペルー沖の湧昇が抑制されて CO2 の豊富な水塊が表層に供給されなくな

るため、赤道域東部海域の CO2 分圧は平年より低下する（図 25 左）。一方、ラニーニャ期である 2008 年 1-3 月には湧昇が

促進されて貿易風によって高 CO2 水塊が西方へと輸送されるので広範囲にわたって高い CO2 分圧が見られる（図 25 右）。

次に、得られた CO2 分布から大気海洋間 CO2 フラックス分布を算出し、太平洋の交換量変動について調べた（図 26）。

海洋 CO2 交換量は期間平均で年間約 -0.3 PgC であり、その年々変動の振幅は 0.3 PgC yr-1 と評価された。エルニーニョ期に

は、上記のプロセスから海洋からの CO2 放出量が低下するため、結果として海洋による CO2 吸収は増加した。一方、ラニ

ーニャ期には、それとは逆のプロセスが促進されて CO2 放出量が増加した。このように、エルニーニョ南方振動は太平洋

域の炭素循環に与える影響が大きいことを本研究によって示した。

このように、人工知能タイプの CO2 分布再現手法が開発されたことにより、海洋 CO2 分圧と CO2 フラックス分布の年々

変動が近年評価できるようになった。今後は、気候変動による海洋炭素循環の応答についても詳細な解析が今後進むもの

と期待できる。

6）二酸化炭素収支推定の詳細化に向けたモデル開発

6-1）生態系モデル VISIT の高度化

陸域生態系の炭素収支を高精度でシミュレートし、特に GOSAT など大気観測を用いたインバージョンにそのデータを

利用する場合、時間分解能を高めた陸域炭素循環モデルを開発し利用する必要がある。陸域生態系の CO2 交換は、光合成

による吸収が日射・温度・CO2 濃度・湿度・土壌水分によって日内で大幅に変動し、また植生と土壌の呼吸放出も温度や

土壌水分に応じた変動を示す。これらの日内変動を取り入れた高時間分解能モデルを開発した。まず、既存モデルでは 1

日単位で計算していた植生キャノピー光合成スキームを更新し、1 時間単位での計算を行う de Pury & Farquhar スキームを

図 25　（左）エルニーニョ期（1998 年 1-3 月）と（右）ラニーニャ期（2008 年 1-3 月）の pCO2 分布

図 26　�季節変化成分を除去した太平洋の大気海洋間 CO2 交換量の年々変動。正の値は海洋から大気への CO2 放出、 
負の値は海洋への CO2 吸収を表している。
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導入した。そこでは、大気からの直達光と散乱光の寄与を分離評価することができ、個葉ガス交換をより生化学的に計算

できるため推定精度の向上が見込まれる。呼吸放出については、植生と土壌それぞれ計算方法は従前と同様だが、より時

間分解能が高い温度データを用いることで精度向上が期待される。全球シミュレーションにおいては、公開されている最

も時空間分解能が高い気象データである NCEP-CFSR 再解析データを用いた（空間分解能 T382、時間分解能 1 時間）。

光合成速度の推定精度を向上させるための独自の試みとして、植生キャノピー内の窒素分配に関するメタ分析ベースの

更新を試みた。東北大学との共同研究により、植生内の光分布と窒素分布に関する観測データを収集し、温度・入射光の

角度・植物タイプ・葉面積指数などとの要因と統計的な解析を行った 7)。そして、一般化線型モデルについて AIC による

選択を行い、そのキャノピー窒素分配モデルを陸域生態系モデルに導入した。これまでの共同研究で樹木の葉面積指数の

最大値に関するメタ分析を実施していたが 8)、構造的パラメータだけでなく新たに機能的パラメータを高度化することで、

植物の生理生態学的な知見に基づくモデルの推定精度向上が図られた。

予備計算は 1979 年 1 月 1 日から 2010 年 12 月 31 日まで実施したが、その際には半解析的手法による初期化計算の時間

短縮が行われた。図 27 に高度化されたキャノピー光合成スキームで計算された 2007–2010 年の総一次生産の結果を示す。

平均的な年間総一次生産の全球合計値は 116 Pg C yr–1 となり、衛星観測および現地観測と比較して妥当な空間分布や季節

変化を示していることが分かる。このようなモデル計算は、陸域炭素収支に関する地域・全球スケールでの評価に適用可

能であり、大気輸送モデルのデータ同化やインバージョンによる地表 CO2 フラックス推定の精度向上にも寄与することが

期待される。一方、今後の課題としては、土壌水分が光合成速度に与える影響や撹乱影響（火災、土地利用など）の導入、

土壌も含めた窒素循環とのフル結合が考えられる。

図 27　�高度化された陸域生態系モデル VISIT により推定された総一次生産（光合成による CO2 固定速度）。 
（a）2007-2010 年における平均的な年間総一次生産分布。（b）年間総一次生産の緯度分布。（c）月
別総一次生産の季節変化。緯度分布と季節変化は衛星観測（MOD17）および空間拡張されたフラッ
クス観測（Flux up-scaled）との比較を示す。
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6-2）陸水からの二酸化炭素の放出について

全球の炭素循環モデルをさらに精緻化するために、ここでは既存の全球炭素循環研究ではほとんど考慮されてこなか

った陸水（河川・湖沼・地下水など）を通した炭素循環を定量的に評価することを目的とし、統合型水文生態系モデル

NICE と既存の複数の物質循環モデル（LPJ-WhyMe, SWAT, QUAL2Kw, RokGeM, CO2SYS）を有機的に結合することで陸域

－水域間での（有機態・無機態・溶存態・懸濁態）炭素動態及び栄養塩（窒素・リンなど）との相互作用を内包する改良

型 NICE を新たに構築した（NICE-BGC）9)（図 28）。本モデルは表面流－地下水間での相互作用を含む水循環と炭素循環を

含む物質循環を同時に計算できるという特徴を有しており、これまでの既存モデルに比べて詳細かつダイナミックなプロ

セスベースのモデルであり、より良いパラメータを推定することによってより現実に近い陸水を通した炭素循環を再現で

きると考えられる。結合した個々のモデルのパラメータや地表のデータは既存の様々な文献値やデータセットを参照する

ことでモデルを最適化し、シベリア湿原やメコン川流域などの炭素循環におけるホットスポットで精度検証を行った後で、

全球へと計算を展開した。NICE-BGC を用いた全球シミュレーション結果は、陸水界面を通した温室効果ガス交換、河床

土砂への堆積、海域への流出など、表面流－地下水間での相互作用を含む水循環に大きく依存する炭素循環について既存

研究及び簡易型モデルと定性的に一致するとともに、各流域及び各大陸ごとの地域的偏在性について新たな評価を行った

（図 29）。同図より、アジア（メコン川・ガンジス川・長江流域など）・アフリカ（コンゴ川流域など）・南アメリカ（アマ

ゾン川・オリノコ川流域など）などで比較的大きな炭素フラックスが発生していることがわかる。また、各項目ごとに別々

に観測・評価されてきた既存データを網羅的に調べるとともに、プロセスベースのモデルを用いてデータ欠損域も含めて

計算をすることよって、既存の全球炭素循環研究ではほとんど考慮されてこなかった陸水を通した炭素循環の全貌を明ら

かにした意義は大きい。また、農地への施肥や都市からの汚濁排出に伴う陸水中での炭素循環の変化やダムからの温室効

果ガス放出など、人為活動に大きく依存する炭素循環の構造が明らかになるとともに、人為活動に伴う全球炭素循環の改

変を明らかにするためにも今後更に詳細に検討する必要がある。さらに、今後、既存の観測ネットワークデータを用いて

の各項目に関する更なる高精度化、海域炭素循環モデルとの結合、大気インバースモデルとの結合、などを通して、陸水

図 28　新たな統合型水文生態系－物質循環結合モデル NICE-BGC の開発
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の影響を含む全球炭素循環の精緻化に大きく寄与する。これにより、特に、海洋を含めた水循環を通しての二酸化炭素の

吸収量推定におけるモデルと観測との不整合や不確実性の再評価が期待できる。

6-3）インバースモデルによる二酸化炭素やメタン収支推定

グローバルなインバースモデル解析としては、温室効果ガス観測技術衛星 GOSAT から得られた XCO2 と複数年の地上

データを用いた炭素収支推定を行った。その結果、地上観測の空白域である北方ユーラシア、赤道アフリカ、南アメリカ

等で、推定フラックスの不確実性が大幅に減少し、さらに推定フラックスも過去 10 年の炭素収支と異なる結果が得られる

ことがわかった 10、11）。また、南米およびアフリカ領域における逆解析手法により推定された CO2 フラックス変動の特徴と

妥当性を、降水量、短波放射量、地上気温、および Normalized Difference Vegetation Index（NDVI）の変動との相互関係に

より解析検証した 12）。国際的なインバースモデル比較実験にも積極的にに参加しており、GOSAT データを用いると地上

データのみで推定した結果と比べて CO2 吸収域が熱帯から北半球中緯度に移ることや 13）、東アジアでは 2000 年代半ば以

降 CO2 の吸収量が増加しており、東南アジアでは大規模エルニーニョの年に CO2 の大きな放出があること等の興味深い結

果が得られた 14）。

地域的には、将来的な人為起源 CO2 排出量の衛星観測を用いた監視へ向けて、火力発電所や大都市域等の大規模排出源

における人為起源 CO2 排出に起因した大気 CO2 濃度上昇を GOSAT データから検出することが出来るか検討を行った。本

研究では、排出インベントリと大気輸送モデルを用いて GOSAT データを人為起源 CO2 排出の影響の有無に準拠して分類

し、人為起源 CO2 排出の影響を受けているデータから、その周辺の人為起源 CO2 排出の影響を受けていないデータの差を

算出し、更に森林火災および陸域植生の影響を取り除くことで、GOSAT データから人為起源の大気 CO2 濃度上昇を推定

図 29　�NICE-BGC によって計算された全球及び各大陸における陸水の炭素収支 (2000 年 )。“TOC”，“DOC”，
“DIC”，“POC”は海域への流出フラックス、“CO2”は大気への放出フラックス、“Bed”は底泥への
堆積フラックス、を示す。白丸及びエラーバーは様々な既存データの平均値及びデータ範囲を示す。
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図 30　石燃料由来で増大した CO2 濃度 (ppm)。a）GOSAT 観測値。b）モデル計算値

した。その結果、世界の大都市においてその周辺よりも大気 CO2 濃度が高い傾向が見られた（図 30）。また、この濃度差

と排出インベントリから算出した濃度差には正の相関が見られた。このことは、GOSAT が大規模排出源における人為起源

大気 CO2 濃度上昇を捉えている可能性を示唆すると同時に、衛星観測による人為起源 CO2 排出量監視の可能性を示した。

また、GOSAT によるカラム平均メタン濃度データと地上観測データを用いることで全球の月別・地域別の正味メタン

収支推定を実施した。その結果、東南アジア域や南米及びアフリカの南亜熱帯地域のメタン放出が明らかになるとともに、

より精度の高いメタン収支の推定が可能となった。これらの結果を応用することで、例えば 2010 年にアマゾン南域で発生

した大旱魃によって、大規模な森林火災が発生し、その結果メタン放出量が例年に比べ増大したことなど、新たな現象が

明らかになってきた。

7）ボトムアップ、トップダウン比較

全球およびアジア太平洋における CO2 収支の推定精度を向上するため、いわゆるトップダウン手法とボトムアップ手法

により CO2 収支を広域推定し、地域ごとに両者を比較検証することにより、CO2 収支の評価における不確実性を明らかに

することを試みた。ここで、トップダウン手法とは大気中 CO2 濃度の多地点での観測データと大気輸送モデルを用い、イ

ンバージョン解析に基づいて地球表面での CO2 収支を推定する方法である。ボトムアップ手法とは、海上や陸上での多地

点での CO2 収支の観測データに基づき、プロセスモデルや機械学習法によって CO2 収支を広域評価する方法である。

海洋においては、国際的な全球海洋表層 CO2 分圧観測データベース（SOCAT: Surface Ocean Carbon Atlas）に基づき、海

面水温、クロロフィル濃度等のデータセットを利用して CO2 分圧と大気－海洋間 CO2 交換量の広域分布推定を行った。特

に北太平洋においてトップダウン手法（GOSAT によるインバージョン解析）とボトムアップ手法（観測からの機械学習型法）

の結果を比較したところ、両手法による CO2 収支の年々変動は北太平洋全体で整合的であることがわかった（図 31）。

陸域においては、AsiaFlux に代表される渦相関法による CO2 収支の観測ネットワークのデータと機械学習法に基づき、

日射量、地表面温度、植生指数などの広域衛星観測データから観測空白域を補間することで、全球とユーラシアの陸面に

おける CO2 収支を推定した。トップダウン法（GOSAT データを用いたインバージョン解析）と CO2 収支の季節変化を地

域別に比較したところ、ユーラシア大陸の中・高緯度で季節変化の振幅と位相は高い整合性を示したが、熱帯域では両者

の間に系統的な差があることがわかった（図 32）。
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海洋・陸域の双方においてアジア太平洋の CO2 収支をトップダウン・ボトムアップ手法により評価し、両手法の整合性

について詳しく検討する段階に至ったのは当研究期間の大きな進展であった。今後はさらに両手法の差異の原因を明らか

にし、手法の改良と精度向上をはかる予定である。
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2. 2　研究プロジェクト 2：地球温暖化に関わる地球規模リスクに関する研究

本プロジェクトでは、地球規模の温暖化対策目標及び目標に至る道筋・方法についての議論を、リスクの管理に関する

社会的な意思決定の問題として捉え、この意思決定を支援するため、地球規模の温暖化リスクに加え、水安全保障、生態

系保全など関連する温暖化以外の地球規模リスク、及びリスク管理オプションについての検討を行い、リスクに対する社

会の認知等も考慮した上で、リスク管理戦略の分析を行った。なお、H24 年度から開始された環境省環境研究総合推進費

S-10「地球規模の気候変動リスク管理戦略の構築に関する総合的研究」の研究体制の下に、リスク管理概念検討等につい

て S-10 参画他機関と協力して進めた。

2. 2. 1　サブテーマ 1：地球規模リスクに関わる将来予測の理解と翻訳

（1）研究の目的と経緯

H23 年度時点で IPCC 第 5 次評価報告書（AR5）への貢献に向けた新実験結果（CMIP5）の解析を取りまとめる時期に入

っていたため、アンサンブル実験（多数のモデルシミュレーションの集合）を用いた予測の不確実性評価を中心に解析を

行い、AR5 への重要な貢献になると思われるいくつかの成果を発表した。H24 年度は、予測の不確実性評価のための新た

なアンサンブル実験の準備を進めるとともに、CMIP5 の影響評価研究への応用に向けた研究を行った。H25 年度は、気候

モデル MIROC を用いたアンサンブル実験および CMIP5 の複数モデルの解析を通じて、予測の不確実性に関する研究を行

った。H26 年度は、気候変動のメカニズムの理解を深めるためにアンサンブル実験の解析を進めるとともに、IPCC 第 6 次

評価報告書への貢献に向けて気候モデルの精緻化に関する研究を行った。H27 年度は、アンサンブル実験の実施と解析を

通して、将来予測の不確実性を評価すると共に、過去に起きた気候変化のメカニズムについて理解を深める研究を行った。

（2）気候の将来予測ならびに予測に関する不確実性の理解

地球規模の温暖化リスクを適切に評価するためには、気候の将来予測シナリオの特徴を把握すると共に、温暖化の社会

経済的影響評価を行う際になされる仮定がどれほど妥当なものか、検討することが重要である。

サブテーマ 1 では IPCC AR5 に向けて作成された CMIP5 気候シナリオの特徴を把握するため、年平均気温、年平均降水量、

年平均日射の将来変化の分析を行った。その結果、2090 年付近において日本域付近の気温は 1990 年付近に比べ RCP8.5 で

4.9℃と最も大きく上昇、降水量は RCP4.5 で 9.2% 増加、日射は RCP8.5 で 8.7 W/m2 増加となることがわかった。CMIP3

と CMIP5 の特徴を比較した結果、気温変化に関しては、放射強制力が近い RCP シナリオと SRES シナリオの間では類似

な気温上昇を示した。降水量に関しては、類似な排出シナリオの間でも違いがみられたがいずれの場合でも増加が予測さ

れている。日射の場合、CMIP5 気候シナリオでは増加するが CMIP3 シナリオでは減少すると予測され、日射に感度が高

い影響評価では注意が必要であることが分かった。

統合評価モデルでは、「大気中 CO2 濃度が（a）1 倍から 2 倍に増える時と（b）2 倍から 4 倍に増える時で気温の上昇幅は同じ」

と言うことがしばしば仮定される。この仮定の妥当性を検討するため、複数の気候モデルでシミュレーションを実施し、（a）

と（b）で気温の変化幅を比較した。その結果、気温上昇は（a）より（b）の方が大きい傾向が陸上に見られ、モデル間の

ばらつきも（a）より（b）の方が大きいことが分かった。このことから、強力な緩和シナリオでも避け得ない気候変化と

人類の対策次第では避け得る気候変化では性質が異なることが示唆された。

気候予測と社会経済排出シナリオの結果を結合する際に重要となるパターンスケーリングでは、排出シナリオ間でスケ

ーリングパターンが共通であると仮定されている。この仮定の妥当性を検証するために、IPCC AR5 で採用される代表的

濃度シナリオ（RCP）における地上気温のスケーリングパターンについて調べた。その結果、中緯度では全球気温上昇量

1 度あたりの硫酸エアロゾルの排出量の違いが、高緯度では全球気温上昇量 1 度あたりの海氷の減少率と北大西洋の熱塩

海洋循環の変化の違いが、それぞれスケーリングパターンのシナリオ依存性をもたらしていることが示された。本研究の

成果は、温暖化影響評価研究においてスケーリングパターンの排出シナリオ依存性を考慮する必要があることを示唆する

ものである。

数値シミュレーションによる気候予測にはある程度の不確実性が含まれており、そのことが温暖化の影響評価を難しく
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している。サブテーマ 1 では、このような予測不確実性に関する理解を深め、低減の方策を探る研究を実施した。

大気海洋結合モデル MIROC5 で、物理スキーム内のパラメータ値を観測の不確実性範囲内で走査した場合に、気候感度

（大気中 CO2 濃度 2 倍増に対する全球平均地上気温上昇量）にどの程度の幅が出るかを調べるアンサンブル実験を行った。

その結果、気候感度の幅は 2.2 － 3.4℃であった。雲短波フィードバック（雲が日射を反射する効果）の差が、気候感度の

幅の大部分をもたらしている。また、現在気候で赤道太平洋の南側で雄大積雲が発生しにくく降水量が少ないアンサンブ

ルメンバーほど、温暖化時の雲短波フィードバックが大きくなることが分かった。この関係を用い、さらに観測データと

モデルの現在気候実験を比較することで、標準設定のメンバーは他のメンバーよりも雲短波フィードバックの信頼性が高

いことが分かった。

気候感度が気候モデルの物理スキームやスキーム内のパラメータにどのように依存するかを調べるために、新旧 2 バー

ジョンの気候モデル間で雲、対流、境界層の物理スキームを入れ替えた 8 個のモデルを作り、さらにパラメータを走査し

て温暖化実験を行った（Multi-Parameter Multi-Physics Ensemble, MPMPE）。その結果、気候感度が 2℃から 10℃という広い

幅をもった。この気候感度のばらつきは、雲短波フィードバックに関係することがわかった（図 33）。

大気中の CO2 増加に伴う気候変化を気候モデルで計算する際、CO2 増加で生じる大気中の加熱によって対流圏の雲は

地表面気温の上昇より速く変化すること（対流圏調節）が知られている。国環研が開発・運用に参加している気候モデル

MIROC3 では対流圏調節によって対流圏下層の静力学的安定度が減少し、下層雲の減少に寄与していた。しかし、このよ

うな静力学的安定度の減少は IPCC 第 4 次評価報告書（AR4）で参照されたモデル群の中では特異な現象であった。その

仕組みを調査した結果、安定度の減少は瞬時放射強制力を計算する際の誤差に起因することが示唆された。これにより、

将来気候を予測する上で瞬時放射強制力の計算精度向上が重要であることが分かった。

（3）過去に発生した極端現象に対する人間活動の寄与評価

熱波や豪雨、旱魃のような極端現象は世界各地で発生し、しばしば深刻な被害をもたらす。サブテーマ 1 では、こうし

た極端現象が、人間活動による気候変化とどのように関係するかについて研究を行った。

過去に実際に生じた極端現象について、人為起源の気候変動の影響を推定するため、気候モデル MIROC5 を用いて、い

くつかの事例について「人為的な地球温暖化を考慮した気候再現アンサンブル実験」と「人為的な温暖化の影響を取り除

いた気候アンサンブル実験」を実施した。そして、2 種類のアンサンブル実験を比較することにより、極端現象の発生確

図 33　�MPMPE 実験の各アンサンブルメンバーについて推定された気候感度（縦軸）
と雲短波フィードバック（横軸）。
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率が人間活動の影響でどのように変わったかを検討した。（1） 2010 年に発生した南アマゾン旱魃を対象とした事例では、

その年の海面水温の自然変動と人為起源外部強制力の両者が、旱魃の発生確率を高めていたことが示唆された。ただし、

この要因推定の結果は、モデルの誤差補正手法に敏感であることも分かった。（2） 2013 年 7-8 月に日本で起こった記録的

な猛暑を対象とした事例では、観測されたような猛暑の発生確率を人為的な温暖化が約 7 倍に増加させていたことが示唆

された。また、（3） 2013 年 6-7 月に米国南西部を襲った激しい熱波を対象とした事例では、人為的な地球温暖化を考慮し

たアンサンブル実験のいくつかの標本で、観測されたような強度の熱波が現れた。一方、温暖化の影響を取り除いたアン

サンブル実験では観測されたような強い熱波は発生しなかった。両者の比較から、人為的な温暖化が熱波の発生確率を増

大させたと評価された。

近年、海の表層の温暖化が抑えられ、世界的に平均した地上気温の上昇も緩やかな傾向であるにも関わらず、北半球陸

上では猛暑の発生頻度が増え続けている。その理由を理解するため、気候モデル MIROC を用いてシミュレーションを実

施した。その結果、海の表層の温暖化が緩やかであっても、大気中の CO2 濃度の上昇を始めとした人間活動の影響が亜熱

帯から高緯度にかけて猛暑の発生頻度を増加させ得ることが分かった（図 34）。また、近年の中緯度での猛暑の頻発には

海洋の数十年周期のゆらぎの影響も重要なことが示された。

（4）近年の気候変化に関する要因推定

近年観測された気候変化の中には、地表気温の上昇速度低下や寒冬の頻度増加のように、シミュレーションで予測され

た気候の温暖化と一見、整合的でない印象を与えるものも含まれる。サブテーマ 1 では、そのような現象について要因を

推定し、温暖化に関する理解との整合性を点検する研究を実施した。

全球平均気温の上昇速度は 21 世紀に入ってから 10 年あたりわずか +0.03 度とほぼ横ばいの状態を示しており、こうし

た温暖化の停滞状態はハイエイタスと呼ばれて注目を集めている。気候モデル MIROC5 を用いたシミュレーションを実施

したところハイエイタスの再現に成功したため、モデルの中で温暖化が停滞する仕組みを調査した。その結果、ハイエイ

タスは気候システムの内部変動に由来する現象であり、赤道太平洋の海洋熱吸収が強化されて起こることが示唆された。

また、モデルが過去 10 年間の気温上昇を過大評価しがちなのは、内部変動に伴う海洋熱吸収効率の強化をモデルで再現で

きていないためであった。ただし、長期的な傾向として海洋熱吸収効率は弱化する傾向にあり、その傾向は地球温暖化に

対する気候システムの応答として不可避である。従って、来る数十年のうちにハイエイタスは解消されるという示唆が得

られた。

近年、熱帯上部対流圏では気温の上昇速度の低下が観測されているにも関わらず、大気海洋結合大循環モデルではこう

した特徴が再現できていない。その理由を理解するため、気候モデル MIROC によるシミュレーションを実施した。その

結果、気温の上昇速度低下は熱帯太平洋の水温の自然変動を反映したものであることが分かった。また、大気海洋結合大

循環モデルでは、そうした自然変動のタイミングまでは再現できないシミュレーション設定であったため、モデルが観測

と一致しなかったことが示唆された。

地球温暖化が進行中にも関わらず、ユーラシア大陸の中緯度域で寒冬になる頻度が近年増加している。その原因を理解

するため、気候モデル MIROC を用いてシミュレーションを実施したところ、バレンツ・カラ海の海氷減少がユーラシア

図 34　�近年の陸上地表気温の上昇幅（1951-1980 年平均に対する 1991-2011 年平均値）。（a）観測、（b）モデルシミュ
レーション、（c） （b）と同様、但し海面水温、太陽活動、火山活動の変化がもたらす寄与、（d） （b）と同様、但
し CO2 の増加を含む人間活動の影響が陸上にもたらす寄与。
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大陸の中緯度域に寒冬をもたらし得ることが分かった。また、ユーラシア大陸の中緯度域で頻発している寒冬が、大気の

内部変動と海氷の減少に対する応答との組み合わせによるものと推定し、近年の急速な海氷の減少によって、寒冬になる

確率がユーラシア大陸の中央部で 2 倍以上高くなっていることを示した。

要因推定に関する研究では、「複数の外部強制力を個別に気候モデルに与えて気候変化を計算してから足し合わせた場

合」と「複数の外部強制力を同時に気候モデルに与えた場合の気候変化」が等しくなるという加法性がしばしば仮定される。

この仮定がどの程度成り立つかを調べるために、気候モデル MIROC3 に温室効果ガス、エアロゾル、太陽放射などの様々

な外部強制力を個別または同時に与えた実験を行った。その結果、20 世紀および 21 世紀の大陸平均・5 年平均の気温変化

に関しては加法性が成り立つことがわかった。一方、降水量変化に関しては、20 世紀では加法性が成り立つが、21 世紀で

は一部地域で加法性が成り立たないことがわかった。

（5）気候モデルの性能評価と改良

気候変化の将来予測は気候モデルを用いた数値シミュレーションで実施される。その際に重要となるのは、気候モデル

が現実の気候を良く再現できるか性能を点検し、不十分な点があれば改良することである。サブテーマ 1 ではそのような、

モデルの性能評価と改良に関する研究を実施した。

大気海洋結合モデルを用いた現在気候再現シミュレーションにおいて、モデルがどの程度観測を再現できているか、新

たな手法を用いて評価した（図 35）。この手法は、現在気候を再現するアンサンブルシミュレーションの標本の中に現実（観

測値）が含まれると見なして良いかを統計的に評価するものであり、見なして良い場合はアンサンブルシミュレーション

の「信頼性が高い」と考える。この手法を、様々な種類のアンサンブルシミュレーションに適用した。その結果、単一の

モデルを利用して作成したアンサンブルの信頼性は低いことが多いが、複数のモデルを利用した場合の信頼性は高いこと

がわかった。近年の気候モデル研究の多くは、複数モデルによるアンサンブルのデータを利用しており、本研究の成果は、

これらの研究の信頼性に根拠を与えるものである。

図 35　�観測データを現在気候のアンサンブルシミュレーションと比較し、観測データがアンサンブルの標本の中
で何番目に大きいかという順位を集計したヒストグラム。複数のモデルによるアンサンブルシミュレー
ションを赤色、単一モデルによるものを青色で示す。ヒストグラムの形状は前者が山型に対して後者は U
字型であり、後者の信頼性が比較的低いことを示す。
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気候変化の気候モデルによる将来予測の信頼性を向上させるためには、まず現在気候のシミュレーションにおいて系統

誤差が生じる仕組みを理解し、誤差の低減につなげることが重要である。そこで、気候モデル MIROC5 でパラメータ設定

に摂動を加えたアンサンブル実験を実施した。そして、各アンサンブルメンバーにおける大気上端放射および雲の分布を

観測と比較することで、どの程度の系統誤差がパラメータ設定により生じているかを見積もった。その結果、パラメータ

設定に由来する系統誤差は、北極域を例外とすれば誤差の符号を変えるほどの大きさを持たず、系統誤差の地理分布は主

にモデルの構造に由来することが示唆された。

さらに、大気海洋結合モデルを用いた気候予測における不確実性を低減するため、特異値分解解析により複数のモデル

による現在気候再現実験と将来予測実験との間の相関関係を見出し、20 世紀後半の客観解析データを活用して将来の気温

変化を統計的に推定した。その結果、北半球高緯度地域において、北極海の海氷の大きな減少により、複数モデルの出力

結果を単純平均した将来気温変化の予測よりも大きな気温上昇が起きる可能性が高いことを明らかにした。地球温暖化の

影響評価研究では複数モデルの出力結果を単純平均した将来気温変化を用いることが多いが、本研究の成果は、これらの

研究が北半球高緯度域においては温暖化影響を過小評価している可能性が高いことを示唆するものである。本成果につい

ては記者発表を行い、新聞に記事が掲載された。(http://www.nies.go.jp/whatsnew/2011/20110920/20110920.html）

熱帯下部対流圏における対流混合が気候感度へ及ぼす影響を調べるため、浅い対流のパラメタリゼーションを気候モデ

ル MIROC5 へ試験的に導入し、同パラメタリゼーションが気候フィードバックへ及ぼす影響を確認した。その結果、パラ

メタリゼーションを導入し、さらにパラメータチューニングで大気上端の放射収支を均衡させたモデルでは、何もしない

モデルと比べて雲フィードバックがより正に変化する様子が見られた。雲フィードバックの変化は、海面水温の上昇に伴

う中層雲の増加が抑制されることを反映していた。以上のことから、熱帯下部対流圏における対流混合は、既往研究で指

摘されている様な下層雲だけではなく、中層雲を介したフィードバックによっても気候感度を高める可能性が示唆された。

2. 2. 2　サブテーマ 2：地球規模リスクに関わる統合的空間分布モデリング

（1）研究の目的と経緯

H23 年度は主として準備期間と位置付け、モデルの高度化・結合作業を進めた。また、生態系モデルによるメタン等放

出の分析においては成果が得られた。H24 年度は、個々のモデルの開発が進み、初期的な実験、分析を行うとともに、国

際モデル比較実験にも参加した。H25 年度は、個々のモデルによる実験、分析により国際モデル比較実験に貢献し、適応

策に注目した研究も開始した。H26 年度は、モデルの統合を進めるとともに、個々のモデルによる実験、分析を行ったほか、

社会経済シナリオのダウンスケーリングも実施した。H27 年度は、モデルの統合をさらに進め、統合モデルの検証に着手

するとともに、社会経済シナリオのダウンスケーリングを高度化した。

（2）陸域生態系モデルの改良と影響評価

陸域生態系モデルについては、大気中の温室効果ガス濃度上昇および気候変動による影響、森林減少とその防止・バイ

オ燃料栽培の拡大などの土地利用変化による影響を考慮できるようモデル改良を行う必要があった。また、生態系の変化

に伴う構造・機能をより高精度で表現するための改良も必要であった。特に温室効果ガスの交換に関するモデル改良は、

PJ1 と協同しつつ進めた。その中には農地における施肥量の変化に伴う放出量変化の評価も含まれていた。アジア地域の

水田が主要な放出源の 1 つとなっているメタンガスに関しては、水田面積や家畜頭数の変化などを考慮した過去 110 年間

の陸域収支変動をシミュレートした。その結果、陸域からのメタン放出量は継続的な増加傾向にあるが、大気中濃度に見

られた十年規模の変動を説明することは難しいことが分かった。水田におけるイネ栽培形態の変化、家畜の飼料変化など

のさらに詳細な人為影響を考慮するだけで無く、北極域の永久凍土から放出されるメタンについてもより観測データを収

集してモデル改良を図る必要がある。現在までの知見を集約すると、融解する凍土自体からのメタン放出量は大きくない

が、融解後に湿原化することで大量のメタンが放出される可能性がある。また、予備的なバイオ燃料栽培面積に関する将

来シナリオを使用し、将来の栽培面積拡大が生態系の機能およびサービスに与える影響を評価した。必要なバイオ燃料生

産を確保するため大幅な森林減少を許容するシナリオの場合、バイオ燃料栽培地の施肥に起因する一酸化二窒素の放出や、
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植生の生産量の低下によって、バイオ燃料生産による温室効果ガス排出削減効果が大幅に相殺されることが示された。さ

らに生物多様性へのインパクトも考慮することで、バイオ燃料栽培による対策実施の影響評価の有用性を高めていく必要

がある。同時に、施肥に関するより現実的なシナリオ作成の作業も進行させた。

気候変動の影響評価に関しては、国際モデル間相互比較プロジェクト（ISI-MIP）への参加を通じた複数シナリオに基づ

く影響評価と、日射量調節による気候工学的な対策実施に関する影響評価を行った。ISI-MIP では、4 種類の温室効果ガス

濃度パス、5 種類の気候モデル予測を用いて、7 種類の陸域生態系モデルによる予測シミュレーションを実施した。陸域モ

デルの結果を比較解析することで、既存モデルの応答には定性的な整合性が見られる場合でも、定量的には大幅な不確実

性が残されていることが明らかとなった。全球の温度上昇幅に対する植生バイオマスや土壌有機炭素量の変化応答に関し

ても、それぞれ増加および減少の傾向は概ね一致していたが、その応答幅には数倍の差が見られた。気候変動影響の地域

的な特性を明らかにするため、温度上昇幅が大きい北極域と、人口稠密地帯を含むモンスーンアジア地域を対象にしてよ

り詳細な解析を行った。例えば、多数のシミュレーション結果に共通するパターンを得るための一致度に関する解析を行

うことで、低位の RCP2.6 シナリオでどの程度の影響が残るか、あるいは高位の RCP8.5 シナリオの場合でどの程度までの

影響が発生しうるかを検討した。（図 36）

その他にも、近年注目されている日射量調節などの気候工学的な対策実施に伴う生態系影響の評価も行った。成層圏へ

のエアロゾル注入は地表に到達する日射量を減少させて温暖化を抑制すると考えられるが、同時に植生の光合成生産にも

影響を与える。ここで行った陸域モデルを用いた分析では、日射量調節の有無による大気 CO2 濃度への影響は無いという

仮定の下、植生の光合成を若干減少させるが、同時に温度上昇抑制による呼吸放出の抑制も起こることで炭素吸収をもた

らす場合も見られた。現行は簡単化された状況での評価に留まっており、より現実的なシナリオと各種改良を通じて信頼

性を向上させたモデルによる評価を行っていく必要がある。

図 36　�モンスーンアジア地域における陸域生態系影響の起こりやすさ。
　　　　�左：RCP2.6 シナリオ、右：RCP8.5 シナリオを用いて各 31 通りのシミュレーション

における影響（± 30% 以上）の一致度として示す。



― 40 ―

（3）全球水資源モデルの改良と影響評価

自然の水循環だけでなく、人間の水利用を一体的にシミュレーションできる全球水資源モデルを開発・応用することに

より、温暖化の地球規模の影響評価とその適応策に関する検討を実施した。今中期計画中に実施した事項は、主に IPCC

の新シナリオに準拠した地球規模の水資源への影響評価、適応策の評価に関する予備的検討、適応策を含んだシミュレー

ション実施のための水資源モデルの改良の 3 つである。

まず、中期計画期間の序盤は IPCC の新シナリオに準拠した水資源への影響評価を実施した。新シナリオは社会経済シ

ナリオ SSP と気候シナリオ RCP/CMIP5 からなる。SSP については、環境研の AIM の開発する人口・経済成長・土地利

用シナリオを基本とし、灌漑設備や貯水池など、対応した水資源と水利用に関する将来シナリオの作成を行った。また

CMIP5 については、気候モデルの出力ファイルを多数取得し、データベースとして整備した。さらに、これまで水資源モ

デルに含まれていなかった工業用水・生活用水の将来の潜在需要を推定するモデルの開発を行った。次に新しい社会経済

シナリオ SSP の描く 5 つの社会経済情勢に沿って水需要シナリオを作成し、それぞれの温暖化の進行具合を考慮しつつ、

水逼迫がどのように変化するかを見積もった（図 37）。この研究は中期計画期間中に実施された国立環境研究所特別研究「全

球水資源モデルとの統合を目的とした水需要モデル及び貿易モデルの開発と長期シナリオ分析への適用（代表：日引聡）」

などの関連プロジェクトとも連携して作業を進めた。このほかに、国際的なモデル相互比較プロジェクト ISI-MIP に参加し、

世界の研究者とともに 21 世紀中の全球水循環評価を実施した。新しい温室効果ガス排出シナリオ RCP の 4 つのシナリオ

に沿って実施された 5 つの気候モデルの将来気候予測のもとで、水循環がどのように変化するかを見積もった。成果論文

は IPCC AR5（第 2 作業部会）において引用された。

その後、適応策に着目した研究を実施した。まず、温暖化に伴う水資源量の変動を緩和する効果がある貯水池に着目し、

貯水池の追加的導入により、温暖化影響がどの程度低減するのかの基礎的な数値実験を実施した。また、社会経済変化に

伴い増大する水需要にも着目し、水逼迫を現在の水準にとどめるためにはどの程度の追加的な節水が必要かの数値実験も

実施した。これらの検討結果を 2013 年に開催された国際会議 Impacts World で発表した。その後もより具体的な適応策を

提示するため、貯水池の建設コスト情報に関するデータを収集した。

適応策を検討するにあたって、水資源モデルは現実の様々な水源や水利用を精度良く表現する必要がある。そこで、まず、

人工的な水資源の一つである海水淡水化をモデルで考慮するため、アルゴリズムの開発を行った。海岸からの距離や気候・

社会経済的な条件から、現在の海水淡水化プラントの分布を再現するモデルを開発した。このモデルに将来の気候・社会

図 37　�水逼迫に関する指標。指標は「必要な時に必要な量の水が得られるか」を 0 から 1 の間の値で示している。左上の 1 枚は 2000
年のときの指標。赤が濃い（値が小さい）ほど、水逼迫が大きいことを示す。残りの 5 枚は気候政策を取った場合の SSP1 ～
SSP5 の 2050 年頃の指標の値を 2000 年のときと比較したもの。赤（値が負）は水逼迫が悪化することを、青（値が正）は改善
することを示す。白は水逼迫が現在と変わらないことを示す。
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経済シナリオを与えることにより、将来の海水淡水化利用量とその分布を推定した。その結果、主に経済的な成長により、

海水淡水化の利用地域は今後大幅に増える見通しが示された。また、地下水の汲み上げ、運河による導水、一度取水した

水が河川等に再び戻る復帰水などが扱えるようにモデルの拡張を行った。また、中小規模の貯水池操作と水力発電量に関

するシミュレーションの再現性を高めるため、モデルの改良を行った。これらの拡張・改良により、温暖化に対する適応

策の具体的かつ定量的な評価が可能になり、将来的な経済的評価にもつながると考えられる。

（4）土地利用モデルの改良と緩和策評価

将来の低炭素シナリオの実現可能性を評価するため、農作物モデルを利用して、低炭素シナリオにおける BECCS（Bio-

Energy with Carbon Capture and Storage：バイオマス燃料を生産し、利用時に発生する二酸化炭素を回収・貯蔵する技術）の

実現可能量を評価した。第二世代のバイオ燃料作物を考慮した場合、低炭素シナリオに必要な BECCS 量は、既存の技術

では実現することが難しく、BECCS 量の増加のために、回収技術の高度化・肥料投入量の増加・土地利用の拡大などが必

要となることが分かった（図 38）。また、将来のバイオエネルギーの導入が及ぼしうるリスクに関する解析を行った。そ

の結果、バイオエネルギー導入のための土地利用変化によって、無視できない量の二酸化炭素が排出されうること、また

気候安定化のためには、バイオ燃料作物のための耕作地として、これまでに社会経済モデルで想定されている以上の面積

が必要である可能性が示唆された。

このほかに、社会経済活動が地球温暖化に及ぼす影響を空間詳細な単位毎に評価するために、国別の社会経済シナリオ

（SSP1-3；2100 年まで 10 年おき）を 0.5 度グリッド毎にダウンスケール（DS）した（図 39）。この DS は都市人口、非都市人口、

及び GDP についてそれぞれ実施した。都市人口の DS には、次の点を考慮した都市成長モデルを用いた：（i）近接する都

市からの影響；（ii）経済的な結びつきの強い都市からの影響；（iii）土地被覆や交通網などの都市自身の要因の影響。経済

的な結びつき（ii）については、SSP1 では 2100 年までに現状の 2 倍、SSP2 では現状維持、SSP3 では 2100 年までに 0.5 倍

となることを、それぞれ想定した。以上の仮定の下で、各 SSP 下での都市別人口シナリオ（～ 2100 年）を推計した。次に、

それにより得られた都市別人口シナリオと土地被覆等その他の補助変数を考慮した複数の DS モデルを機械学習手法（勾配

ブースティング）を用いて平均化することで、0.5 度グリッド別の都市人口シナリオを推計した。非都市人口の DS は、都

市化ポテンシャル（上述の都市別人口シナリオを元に評価）も考慮した同様のモデル平均化により実施した。最後に GDP

の DS は、都市別人口シナリオ、非都市別人口シナリオ、及びその他の補助変数を考慮した平均化により実施した。

図 38　�全球平均気温変化を 2 度に近い値に安定化する低炭素シナリオ（RCP2.6）において、社会経済モデルで求められた
BECCS 量（破線線：低炭素シナリオのために必要な BECCS 量）と、作物モデルで推定された BECCS 可能量（実
線と点線）。左から、第一世代バイオマス燃料（実証技術、中回収技術、高回収技術。実線は中肥料、点線は低肥料シ
ナリオ。気候シナリオを変えて計算）、第二世代バイオ燃料、実証技術、中回収技術、高回収技術シナリオ（高肥料
=LF、中肥料＝ MF、低肥料＝ LF を仮定）。
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（5）陸域統合モデルの開発と総合的評価

多岐にわたる温暖化の影響を包括的に分析・評価するため、気候モデルをベースに陸域生態系モデル、水資源モデル、

作物成長モデル、土地利用モデルを統合した陸域統合モデルの開発を行った。陸域統合モデルの概念図を図 40(a) に示す。

ここでは、気候モデルの陸面物理過程を記述する MATSIRO を、単体で実行することのできるオフラインモデルを利用する。

これに対して、水資源モデル H08 を組み込むことにより、灌漑などの、人間による水利用（ダム操作、農業用水、工業用

水、家庭用水）を表現する。また、陸域生態系モデル VISIT を結合させることにより、自然植生や耕作地における温室効

果ガス（二酸化炭素、メタンなど）の正味放出・吸収過程を計算する。さらに、H08 によって灌漑を考慮したうえで、作

物モデル PRYSIBI2 を結合させることにより、穀物の単位面積当たりの収穫量を計算する。そして、PRYSIBI2 による穀物

収穫量の計算結果と社会経済に関する入力情報をもとに、土地利用モデル TELMO によって、人間活動による耕作地面積

の変化を計算する。土地利用変化の計算結果は、陸面物理・陸域生態系・水資源・穀物モデルにおいて、利用する。開発

した陸域統合モデルに対し、社会経済や気候変動についての将来シナリオを与えることにより、気候変動が水資源、生態系、

作物、土地利用に与える影響を定量的に評価する。モデル結合のための作業を行い、モデルによる過去の再現実験を行った。

数値実験は、国立環境研究所のスーパーコンピュータを用いて行い、1 年あたりの計算時間は 25 分程度、水平方向の解像

度は 1 度（陸域生態系モデルと土地利用モデルは 0.5 度）である。

統合陸域モデルによる計算例として、人間の水利用が河川流量に及ぼす影響を表す結果を図 40(b) に示す。人間活動を

記述しない場合（青）は、流量の変動が大きいが、人間活動によってダムを操作することにより（赤）、流量が安定化され、

観測された流量（黒）とより整合的である。河川流量以外の変数として、土壌水分・生態系生産量・穀物生産量・土地利用（耕

作地 / 自然植生）に関して、過去再現実験で得られた結果と、観測されたデータを比較することにより、モデル結果が観

測データと整合的であることを確認した。これにより、将来の気候変動が生態系・水資源・作物生産・土地利用変化に及

ぼす影響と、これらの要素の間の相互作用を評価することにより、将来予測の不確実性を幅広く考慮しつつ、気候変動影

響と気候変動対策の間の関係について議論するための準備ができた。

図 39　�人口（都市 + 非都市）と GDP の DS の結果（SSP1, 3；2080）。SSP1 の人口分布は全体として集約的であり、特に主要都市
（例えばロンドンやニューヨーク）の周辺では顕著な人口集中がみられた。対照的に SSP3 の下での人口分布は拡散的であった。
この拡散傾向は東ヨーロッパからロシアにかけての地域、及びアフリカ南部で特に顕著である。一方、SSP1 の下での GDP は、
主要都市だけでなく、その周辺の広い範囲で高い値を示しておりで、SSP3 よりも広域な経済成長が見込まれる示唆が得られた。
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2. 2. 3　サブテーマ 3：地球規模リスクの管理方策の検討

（1）研究の目的と経緯

サブテーマ 2 と同様、H23 年度は主として準備期間と位置付け、リスク管理フレーミングの概念的な検討を進めた。た

だし、統合評価モデルの不確実性評価においては成果が得られた。H24 年度は、リスク管理フレーミングの概念的な検

討を進めるとともに、統合評価モデルの高度化とそれを用いた初期的な分析を行った。H25 年度、H26 年度は、リスク管

理フレーミングの検討とリスクの網羅的整理を進めるとともに、統合評価モデルの高度化とそれを用いた分析を進めた。

H26 年度は、前年度までの研究をさらに進めるとともに、一連の成果をもとにリスク管理戦略を提示した。

図 40　�（a）陸域統合モデルの概念図。ボックスは各サブモデル（気候、水資源、生態系、作物、土地利用）を表し、矢印で変数のやり
取りを表現する。すべての変数をサブモデルの間でやり取りをしながら、時間発展をする。（b）陸域統合モデルによる河川流量
の結果。ダム操作などの人間活動をモデルで考慮した場合（赤）、考慮しない場合（青）の計算結果を、観測された流量（単位：
m3/s）と比較した。1979 年から 2000 年までの過去再現実験のモデル結果に基づく。北米ミシシッピ川（西経 96 度、北緯 41 度）
での結果。

（a）

（b）
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（2）気候変動リスク管理の概念整理とその適用に向けた課題整理

IPCC 第 4 次評価報告書で温暖化問題に対するリスクアプローチの活用が強調されたものの、リスクアプローチ自体を論

じた文献、あるいはリスクアプローチを明示的に適用して行われたリスク分析・対策評価等の文献数はそれ以降も限定的

である。そのため、本研究では、学術論文・レビュー論文に限らず国際機関等報告書なども対象に含め、温暖化問題への

リスクアプローチの適用に関わる文献を幅広く対象として収集・整理した。さらに、収集・整理した上記文献のうち温暖

化問題へのリスクアプローチの適用について特に積極的言及を行っているものを抽出し、（必ずしも温暖化分野に限定せ

ず）国立環境研究所の所内研究者らに参加を募り意見交換会を 2011 年度中に複数回実施して、各文献の論理・主張につい

て共同で確認しつつ、文献の類型化や論点の把握を試みた。

意見交換会では、温暖化問題でのリスク管理フレーム全体について、全球規模と地域規模の気候リスク管理を混同しな

いことが重要であるとの見解が示された。また、他問題領域でのリスク管理の経験から何を学べるかについての整理が必

要であるとの指摘がなされた。温暖化のリスク判断に特徴的な諸要素としては、ある温度を超えると生じる氷床不安定化

などのティッピング要素（地球システムの臨界現象）、徐々に増大する風水害リスクや海面上昇に加え、水・食料安全保

障や難民・紛争の増加等、各々の問題がそれぞれに全球対応を必要とする問題が複合的に生じることが挙げられた。他方、

温暖化影響の中には、好影響や適応可能な影響もある。科学的な予測には不確実性が伴い、どのリスクを避け、どのリス

クを受け入れるかは、社会的価値判断を必要とする。そして、排出削減にかかるコストと温暖化影響との損得をすべての

ケースについて考えることはできないため、まず、クリティカルなリスクを先に選び、それに必要な取り組みを行ってい

くことが重要であるとの見解が示された。

また、リスク管理に関する汎用的なフレームワーク（例：ISO31000 や IRGC 等）を活用し、それらに気候変動リスクや

その対策を配置させることで、これまでの気候変動問題以外の分野におけるリスクアプローチに関する考察・実践の蓄積

を活かし、またリスクの相対化や総合的な管理に関する検討を進めることが出来る可能性が指摘された。

（3）気候変動リスクの網羅的整理と相互連関

環境省環境研究総合推進費 S-10 と連携し、専門家による文献調査に基づき、気候変動によって生じるリスク項目（130

程度）と、リスク項目の間の因果関係（300 程度）を抽出した。抽出されたリスク項目と因果関係を利用して、健康・災害・

社会・水資源・エネルギー・産業・食料・生態系・地球科学的臨界現象に関連するリスク連鎖の「ネットワーク図」を作

成した。これにより、専門的な知識を有しない人であっても比較的少ない労力で、気候リスクの全体像を把握できること

が期待できる。

一例として、食料分野に関わるリスクのネットワーク図を示す（図 41）。図ではリスク項目の間の因果関係が、矢印で

つながれている。気候変動などの影響により、作物生産性が減少し、食料供給の不安定化と食料安全保障の悪化などが生

じる可能性がある。また、食料安全保障の悪化はさまざまな健康への影響につながる。この一方で、場所によっては気候

変動によって作物生産性が増加するなどの好影響もある。

（4）気候変動リスク評価のための簡便な気候シナリオ開発に関する研究

温暖化の影響評価や適応策を考える際には幅広い範囲の排出シナリオの結果が必要となる。大気大循環モデルはある排

出シナリオにおける気候変化を予測する際に非常に有益なツールとなるが、様々な排出シナリオの条件下で予測を行うに

は膨大な計算機資源が必要となる。パターンスケーリングは、このような幅広い排出シナリオに基づいた将来予測を行う

ために非常に有益なツールである。パターンスケーリングでは、まず、簡易気候モデルを用い、様々な排出シナリオにお

ける全球平均気温の上昇量を求める。その後、温室効果ガス排出・濃度シナリオの結果を用いた大気大循環モデルの結果

から全球平均気温の上昇量で規格化された空間パターンを作成し、簡易気候モデルから求めた全球平均気温の上昇量を掛

け合わせることにより地域的な気候変化を求める。パターンスケーリングを用いた将来予測を行う際には、簡易気候モデ

ルが大気大循環モデルの全球平均気温の上昇量を模倣する性能を持つことが求められる。

そこで、気候・影響シナリオと社会経済・対策シナリオを統合して分析する枠組みの構築の一環として、既存手法を基
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にして簡易気候モデルを開発し、大気大循環モデルを模倣する際に重要となる気候感度、海洋の熱拡散係数、人為起源エ

アロゾルの放射強制力についてマルコフ連鎖モンテカルロ法を用いて推定した。さらに、開発した簡易気候モデルがどの

程度大気大循環モデルの全球平均気温の上昇量を模倣できるかを調べた。 

本研究では、MAGICC6 に基づき簡易気候モデルを開発した。また、大気大循環モデルの全球平均気温上昇量を模倣す

る際に重要となる平衡気候感度、海洋の熱拡散数、エアロゾルの放射強制力、全球平均フィードバックファクターの感度

因子を 20 世紀については観測の全球平均気温の上昇量、2005 年における大気上端の放射強制力、700m 深まで積算した海

洋の表層貯熱量の変化、21 世紀については MIROC5 の全球平均気温の上昇量を制約に与えてマルコフ連鎖モンテカルロ法

で推定した（図 42）。その結果、RCP2.6、RCP4.5、RCP8.5 における MIROC5 の全球平均気温の上昇量を非常に良い精度

で模倣することができた。また、推定されたパラメータの値を一つずつ変える感度実験の結果から、大気大循環モデルの

全球平均気温上昇量を模倣する際には、平衡気候感度の推定が最も重要であることが示された。加えて、海洋の熱拡散係

数やフィードバックファクターの感度因子についても重要であることが示された。

図 41　食料分野におけるリスク連鎖のネットワーク図 1）

図 42　マルコフ連鎖モンテカルロ法により推定された（a）平衡気候感度（K）と（b）海洋熱拡散係数（cm2/s）2）
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（5）気候変動リスク評価で用いる気候予測情報の基礎解析

IPCC 第 5 次評価報告書に向けて開発された新しい代表的濃度シナリオ（RCP：Representative Concentration Pathways）を

想定した CMIP5 気候シナリオが 2011 年より配布開始されたことから、これを用いた新たな気候変動リスク評価研究への

期待が高まった。RCP は 2100 年に放射強制力が産業革命以前と比較して 2.6 W/m2、4.5 W/m2、6.0 W/m2、8.5 W/m2 増加し

た状態で長期安定化されるシナリオであり、RCP2.6、RCP4.5、RCP6.0、RPC8.5 と名付けられている。RCP 放射強制力安

定化シナリオを想定した CMIP5 気候シナリオが公開され利用可能になったが、本研究プロジェクトの開始時点では、ま

だ十分な分析・性質把握が行われていなかった。気候変動リスク評価研究で CMIP5 気候シナリオを取り扱う前に、CMIP5

気候シナリオの性質を把握することの重要度は高く、具体的な方法としては既存の気候変動リスク評価研究で用いられて

きた CMIP3 気候シナリオとの比較が挙げられた。特に各分野の気候変動リスク評価研究で良く用いられる気温、降水量、

日射に関する CMIP5 気候シナリオの性質把握は重要であった。以上の背景を踏まえて本研究では特に日本域付近に焦点を

当てし、気温、降水量、日射について CMIP5 気候シナリオの分析・性質把握を実施すると同時に、これまで気候変動リス

ク評価研究で使われてきた CMIP3 気候シナリオとの比較を行い CMIP5 気候シナリオの特徴を明らかにして、気候シナリ

オの適切な選択のための基礎的な情報を提供することを目的とした。

本研究では全球陸域については緯度経度 1°で、日本の陸域平均については 1 次メッシュで整理した CMIP3・CMIP5 両

気候シナリオの気温、降水量、日射の将来変化について分析を行った。

2012 年時点までに入手した 44 の CMIP5 GCM 出力を RCP シナリオ別に分析した結果、日本陸域では気温変化について

は RCP2.6 シナリオで 21 世紀末に気温上昇が 2℃以下に安定化しうることが示された。一方、RCP8.5 シナリオでは徐々に

気温上昇が大きくなり、21 世紀末に 4℃以上の昇温が予測された。降水量変化については RCP シナリオ別にマルチ GCM

平均した場合、増減を繰り返しながら時間の経過とともに次第に増加すると予測された。日射変化について RCP シナリオ

では 21 世紀末まで増加すると予測されている。SRES シナリオでは近未来に日射が大きく減少し、その後増加していくが、

RCP シナリオより全体的に小さくなる。また、CMIP3 と CMIP5 の GCM が同じ研究機関で開発されても予測される傾向

が異なるケースがあるため取扱いに注意が必要であることが示された。

CMIP3 と CMIP5 の GCM に想定された 2 つの排出シナリオのセットである SRES と RCP について、その類似点・差異

について評価・考察した（図 43）。RCP2.6 シナリオは厳しい緩和策を求めており放射強制力変化と二酸化炭素排出量変化

について SRES シナリオの中では類似なシナリオがなかった。RCP4.5 シナリオは放射強制力変化と二酸化炭素排出量変化

について SRES B1 シナリオと類似であると示されたが、気温変化については 21 世紀末に SRES A1B シナリオと SRES B1

シナリオの間になることが示された。RCP8.5 シナリオは気温変化に関して SRES A2 シナリオと類似することが示された。

一方、日射変化について RCP シナリオでは日射が次第に増加する特徴があるが、SRES シナリオでは近未来で一旦大きく

減少し、特に SRES A2 シナリオの場合、全体的に現在より日射が小さいと予測された。

図 43　日本陸域における排出シナリオ別気候要素の将来変化 3）
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（6）作物生産での必要適応量の時間変化に関する分析

緩和・適応によるリスク管理戦略検討の一つとして、作物生産の適応経路（必要な適応水準の時間変化）の分析を、コ

ムギを事例に実施した 4)。食料生産を維持するために、作物収量に対する将来の気候変化が及ぼす負の影響を軽減する方

策（適応策）を実施することは重要であり、適応策の時系列を示す「適応経路」を描くことは、気候変化が進む中でいつ・

どのような適応策が求められるのかを検討する上で有効な手段となる。

本研究では、世界の主要なコムギ生産国 9 か国について、2010–2090 年代の 10 年代毎に、現在からの収量減少を防ぐた

めに必要な適応策を逐次的に導入していくと仮定して、21 世紀にわたり現在のコムギ収量を維持するための適応経路を導

出することを試みた。適応策として、（1） 灌漑面積の拡大と（2） 品種の変更および新規の高温耐性品種の開発導入の 2 つ

を考慮して適応経路を評価した結果、適応導入のタイミングや強度が各国で大きく異なることが分かった（図 44）。また、

適応策導入の適切なタイミングを逃した場合と比べて、将来必要な適応策を予測し、着実に導入を進めることで、気候変

化が及ぼす負の影響（本研究ではコムギ収量の減少）を軽減できることが示された。

（7）新シナリオフレームワークを活用した食料消費・飢餓リスク分析

緩和・適応によるリスク管理戦略検討の一つとして、温暖化影響予測を組み入れた応用一般均衡モデルを用いた食料消

費および栄養不足人口の分析を行った。農業は気候変化に対して敏感であり、温暖化により直接的な影響を受けると懸念

されている。本研究では、国際的に新しく開発が進められているシナリオフレームワークを用いて、社会経済条件の将来

シナリオと、気候変化に伴う世界各地域の農作物収量変化が、国際貿易を通じて引き起こす各国・地域の食料生産・消費

の変化ならびにその帰結として生ずる栄養不足人口の変化を見積もった。

新シナリオフレームワークは 2 つの要素、すなわち、社会経済条件（SSPs と呼ばれる 5 つの共通社会経済シナリオ、う

ち 3 つを本研究で用いた）と気候条件（RCPs と呼ばれる 4 つの代表濃度パス）から成り、多様な将来の社会を想定するこ

とができる。さらに、結果に相違をもたらす要因の一つである気候モデルとして、第 5 期結合モデル相互比較計画（CMIP5）

に参加した 8 つの気候モデルによる最新の気候データを用いた。農業における適応策として作物品種の変更、植付日の変

更を想定した。

その結果、将来の気候条件変化の想定よりも社会経済条件変化の想定の方が栄養不足人口や食料消費により強く作用す

図 44　�アメリカとインドにおける、現在（1990 年代）のコムギ収量を維持するための適応経路と収量変化率の推移の例（灌漑レベル、
品種レベルは適応策の強度レベルで、値が大きいほど強い適応策が必要であることを示す。レベル 0 は適応策導入なしである。
灌漑レベルの上昇は、より大規模な灌漑面積の拡大が求められることを示す。品種レベル 1 は品種変更（現在の植付品種を別の
既存品種へ変更する）、品種レベル 2 以上は新規の高温耐性品種の開発導入が必要で、高レベルほど耐性が強い品種が求められる
ことを示す。）
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ること（図 45）、適応策を適切に実施する場合、気候変化は栄養不足人口に対して軽微な影響をもたらすが、適応策を適

切に実施できない場合にはより大きな影響をもたらすこと（図 46）、作物収量変化による GDP 損失は比較的小さいこと、

などが示された。

（8）気候変化と緩和策実施により生じる食料消費・飢餓リスク分析

緩和・適応によるリスク管理戦略検討の一つとして、気候変化と気候変化に対する緩和策の実施により生じる食料消費

への影響の分析を実施した（図 47）。気候変化と気候変化に対する緩和策の実施により生じる、食料消費への影響をもた

らす可能性のある要因として次の 3 つが挙げられる。（1）気候変化による作物収量の変化、（2）バイオエネルギーの導入

による食料作物とエネルギー作物との土地の競合、（3）緩和策の実施に伴うマクロ経済の変化、である。本研究では、こ

の 3 要因の食料消費への影響を定量的に示した。さらに、これらの影響は、先進国から中・低所得国への資金移転により

軽減することが可能かについても検討した 5)。

分析の結果、次の 2 点が明らかとなった。（1）2℃目標の達成に向けた強い緩和策を実施する場合、食料作物とエネルギ

ー作物との土地の競合、マクロ経済の変化による食料消費への影響は、気候変化による影響と比べて決して無視できない

程度である。（2）2050 年、先進国から中・低所得国への 870 億ドル（2050 年世界 GDP の 0.06% 相当）の資金提供により、

これらの国での緩和策による食料消費への負の影響は緩和策を実施しない場合の水準まで軽減できる。

図 45　�気候変化がない場合の飢餓リスクに直面する人口　（人口増加や経済発展、技術進歩の違いに
より楽観的世界（SSP1）で最も小さく、悲観的な世界（SSP3）で最も大きい。）5）

図 46　��気候変化により追加的に生ずる 2050 年飢餓リスクに直面する人口（気候変化がない場合からの増加率）
　　　　（いずれのシナリオにおいても適応策の効果（あり・なしの違い）が確認できる）
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2. 3　研究プロジェクト 3：低炭素社会に向けたビジョン・シナリオ構築と対策評価に関する統合研究

PJ3「低炭素社会に向けたビジョン・シナリオ構築と対策評価に関する統合研究」は、3 つのサブテーマからなる。サブ

テーマ 1「アジア低炭素社会シナリオ開発及び社会実装に関する研究」は、今後の経済発展とともに将来の GHG 排出量

が大幅に増加することが見込まれるアジアを対象に、低炭素社会の実現に向けたシナリオ開発と、開発したシナリオの社

会実装を目指した課題である。サブテーマ 2「日本及び世界の気候変動緩和策の定量的評価」は、統合評価モデルである

AIM（Asia-Pacific Integrated Model）の改良、拡張を通じて、世界及び日本を対象に気候変動緩和策に向けた取り組みを定

量的に評価した課題である。サブテーマ 3「低炭素社会構築のための国際制度及び国際交渉過程に関する研究」は、気候

変動枠組条約締約国会議をはじめとする一連の会合をフォローし、定量的なシナリオを実現するために必要な国際制度や

国際交渉過程を明らかにした課題である。以下では、各サブテーマごとに、研究の目的、5 年間の成果について示す。

2. 3. 1　サブテーマ 1：アジア低炭素社会シナリオ開発及び社会実装に関する研究

（1）目的と経緯

アジアは今後も経済発展が見込まれ、温室効果ガス（GHG）排出量の増加が大幅に見込まれる地域である。本サブテー

マでは、こうしたアジアの国や都市を対象に、低炭素社会シナリオの実現に向けて、世界全体の GHG 排出量の大幅削減

に対するアジアの GHG 排出削減を分析したアジア低炭素社会シナリオを定量化し、それを実現するための方策やロード

マップを提案するものである。また、都市レベルでの低炭素社会実現ロードマップの検討手法を確立し、具体的な地域に

適用してその有用性を明らかにする。また、中国、インド等アジア主要国に対して、各国の低炭素目標立案への知見を提

供する。これらを通じ、構築した低炭素社会シナリオを社会実装するための、政策・状況等をロードマップとして取りま

とめるとともに、アジア各国において政策担当者等との議論を通じて、本サブテーマで得られた成果の普及に努めること

も目的の 1 つとしている。

（2）主な成果

1）アジア全域を対象とした分析

本サブテーマが中心となって実施した環境省環境研究総合推進費 S-6「アジア低炭素社会研究プロジェクト（2008-2012）」

では、4 つのテーマ（シナリオ、制度、資源、交通）の成果を統合し、2050 年までに世界の温室効果ガスを半減すること

を所与とした時に、アジアが低炭素社会へ到達するための方向性を示したものである。アジアは、経済発展、文化、気候

など多様な地域であるが、各国の共通する課題を 10 の方策として取りまとめるとともに、各方策の GHG 排出量削減への

貢献度と地域ごとの違いについて応用一般均衡モデルを用いて定量化した。図 48 に結果を示す。10 の方策とその他（農

業に起因しないメタン、亜酸化窒素）の全ての対策を適切に実施することができれば、アジア地域の GHG 排出量はなり

ゆきシナリオと比較して 2050 年に 22GtCO2e（69%）削減できることを明らかにした。方策ごとの貢献度は、交通を対象

とした方策 1 と 2 により 5.2%、資源利用の低炭素化を目指す方策 3 に沿った対策を実施することで 22%、建築物の省エ

図 48　アジア低炭素社会に向けた 10 の方策の温室効果ガス削減量への貢献度まとめ
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ネルギー化をすすめる方策 4 によって 12% 等と示された。バイオマスエネルギーの活用を目指した方策 5 による貢献度は

6.3%、その他の再生可能エネルギー供給システムに関する方策 6 は 33% である。農業、土地利用起源の GHG 排出に対す

る対策である方策 7 と 8 の貢献度は、それぞれ 9.8%、2.2% と、CO2 排出量削減を目指した方策群よりも貢献度は低いが、

重要な位置づけを占めている。その他の削減量は 9.8% を占めることがわかった。また、方策の効果は国や地域によって

も異なり、方策 3、方策 4、方策 6 は多くの国や地域の温室効果ガス削減に貢献しているが、インドでは方策 7 の農業部門

の貢献が方策 6 のエネルギー部門に続いて大きいことがわかった。また、その他アジア（主にインドを除く南アジア）に

おいては、方策 7 の貢献度が最も高いことがわかった。本研究成果より、このような各国・各地域でのそれぞれの方策の

有効性の違いも勘案しつつ、その地域に適した低炭素社会に向けた政策や対策を立案・実施することが必要であることが

示された。本成果は、2013 年 10 月 17 日に開催した国民対話シンポジウムにて公表した。また、COP19（2013 年）にてマ

レーシア工科大学と共同で行ったサイドイベントや、UNFCCC の日本パビリオン等でも報告し、本研究成果とともにその

他のアジア低炭素社会研究の成果をとりまとめた報告書を配布し、広く成果を報告した。

2）アジア主要国、主要都市を対象とした低炭素シナリオ開発

環境研究総合推進費 S-6 のもと、アジアの主要国や都市・地域を対象とした低炭素シナリオ開発を継続的に実施し、韓国・

京畿道、中国・広州、タイ・コンケンの低炭素シナリオの研究成果を新たに出版した。このうち、タイ・コンケンにおい

ては、現地の行政・大学機関、民間企業と共にコンケン低炭素社会ワークショップを 2013 年 6 月 18 日に開催し、コンケ

ン低炭素シナリオ開発の研究成果を披露した。また、カンボジアについては、カンボジアにおいて低炭素社会開発計画の

策定に定量的な評価を加えた初めての調査となる「2050 年までの低炭素開発戦略」をとりまとめ、2013 年 4 月 22 日にカ

ンボジア・プノンペンにてワークショップを開催し、現地政府機関、研究機関からフィードバックを得た。これを受けた

GHG 排出削減量の定量的な評価が現在も継続して実施されている。

このほか、ナレッジ・プラットフォームを通じて、アジア低炭素社会を実現するために、外務省主催の「東アジア低炭

素成長パートナーシップ対話」のサイドイベントとして、NIES・JICA・IGES の共催で公開シンポジウム「東アジア低炭

素成長ナレッジ・プラットフォーム」が 2013 年 5 月 17 日に開催された。同シンポジウムでは、カンボジア、タイ、ベト

ナム、マレーシア・イスカンダルからの登壇者より、本サブテーマのもとでとりまとめてきた研究成果や、今後の取り組

みが報告された。また、2013 年 7 月 22‐25 日に横浜で開催された LCS-RNet/LoCARNet/ISAP では、アジアが 2℃目標と

一致する全球的な排出量の推移を達成するために必要なロードマップについて、インド、中国、タイ、マレーシア、カン

ボジア、ベトナム、ネパール、インドネシアの共同研究者からこれまで実施してきた低炭素シナリオ研究の成果を報告した。

「アジア低炭素社会実現のための JCM 大規模案件形成支援事業委託業務：国レベル NAMA 策定支援事業」として、既存

の低炭素社会シナリオ策定のための定量評価ツールやアジア諸国の研究者・行政官とのネットワークを活用して、各国の

研究者に対するモデル分析・ロードマップ策定ためのキャパシティビルディングを実施し、各国研究者との協働によって

各国の社会経済事情や発展段階に応じたビジョン・ロードマップの策定を行った。一例として、インドネシアを対象にし

たシナリオ分析では、2050 年の GHG 排出量は、ベースラインシナリオで 2,965 MtCO2、対策ケースである CM1 シナリオ

で 2,375 MtCO2、CM2 シナリオで 1,941 MtCO2 となることを明らかにした。また、発電部門や高効率なエネルギー技術の

利用増加による削減量が大きく期待できることが示された。

低炭素社会の実現に鍵となる再生可能エネルギー利用可能量の評価について、再生可能エネルギーの利用可能量（ポテ

ンシャル）とエネルギー需要の空間分布の違いによる評価を実施した。世界全体を対象に、再生可能エネルギー設備立地

地点と都市との距離を同定し、都市との距離を考慮することによる陸上風力発電のポテンシャル変化を分析した。また、

経済性評価にあたって送電線のコストを加味した。図 49 は、送電線のコストを加味した陸上風力発電のコストを示した

ものである。

世界全体での評価に加え、都市スケールでの再生可能エネルギーポテンシャル評価と最適施設立地を分析できるモデル

も開発し、マレーシア・イスカンダル地域を対象に適用、分析を行った。図 50 は、マレーシア・イスカンダル地域にお

けるいくつかの再生可能エネルギー導入目標達成のための設備導入地点の評価結果である。
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環境研究総合推進費 S-6 にて得られた研究成果について、学会等での成果報告の他に、温暖化対策の実務を担当する政

策決定者等や、今後低炭素社会シナリオを検討する途上国の研究者、政策担当者への成果のアウトリーチ活動を実施した。

たとえば、2014 年 7 月 23‐24 日に横浜で開催された ISAP にて、LoCARNet と共同して、これまで実施してきた低炭素シ

ナリオ研究成果をもとに、アジア地域の諸国・諸機関が協力して、アジア地域の科学的低炭素発展政策形成のための知識

創造・教育・伝達の一連のシステムを効果的に築き上げ、排出削減の野心向上を目指す国連気候変動枠組条約（UNFCCC）

COP21 に向けた発信を行おうとしていることについて、インド、インドネシア、タイ、中国、ベトナム、マレーシアの

研究者と共に研究成果を紹介した。また、2014 年 10 月 1 － 2 日には、低炭素社会研究ネットワーク（Low Carbon Society 

Research Network: LCS-RNet）年次会合に参加し、2050 年までの温室効果ガス排出量の大幅削減の技術的な可能性という観

点から、COP21 へ「低炭素社会構築のための国際協力」に関する LCS-RNet 共同研究論文へのインプットを行った。

これらに加えて、これまで開発してきた国及び都市の低炭素シナリオ策定手法を、一連のマニュアル及びトレーニング

コースとして整備し、タイのタイ温室効果ガス管理機構（TGO）気候変動国際研修センター（CITC）等で使用できるよう

にするとともに、実際に各国の研究者に対するモデル分析・ロードマップ策定のためのキャパシティビルディングを実施

し、各国研究者との協働によって各国の社会経済事情や発展段階に応じたビジョン・ロードマップの策定を行った。一例

として、ベトナムを対象にしたシナリオ分析の結果を示す。2030 年の CO2 排出量は、なりゆき（ベースライン）シナリオ

で 2005 年比 6.4 倍となる 521.9 MtCO2、対策を取った場合のシナリオで 342.4 MtCO2 となり、なりゆきより 30% 削減が可

図 49　送電線と都市での距離を考慮した陸上風力発電のコスト評価結果

図 50　再生可能エネルギー導入目標：（a） 300 GWh/yr、（b） 500 GWh/yr、（c） 700 GWh/yr

Unit cost [USD/
MWh]

（a） （b） （c）



― 52 ― ― 53 ―

能となることを明らかにした。図 51 は各部門における主要な対策による CO2 削減量を示したものである。発電部門では

エネルギー効率の改善と石炭等から天然ガス等への燃料転換により 38.7 MtCO2 の削減となった。このほか、農林業土地利

用では、10 US$/tCO2eq 以下の低価格な対策で 42.7 MtCO2 の削減が可能となることを提示した。2014 年 8 月 19 日に日本

国環境省副大臣とベトナム天然資源環境副大臣との政策対話が開催され、本ベトナム低炭素社会シナリオ研究の成果を発

信した。また、トレーニングマニュアル等は、COP20 にてマレーシア工科大学と共催する UNFCCC サイドイベントや展

示ブースで成果を紹介し、広く報告した。

3）マレーシア・イスカンダル地方を対象とした低炭素社会計画策定支援

JST-JICA の SATREPS プロジェクトではマレーシアのイスカンダル地方を対象に日本の研究機関、マレーシアの研究機

関や政府機関およびイスカンダル開発庁と共に、低炭素社会シナリオの開発とともにその実現に向けた計画策定の支援を

行った。2012 年にとりまとめた Low Carbon Society Blue Print（低炭素社会ブループリント）に基づき、具体的な実現ロー

ドマップの検討とシステム設計研究を実施した。本サブテーマでは、ロードマップのうちエネルギー・建築物分野と環境

教育分野を担当し、図 52 に示すようにステークホルダーの同定と各年の実施・行動内容を分析して一連のガントチャー

トの形にとりまとめた。これらに加えて、工業地帯（Pasir Gudang 地域）と新規住宅開発地域（Bukit Batu 地域）において

再生可能エネルギーと連携した低炭素型エネルギーシステムの具体設計を進めている。環境研究総合推進費 S-6 のもと開

図 51　ベトナムにおける対策別の CO2 削減量
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図 52　低炭素イスカンダルマレーシア実現ロードマップの例（エネルギー・建築物分野）
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発したアジア各国・都市を対象とした低炭素シナリオや、JST-JICA の SATREPS プロジェクトのもと策定したマレーシア・

イスカンダルの低炭素ロードマップについても、COP19 にてマレーシア工科大学と共催する UNFCCC 公式サイドイベン

トや展示ブース、日本パビリオンで成果を紹介し、広く報告した。

対策の実施にあたっては、イスカンダル開発庁だけではなく、イスカンダル地域内の 5 つの自治体によってそれぞれ施

策が実施される必要がある。そこでこれらの自治体の職員と協力し、イスカンダル地域の低炭素社会シナリオを自治体毎

に構築した。まず低炭素社会ビジョンをイスカンダル地域全体のビジョンと整合的に 5 つの自治体で構築しつつ、各地域

の状況を反映するための手法・ツールを開発した。まず現在及び将来の社会経済指標をダウンスケーリングにより推計し

た。人口については 5 地域の人口を利用し（この合計はイスカンダル地域全体の人口と一致する）、産業別生産額について

は統計情報が十分でないため、得られた生産額の情報または就業者数等の指標から 5 地域への配分指標を産業別に推計し、

これを利用してイスカンダル地域全体の生産額を配分した。こうして得られた人口・産業別生産額から旅客及び貨物の交

通需要量、及び最終エネルギー需要量を各地域のパラメーターを乗じて推計する。低炭素対策については第一段階として

イスカンダル地域全体で導入を提案した低炭素対策をすべての自治体で一律に実施するものとして推計を行った。このよ

うにすることで各自治体の社会経済状況をある程度反映しつつ、イスカンダル地域全体のビジョンと整合的な推計が可能

となる。次に第二段階として各自治体において重点的に実施すべき低炭素対策やそれを実現するための施策・事業を検討

するため、各自治体の職員等関係者とフォーカス・グループ・ディスカッションを行い、各自治体の状況や重要な政策課

題との関連を検討して重点的に実施すべき施策やそうではない施策を抽出、これをツールの交通及びエネルギー需要関係

のパラメーターに反映して将来のエネルギー需要量・二酸化炭素排出量等を再推計したのち、イスカンダル地域全体の目

標と整合するように調整を施し、これをもとにアクション 5 つの自治体それぞれに適した低炭素社会ビジョンを構築した。

低炭素社会ブループリントの実施にあたり、アクション 6「低炭素社会ライフスタイル」の実現に向けて、日本で行わ

れていた小学校向け低炭素社会プログラム（京都市のこどもエコライフチャレンジ）が、本サブテーマの文脈に即した形

で、イスカンダル地域に導入展開され、2013 年には 23 校、2014 年には 80 校、2015 年には 223 校（全校）で実施された。

これらの活動を支援するため、京都市のプログラム開発・実施の主体である気候ネットワークとイスカンダル地域で新た

に設立された社会企業である IMKIKO の間で MoU が締結された。2015 年 2 月のイスカンダル地域関係者と京都市関係者

等との協議で、対象範囲を高等教育、コミュニティに広げるほか、質の向上をはかり、継続的に実施できる体制を構築し

ていく必要が指摘された。これらの要請を受けて、2016 年 1 月より、京都市および関連機関により JICA 草の根事業とし

て当該地域の低炭素教育の拡充・向上が今後 3 年間のプログラムとして展開される。イスカンダル版エコライフチャレン

ジは、マレーシアで実際に実施されているという実績があるため、ベトナムやカンボジアはじめ、さまざまな国で関心を

集めており、マレーシアの他の地域や ASEAN はじめ他の国々に普及展開する可能性がある。

また、本サブテーマでは、開発してきた一連の手法をマニュアルとして取りまとめ、2014 年 8 月にはマレーシア・ジ

ョホールバル市、2014 年 9 月にはカンボジア・プノンペン市、2014 年 11 月にはベトナム・ハノイ市にて中央および地

方の政策決定者や研究機関、ビジネスの関係者等を対象にトレーニング・ワークショップを開催した。これらの活動は、

COP21 期間中の 2015 年 12 月 7 日に行われた UNFCCC 公式サイドイベント等で、広く報告した。

2. 3. 2　サブテーマ 2：日本及び世界の気候変動緩和策の定量的評価

（1）目的と経緯

第 2 期中期計画において開発された日本モデル群、世界モデル群および要素モデル群で構成される統合評価モデル AIM

を改良・拡充し、その適用を通じて気候変動緩和策の副次的な便益なども含め、世界および日本の低炭素社会実現にむけ

た排出経路や経済影響などを定量的に評価することを本サブテーマの目的としている。

日本における将来の温室効果ガスの削減目標については、2009 年 6 月の麻生総理大臣によって「2020 年までに 2005 年

比 15% 削減（1990 年比 8% 削減に相当）」が、そして政権交代直後の 2009 年 9 月の鳩山総理大臣によって「2020 年まで

に 1990 年比 25% 削減」が発表された。それらの発表の背景にある中期目標検討委員会（2008 年－ 2009 年）や中期検討

タスクフォース（2009 年）に第 2 期中期計画中の研究成果物を提出し、日本の削減目標の議論に貢献してきた。しかし、
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2011 年 3 月の東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故により、日本における安定的なエネルギー供給の議論が

見直され、それに伴い、将来の GHG 削減目標についても見直す必要があった。また、世界における温室効果ガスの将来

削減目標については、2007 年の IPCC 第四次評価報告書第三作業部会において、将来排出シナリオの多様な分布が示され、

カテゴリー 1 からカテゴリー 6 まで 6 つの温室効果ガス安定化濃度の分類と長期気温上昇予測などがまとめられた。特に、

「産業革命以前と比べて世界の平均気温上昇が 2℃以下」に相当する最も排出制約の厳しいカテゴリー 1 が政策立案者や研

究者の注目を集めたが、そのシナリオ数が 6 つ（研究文献数としては 3 つ）と研究実績例が少なく、最も厳しい排出制約

に関するさらなるシナリオ研究が指摘されていた。また IPCC 第四次評価報告書の結果を受けて 2009 年の COP15 のコペ

ンハーゲン合意にて、世界の長期的な平均気温上昇を産業革命以前と比べて 2℃以内にする（以下、「2℃目標」と略）と

いう認識が国際議論において留意された以降、2014 年の IPCC 第五次評価報告書に向けて、この「2℃目標シナリオ」の検

討が求められていた。さらに、世界の長期シナリオ研究において、IPCC 第四次評価報告書（2007）までは 2000 年に出版

された IPCC 排出シナリオ特別報告書（SRES: Special Report on Emissions Scenarios）を基礎とした社会経済シナリオが用い

られてきたが、その社会経済シナリオの将来の想定が現状の社会経済動向から外れているという指摘を受けて、新たな社

会経済シナリオの作成が必要とされていた。

（2）主な成果

第 3 期中期計画期間における本サブテーマでは、日本や世界を対象とした技術選択モデル（AIM/Enduse）、応用一般均

衡モデル（AIM/CGE）等について改良を行い、新たな社会経済シナリオの作成や中長期の気候変動緩和策の定量的分析な

どを行った。5 年間の研究成果を具体的に以下の 5 つに分類して整理する。

1）日本における脱炭素化に向けた温室効果ガスの大幅削減シナリオに関する研究

環境研究総合推進費 2A-1103 および同 2-1402 を基礎として、日本を対象とした新しい社会経済シナリオの開発、社会構

造変化も加味したわが国のマクロフレームの定量化、日本の 2050 年目標の実現にむけた 2030 年目標の評価、IPCC 第五次

評価報告書等の最新の知見を踏まえた世界の中長期の温室効果ガス排出経路におけるわが国への影響の評価などを実施し

た。日本技術選択モデル（AIM/Enduse [Japan] モデル）を用いた分析では、DDPP（Deep Decarbonization Pathways Project）

に参画し、図 53 に示すようにわが国における GHG 排出量の 2050 年大幅削減（2050 年の GHG 排出量を 1990 年比 80% 削

減する）に向けた排出経路や技術別・部門別の要因分析等を行った。また、MILES（Modelling and Informing Low-emission 

Strategies）に参画し、図 54 に示すように UNFCCC 下において締約国が提出する「温室効果ガスの排出削減についての

国別目標案（Intended Nationally Determined Contributions: INDC）」に向けた我が国の 2030 年の自主的な削減目標の達成、

2050 年の GHG 大幅削減にむけた排出経路、エネルギーミックスおよび温室効果ガス排出削減目標の選択肢の議論に貢献

した。

図 53　�DDPPにおける日本の2010年から2050年におけるエネルギー起因CO2 排出量の大幅削減 
シナリオの要因分析
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日本応用一般均衡モデル（AIM/CGE [Japan] モデル）を用いた分析では、これまでは個別に運用してきた技術選択モデ

ルと応用一般均衡モデルについて、技術選択モデルを簡略化し、応用一般均衡モデルにおいても技術選択が可能となるよ

うにモデルの改良を行い、さらに、東日本大震災後にみられた節電など需要側の行動変化についても加味して、2020 年に

おけるわが国の温室効果ガス削減の影響を評価した。以前の試算結果と比較して、現在から 2020 年までに対策にかけるこ

とのできる期間が短くなったことなどから、GDP への影響は大きくなるという結果が示された。また、東日本大震災後の

電力需給の問題を詳細に取り扱うことを目的として電源開発モデルの開発を行い、短中期の原子力発電所の将来シナリオ

を折り込んだ電源構成や CO2 排出量変化の定量分析に着手した。

その他、国内における温暖化政策に対しては、環境省からの要請による国内排出量取引制度や温暖化対策税などこれま

でにも議論されてきた施策の効果についての試算（特に震災復興等も踏まえたもの）だけでなく、環境省中央環境審議会 

地球環境部会 2013 年以降の対策・施策に関する検討小委員会、経済産業省 総合資源エネルギー調査会 基本問題委員会、

エネルギー・環境会議に対して、日本を対象とした技術選択モデルや応用一般均衡モデルを用いた試算結果を提供し、温

暖化対策の側面を考慮したエネルギーの選択肢の議論に貢献した。

2）世界における緩和策と適応策を考慮した新たな社会経済シナリオに関する研究

IPCC 第五次評価報告書に引用され、また従来の国際モデル比較研究で用いられてきた社会経済シナリオは 2000 年に出

版された SRES シナリオを基礎としてきたが、出版年が古く社会経済の現状の動向とのズレが見られること、国際的な排

出シナリオ研究コミュニティだけでなく気候変動問題に関する影響分野、適応分野の研究コミュニティも活用できるよう

なスケールのシナリオが必要となることなど、新たな社会経済シナリオの必要性が求められていた。そこで、IPCC 第五次

評価報告書に向けて、統合評価モデルの国際的なコンソーシアム（IAMC: Integrated Assessment Modeling Consortium）を中

心に、気候変動問題の影響についても評価するための新たな共通社会経済シナリオ（SSP: Shared Socio-economic Pathways）

の検討が進められてきた（実際には作業が遅れ、第五次評価報告書には間に合わなかった）。本研究プロジェクトでは、世

界応用一般均衡モデル（AIM/CGE [Global] モデル）を用いて、これらの国際的な各種会合に参加してシナリオの結果を提

供するとともに、進捗を国内の影響分野の研究コミュニティに報告するなどの役割を担ってきた。世界応用一般均衡モデ

ルによって、図 55 に示すような 5 つの社会経済像の定性的なシナリオの定量化を行い、また、緩和策と適応策を考慮し

たこれらの SSP シナリオをもとにした世界地域別の温室効果ガスの排出経路を図 56 にように定量化し、欧米の他の統合

評価モデルとの計算結果の比較を行った。これらの新たな社会経済シナリオは、推進費 S-10、推進費 S-12、推進費 2-1402

等でも入力情報として使われ、世界モデルと同じ枠組みを用いて、アジア各国の個別施策の評価も併せて行った。

3）世界における温室効果ガス安定化濃度の経路と 2℃目標シナリオに関する研究

環境研究総合推進費 2A-1103 および 2-1402 では、世界を対象とした新たな共通社会経済シナリオ SSPs で示された社会

図 54　MILES における日本の大幅な GHG 排出削減に向けた 2030 年、2050 年の部門別削減量および電力構成
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経済像を基礎とし、IPCC 第五次評価報告書等の最新の知見を踏まえた世界の中長期の気候変動緩和策の定量的評価などを

実施した。世界応用一般均衡モデル（AIM/CGE [Global] モデル）を用いた分析では、世界の GHG 排出量の中長期削減目

標の実現にむけた各国の排出削減負担の評価にについて、各国に対する初期割当の違い（1 人あたり排出量均等化、GDP 

あたり均等化等）も考慮し、世界半減シナリオ達成時におけるアジアでの対策および排出量の内訳を示し、本研究プロ

ジェクトのサブテーマ 1 に提供した。また、第 2 期中期計画で実施した気候モデルへの入力となる代表的濃度経路（RCPs: 

Representative Concentration Pathways）を示した論文の記者発表（http://www.nies.go.jp/whatsnew/2011/20110926/20110926.

html）を 2011 年 9 月に行ったが、それら RCP シナリオと新たに作成した SSP シナリオを組み合わせ、世界の中長期の気

候変動緩和策を評価した。特に、2℃目標シナリオに該当する代表的濃度経路 2.6 W/m2 シナリオ（RCP2.6）においては、

削減目標に到達しない（すなわち解が得られない）社会像もあり、将来の社会経済の状況によっては産業革命以前と比べ

て世界の平均気温上昇を 2℃以下に抑えることができないことが明らかとなった。また、UNFCCC 締約各国が COP21 まで

に提出した INDCs を達成したときの 2030 年の世界の温室効果ガス排出量と 2℃目標を達成するような温室効果ガスの排

図 55　共通社会経済シナリオの概念（O’ Neill, 2012 をもとに本プロジェクト用に加筆）

図 56　�SSP1-5 における世界の人口、GDP、一人あたり GDP、1 次エネルギー供給、CO2 および GHG 排
出経路
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出経路の比較分析を行った。図 57 にその結果を示す。INDCs は低炭素社会の実現に向けた第一歩として意味あるもので

あるが、2℃目標の達成には不十分であり、2030 年以降大幅な削減が必要となる。一方、2030 年以降の取り組みを強化し

ない場合は、GHG 排出量は増加する結果となった。そのため、2℃目標の実現可能性は、INDCs の見直しや 2030 年以降の

取り組み次第であり、特に排出量の増大が見込まれるアジアにおける取組が重要であることが分かった。

世界技術選択モデル（AIM/Enduse [Global] モデル）を用いた分析では、国際的なモデル比較研究である EMF27 用に参

加し、世界の温室効果ガス濃度を CO2 換算で 450 ppm に安定化するシナリオ（2050 年世界半減シナリオに相当）について、

各国の技術的な削減ポテンシャルを検討した。特に、発電部門における原子力や二酸化炭素隔離貯留技術（CCS: Carbon 

Dioxide Capture and Storage）に大きく依存しない 2050 年世界半減シナリオを検討したところ、高効率技術の導入促進およ

び社会経済動態の変化によるエネルギーサービス需要量の低減効果などが見込まれる場合、技術的には達成は可能である

が費用が非常に高額となることを明らかになった。また、技術選択モデルを動学的最適化モデルに拡張したエネルギーシ

ステムバックキャストモデルの改良を行い、技術選択を反映させた排出削減経路の計算も行った。

そのほか、世界モデル群については、国際モデル比較研究である EMF（Energy Modeling Forum）や AMPERE（Assessment 

of Climate Change Mitigation Pathways）等にも参画し、国際社会での低炭素社会に向けた世界の排出経路の議論に貢献した。

4）世界における気候変動緩和策とその副次的な便益などの研究

環境研究総合推進費 S-12-2 を基礎として、気候変動緩和策に伴う副次的な便益の一つである大気汚染対策に関する定量

的な評価を実施し、世界及びアジア主要国の大気汚染物質対策も評価できるように世界技術選択モデル（AIM/Enduse モデ

ル）を改良するとともに、国別技術選択モデルについては地域分解能を省・州別とすることで地域特性も評価できるモデ

ルの開発、長寿命温室効果ガス（LLGHGs: Long-lived Greenhouse Gases）と短寿命大気汚染物質（SLCPs: Short-lived Climate 

Pollutants）の削減効果を考慮した削減経路の評価などを検討した。世界技術選択モデル（AIM/Enduse [Global] モデル）を

用いた分析では、まず SSP による社会経済シナリオを基礎として要素モデル群を用いて各種サービス需要量を推計し、地

域別・部門別のエネルギーサービス需要量を満たしつつ、2℃目標シナリオを実現するように技術選択した場合の大気汚染

物質（SO2, NOx, PM, CO など）や SLCP（CH4, BC）の抑制効果について分析を行った。気候変動緩和策に伴う大気汚染物質、

SLCP 削減については、図 58 に示すように特にアジア地域においてその効果が大きい。SSP3 シナリオでは、将来の SLCP

対策、大気汚染対策がうまく進まず、その導入レベルが現在の傾向程度で固定と想定したため、サービス需要量が増加す

るほど SO2、PM2.5、BC 等排出量は増加する。一方で SSP1 では 2030 年以降の温暖化対策・SLCP 対策・大気汚染対策の導

入が現状よりも強化されていくと想定したため、SO2、PM2.5、BC 等排出量は削減傾向に向かう。しかし、CO2 排出量を見

ると SSP1、SSP2、SSP3 のいずれも増加し、低炭素社会ではないため、SSP1 を基礎として 2050 年排出量が 2010 年比で半

減程度となるように温暖化対策のみを強化したシナリオを検討すると、特に、大規模な燃料転換や省エネ技術の導入の促
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図 57　世界の温室効果ガス排出量経路と GDP 変化：なりゆきシナリオと 2℃目標シナリオ
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進により、大気汚染物質や SLCP 排出量も同時に大幅に削減できることが示された。

その他、気候変動緩和策と適応策との関連については環境研究総合推進費 S-10-4、S-14-5 を中心に、本温暖化 PJ2 サブテー

マ 3 と連携して、気候変動による農業生産性への影響を評価するためのモデルへの拡張や適応策も考慮した SSP シナリオ

の評価を実施している。

5）アジア途上国へのモデルの適用に向けた人材育成

モデルの開発と普及およびアジア主要国における若手研究者の人材育成を目的とし、本サブテーマで開発しているモデ

ル群をアジア主要国に適用するためのトレーニングワークショップを毎年 1 回～ 2 回で開催してきた。第 3 期中期計画期

間中に招聘した若手研究者の数は 75 名にのぼり、対象国は中国、インド、タイ、インドネシア、韓国、マレーシア、ベト

ナム、カンボジア、バングラディシュ、ネパール、台湾である。トレーニングを実施した若手研究者の協力を得て、アジ

ア低炭素シナリオにおける各施策の定量的評価の結果は、本プロジェクトのサブテーマ 1 でも示されている。特に、タイ

では、国としての適切な緩和行動（NAMA: Nationnally Mitigation Actions）の評価に本モデル群が活用されており、また、

インドネシアでも温室効果ガス排出削減目標の評価において本モデル群の使用が検討されており、人材育成を目的とした

モデルトレーニングの実施は、研究のアウトリーチ活動としてもますます重要になっている。

2. 3. 3　サブテーマ 3：低炭素社会構築のための国際制度及び国際交渉過程に関する研究

（1）目的と経緯

本研究プログラムが開始した 2011 年 4 月時点において、国際社会では、京都議定書第一約束期間が 2012 年に終了した

後の国際制度に関して、京都議定書に代わる新たな国際制度の構築を模索していた。実際、同年秋に開催された気候変動

枠組条約第 17 回会議（COP17）では、4 年間かけてすべての国が参加する新たな国際制度策定に向けて交渉を始め、2015

年の COP21 での合意を目指すという決定が採択された。そのため、本プログラムの実施期間が COP21 までの国際交渉の

時期とほとんど重なることとなった。このような国際的な状況を踏まえ、本サブテーマでは、COP21 にてすべての国が合

意できなおかつ実効性を伴う国際制度のあり方を検討し、最終的には合意文書案を提示することを目的とした。

図 58　世界の中でのアジア地域における LLGHG、SLCP、大気汚染物質の排出量
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SSP1シナリオ（SSP2よりも対策を促進）

SSP2シナリオ（現在の傾向の延長上の中庸ななりゆき）

SSP3シナリオ（温暖化対策、大気汚染対策ともに対策停滞）

SSP1+GHG対策強化シナリオ（GHG対策の強化）
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（2）主な成果

本サブテーマは、以下に示す 3 つの研究活動で構成される。第 1 は、アジア地域において低炭素社会を実現するために

必要な政策パッケージに関する研究である。特に研究開始時点においては、次期国際枠組み交渉が 2009 年 12 月のコペン

ハーゲン会合（COP15）で決裂したことから、そもそも国連のもと 200 近い国で合意を目指すというプロセス自体に限界

があるという意見があり、まずはアジア地域だけで自発的に低炭素社会に向かう方策を検討した。第 2 は、COP21 のパリ

会議を目指した国際制度に研究である。第 3 は、その中でも適応策に焦点をあてた研究である。気候変動に関しては排出

削減（緩和策）が世間の注目を浴びるが、実際の国際交渉では、大半の途上国にとって緩和策より適応策が重要であり、

緩和策と適応策のバランスが常に問われた。

1）アジア地域における低炭素社会作りに向けた政策パッケージに関する研究

2015 年に採択されたパリ協定のような多国間合意が得られないと想定されていた時期に、アジア地域内で低炭素社会実

現に有効な資金供給メカニズムを検討した。手順としては、資金の需要側と供給側を個別に分析し、両者が均衡しうるの

かを検証した。

資金の需要側に関しては、アジア低炭素社会構築に必要な追加的投資額という観点から検討した。国際エネルギー機関

（IEA）が毎年公表している Energy Technology Perspective（ETP）（2010）によると、世界全体の二酸化炭素排出量半減（2010

年比）を目指す時、中国では 2050 年時点で、BaU 比▲ 11.6 Gt_CO2、インドでは BaU 比▲ 5.1 Gt_CO2 となる。そのような

状態に至るために、2010 ～ 2050 年の間に、両国で合計 147,000 米億ドルの追加投資が必要となるが、これらの対策により

270,000 億米ドルが省エネ等により節約となるという。長期的に累計して見れば支払い金額よりも節約分が多くなるが、通

常、投資回収に 40 年もかけられないことから、投資は 2010 年から 2040 年までの間で終わらせることとし、他方で、節約

分は 2015 年以降しか生じないと仮定した。2010 年から 2040 年までの 30 年間の投資金額から節約分を差し引いた金額を

期間内で均し、550 億ドル／年と算出した。

資金の供給側に関しては、COP15 でのコペンハーゲン合意の一部である「緑の気候基金」の長期資金について、資金調

達方法やその運用に関して議論するために設立された「気候変動資金に関するハイレベル諮問グループ（AGF）」が公表し

た報告書に提示されていた資金調達法方法をアジア地域で実施することを想定した。同報告書で提示された 9 種類の資金

調達方法（排出許可枠のオークショニング、排出超過量のオフセットへの課金、国際バンカー燃料への課金、排出枠取引

以外の炭素関連収入（炭素税等）、通貨取引課税、強制的拠出、開発銀行による活動、炭素市場オフセット、民間による投

資）について、アジア地域で導入する場合のルールを独自に定め（アジアでは先進国が日本に限定されてしまうことから、

先進国以外の国からの調達も一部で取り入れた）、期待される資金調達金額を試算した。また、表 4 に示すように、供給

方法ごとに、主要な支払い者を推定することにより、制度の受け入れられやすさ等についても補足的に評価した。

表 4 の結果から、ここで挙げた資金供給のための制度をいくつか組み合わせることによって、資金需要量を満たす可能

性を示すことができた。毎年 550 億ドルというのは極めて高額であるが、アジア地域内で合意しうる水準で複数の制度を

組み合わせれば、不可能な数字ではない。また、先述の点を満たすためには、アジア地域のすべての国が、それぞれの経

済水準に応じて資金供給に協力する必要があることも明らかとなった。現在の条約で規定されている附属書 II 国だけでは、

少なくともアジア地域では最早、問題解決に必要な資金は供給できなくなっている。最後に、民間資金の規模が明らかに

大きいことも示された。民間資金を効果的に引き出すために公的資金を用いる工夫が不可欠である。アジア地域内での低

炭素社会構築に関するインフラ整備への民間投資を政府がバックアップする制度や、省エネ・代エネ製品が他の製品と比

べて優遇される制度の構築等が有効である。

2）2020 年以降の新たな国際制度に関する研究

気候変動枠組条約の下での将来枠組みに関する国際交渉が難航する状況下において、国際合意達成が可能な制度案を提

示するために、国外の専門家を対象としたウェブ上のアンケート調査を 2013、2014、2015 年と 3 年にわたり実施した。1

回目のアンケート調査の結果を踏まえて 2 回目の調査票を作成し、同様に 2 回目の結果を 3 回目の基礎とすることで、大
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まかな構成のところからより具体的な内容へと段階的に踏み込んでいくことが可能となり、デルファイ法と類似の調査手

法としての有用性を示すことができた。また、アンケート調査の結果を毎回英文レポートとして公表し、ホームページか

らダウンロード可能とするなど、アウトリーチに努めた。さらには、COP19 期間中のサイドイベントや、国内での専門家

意見交換会の開催により、専門家からの意見の集約にも努めた。

第 1 回目のアンケート調査を実施した 2013 年 1 月時点では、2012 年末に COP18 がドーハで開催され、過去から続いて

きた交渉プロセスが一段落し、パリ合意に向けて本格的に交渉が始動するタイミングだった。したがって、各国ともおぼ

ろげながらパリ合意に対する選好は持ちながら、国の公式見解としては表明していない段階である。回答者個人の意見で

はなく、回答者が帰属する国の意見を推測ベースで構わないので回答してほしいという依頼で約 100 名の専門家から回答

を得た。以下、その中からいくつか結果を示す。

新国際枠組みの法形式に関する選好としては、表 5 に示すように議定書を期待する声が多かったが、3 割程は、COP 決

定や政治宣言等、一般的には「法的効力を有する」とは認識されない方形式が望ましいと考えていることが分かった。た

だし、後者の法形式が選択された場合であっても必ずしも当該枠組みが法的効力を有さないわけではない。

表 5　望まれる法形式（カッコ内は各グループ内での割合、%）

全体 附属書 I 国 欧州 日・露 米国等 非附属書 I 国
A. 議定書 64 39 （60.9） 26 11 2 25 （69.4）
B. COP 決定 20 14 （21.9） 4 6 4 6 （16.7）
C. 政治宣言 12 8 （12.5） 1 0 7 4 （11.1）
D. その他 4 3 （ 4.7） 1 1 1 1 （ 2.8）

表 4　アジア地域における資金供給量の推定

資金調達方法 金額 政策導入の効果および国による受容性
（1） 排 出 許 可 枠 の

オークショニン
グ

23 ～ 117 億ドル 詳細ルール次第だが、これから排出量の増加が予想される中国やインド等に
とって不利な制度であるため、受け入れられづらい。中印等にとって受け入
れ可能とするためには、経済発展水準の低い国により多くの排出枠を無償配
布するといった工夫が必要である。

（2） 排出超過量のオ
フセットへの課
金

4 ～ 20 億ドル オフセット分に対してのみの課金（CDM の share of proceeds に近い考え方）
であるため、比較的受容されやすいが、多くの収入は見込めない。また、削
減目標を決める時点で、厳しい排出量目標を掲げる意志を削ぐという課題が
ある。

（3） 国際バンカー燃
料への課金

航 空 機 燃 料
4~12 億ドル船舶　
75~150 億ドル

先進国と途上国との格差を制度に反映させるのが困難な点が残されている
が、現状では、欧米の旅客の比率が多く、アジアとしてのシェアは高くない。
今後、アジアの割合は飛躍的に増えていくものの、世界合計と比べると資金
量は多くない。

（4） 排出枠取引以外
の炭素関連収入

（炭素税等）

炭素税で 40 億ド
ル、補助金削減で
12 ～ 32 億ドル

税率が低い場合、収入自体はそれほど多くないが、排出行動を変えるインセ
ンティブという別の効果がある。化石燃料への補助金の撤廃は、アジア地域
制度とするよりも、各国内の国内政策として実施することが望ましい。

（5） 通貨取引課税 28 ～ 240 億ドル 収入が確実に得られる制度としては期待できるが、気候変動とは直接関連性
のない対象への課金となる。また、現在為替市場の参加者の多くが先進国の
主体であるため、アジア地域に限定した場合の金額の大きさは未定。

（6） 強制的拠出 360 億ドル 金額は多いが、先進国等拠出国がこの案をそのまま受け入れる可能性は低い。

（7） 開発銀行による
活動

約 10 億ドル 拠出先の決定における手続き等で時間がかかるといった手続きコストが大き
い割には金額が小さいことが難点といえる。

（8） 炭素市場オフセッ
ト

152 ～ 200 億ドル 排出削減目標の提示と徹底的な目標達成が不可欠。現状を見る限り受容性は
低いか。

（9）民間による投資 2000 ～ 3000 億ドル 他の方法と比べて金額が大幅に多い。今後とも多くの国の政府では厳しい財
政事情が続くと予想される中で、民間の役割は増加し続けるだろう。
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新枠組みが合意された場合の京都議定書に関して、表 6 に示すように回答者の半数が「京都議定書は終了し、新しい枠

組みと統合される」と予想している。しかし、その多くは附属書 I 国であり、非附属書 I 国の 7 割以上は京都議定書の存

続を期待していた。日本国内では当時、新枠組みが京都議定書と統合されるという認識が一部で見られていたが、それを

当然かのように交渉すると非附属書 I 国を刺激すると懸念された。

自国の排出削減目標に関する選好としては、表 7 に示すように 6 割の回答者が「法的拘束力を持つ排出削減目標」を自

国が新枠組みの中に含まれることを望んでいると答えた。その割合は附属書 I 国・非附属書 I 国間で大差はなかった。途

上国に対しても緩やかな目標であればそれを辞さない途上国がいると解釈できた。途上国は自らに目標を課すことで、先

進国に対してより厳しい削減目標へのコミットメントを求めるかも知れないとも予想された。

以上の結果を踏まえ、第 2 回調査を 2014 年 1 月に実施し、さらに 2015 年 1 月、日本国内の専門家意見交換会および 3

回目のウェブアンケート調査を実施した後、これまでの調査の結果から、COP21 にて合意可能かつ気候変動抑制に実効性

を持つ合意文書案として、表 8 に示す 2 種類（オプション A 及びオプション B）提案した。

ここでは実際の交渉で主な争点となっていた点について解決策を見出している。例えば、（1）枠組みの構成要素について、

交渉では国際法としてのステータスが高い「議定書」とすべきだという主張とより敷居が低く多くの国が参加しやすい「COP

決定」がよいという主張が拮抗していたが、オプション A、B ともに、簡潔な議定書と具体的な記述を含めた COP 決定のパッ

ケージという体裁を提案している。両案が異なるのは、（2）緩和に関する約束、つまり排出削減目標がこの文書の中でど

のように位置づけられるかという点だった。京都議定書のように附属書に国の排出削減目標をリストとして示すと、目標

値そのものに拘束力が生じるが、その分、一部の国では受け入れづらいことになる。逆に議定書の外に削減目標を設けると、

目標自体に拘束力がなく、自主目標のように解釈されることになる。それぞれに書き込まれる内容が違ってくる。このよ

うに B の方が目標が緩くなる分、事前協議や（7）透明性、（6）資金に関してより早い動員に向けた取り組み、等の工夫

をしている。

実際の交渉の結果合意されたパリ協定は、オプション B に極めて近い構造になった。本研究の成果が実際にどれくらい

多くの交渉担当者の眼に触れたのかは分からないが、予想としては近いところを示すことができたと評価できる。表 8 で

は B 案に関して、排出削減目標を今後も変更することが可能なため、発効が遅れることが懸念として指摘されているが、

実際には、米国の大統領選のタイミング等政治的な理由から、COP21 時点の予想をはるかに上回るスピードで発効する可

能性が高まっている。他方で、各国とも一度提出した削減目標をさらに厳しいものに変更しようとする国がない中、今ま

でに出された目標を合計しても長期的に目指すべき 2℃目標達成には不十分である点は現実でも直面している課題として

残っている。2016 年以降、国の政策導入の進捗を定期的にチェックするプロセスが重要となる。

全球 附属書 I 国 非附属書 I 国
A. 新しくできる枠組みと並行して存続し続ける 25 11 （17.2） 14 （38.9）
B. 京都議定書は終了し、新しい枠組みと統合される 50 41 （64.1） 9 （25.0）
C. 京都議定書は存続するが、実質的な機能は失われる 23 10 （15.6） 13 （36.1）
D. その他 2 2 （3.1） 0 （ 0.0）

表 6　新しい国際枠組み合意達成後の京都議定書（カッコ内は各グループ内での割合、%）

表 7　自国にとって好ましいと受け止められる排出削減／抑制目標

全球 附属書 I 国 欧州 日・露 米国等 非附属書 I 国
A. 法的拘束力を持つ排出削減目標 60 40 （62.5） 29 8 3 20 （55.6）
B. 拘束力を伴わない自主的な削減目標 35 21 （32.8） 2 10 9 14 （38.9）
C. 削減目標について言及しない 3 3 （ 4.7） 1 0 2 0 （0 .0）
D. その他 2　 0 （ 0.0 ） 0 0 0 2 （5.6）
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表 8　2 つのオプション案の比較

枠組みの概要 オプション A オプション B

（1）�枠組みの構成要

素 

コア文書（法的文書）+ COP21 での COP 決定（+ COP22 以降の COP 決定）
　　　　　コア文書は、本文と附属書に分かれる。

（2）�国の緩和に関す

る約束

コア文書の本文にて、約束達成を目指した政
策導入が義務付けられる。

数年後に確定する約束の達成を目指し、定期
的な報告審査の実施が義務付けられる。

（3）�約束が書かれる

文書

コア文書の附属書。 2016-17 年の COP 決定。

（4）�約束の事前協議 なし。　ただし 2018 年に見直し。 2016-17 年に実施。必要に応じて目標を見直す。

（5）�炭素市場利用 重複などが回避されればフル活用が認められ
る。

絶対排出削減目標を提示した国のみ排出量取
引可能。

（6）�資金 2019 年までに 2030 年に向けた資金動員総額を
決定する。

2018 年までに先進国の資金動員の状況につい
てレビュー。

（7）�MRV カンクン合意のプロセス継続。 統一透明化システムの確立。

課題 約束草案の水準の妥当性や公平性を議論しな
いで確定してしまうため、長期目標達成が危
ぶまれる。約束草案がコア文書の附属書に書
かれると、目標見直しのたびに附属書改正の
手続きが必要。コア文書の附属書の改正手続
きの簡素化や、早期の目標見直しが必要。

発効のタイミングが遅れ、各国の政策実施のタ
イミングも遅れるおそれがある。また、事前
協議しても国の目標が深堀される保証はない。
目標が COP 決定に書かれるため、法的拘束力
がない。2016 年以降の政策導入の進捗を定期
的に報告する MRV 手続きが重要。

3）国際枠組みにおける適応策のあり方に関する研究

京都議定書下の適応基金と気候変動影響への対応力強化のためのパイロット・プログラム（PPCR）の資金供与実績を比

較した結果、適応基金の被支援プロジェクトのホスト国は、脆弱国への支援が謳われているにもかかわらず、各種指標で

脆弱国リストの上位に入っていない国が多いことがわかった。適応基金及び PPCR には、それぞれ、資金配分の効率性や

衡平性のいずれかを重点化する特徴があり、これら適応関連資金供与メカニズムの運用から学んだ教訓を緑の気候基金の

制度設計に活かしていく必要があることを示した。

気候変動の悪影響に特別に脆弱な途上国における損失及び被害に対処する制度的取り決めに関する合意がなされること

になっていた COP19（2013 年、ワルシャワ（ポーランド））では、「気候変動の悪影響に伴う損失・被害に関するワルシャ

ワ国際メカニズム」が設置され、同メカニズムの運営組織、同メカニズムの機能の概要（データや優良事例等の知見の共有、

国連を含む条約内外の関係機関との連携、資金・技術・能力構築含む活動と支援の強化）、COP22（2016 年）における同

メカニズムの見直し等について合意がなされた。今後、長期目標のレビューの作業と損失と被害に関する作業がどのよう

に連携するかに注目する必要があることを示した。

文献等調査を基に、適応関連資金供与において、衡平性への配慮がどのように行われてきたかを分析した。京都議定書

下の適応基金については、適応基金理事会において、気候変動影響に対する脆弱性に応じた資金配分方法の採用が検討さ

れたが、実務的に運用可能なガイドラインを採用することができなかったことが明らかになった。また、将来、適応資金

へのニーズが増大し、資金源が不足することが見込まれるが、現在、適応基金下では、配分対象プロジェクトを先着順で

検討し、決定している。様々な脆弱性を有する国々の様々な適応ニーズに応えるためには、ひとつの基金の中で、国のタ

イプやセクター別に予算を設定することが解決策のひとつと考えられることを指摘した。
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1　研究の組織と研究課題の構成

1. 1　研究の組織

　［A　研究担当者］

　　　　地球環境研究センター

　　　　　　センター長 笹野泰弘（平成 25 年 3 月まで）

 向井人史（平成 25 年 4 月から）

　　　　　　副センター長 向井人史（平成 25 年 3 月まで）

 三枝信子（平成 25 年 4 月から）

　　　　　　上席主席研究員 野尻幸宏

 安中さやか

　　　　　　炭素循環研究室

　　　　　　　室長（併任） 向井人史

 梁　乃申

 寺尾有希夫

 奈良英樹

 中岡慎一郎（平成 24 年 3 月まで）

 藍川昌秀

 後藤誠二朗

 須永温子

 野村渉平

　　　　　　地球大気化学研究室

　　　　　　　室長 谷本浩志

 杉田考史

 近藤文義（平成 26 年 6 月まで）

 大森裕子

 池田恒平

 岡本祥子

　　　　　　衛星観測研究室

　　　　　　　室長 横田達也

 森野　勇

 吉田幸生

 井上　誠

 野田　響（平成 27 年 4 月から）

 菊地信弘

 山下洋介

 中前久美

 Eric Albert Dupuy

 岡林裕介

　　　　　　物質循環モデリング・解析研究室

　　　　　　　室長 Shamil Maksyutov

 伊藤昭彦
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 中山忠暢

 齊藤誠

 Belikov Dmitry

 Vinu Valsala

 金　憲淑

 佐伯田鶴

 石澤みさ

 横井孝暁

 Hayyan Alsibai

 Rajesh Janardanan

 高木宏志

 飯尾淳弘

 仁科一哉

 野田　響（平成 27 年 3 月まで）

 千田昌子

　　　　　　気候変動リスク評価研究室

　　　　　　　室長 江守正多

 花崎直太

 横畠徳太

 塩竈秀夫（平成 27 年 3 月まで）

 田中克政

 阿部　学

 石崎安洋

 Kuno Strassmann

 眞崎良光

　　　　　　気候モデリング・解析研究室

　　　　　　　室長 野沢　徹（平成 25 年 3 月まで）

 小倉知夫

 塩竈秀夫（平成 27 年 4 月から）

 川瀬宏明

 釜江陽一

　　　　　　（陸域モデリング担当）

　　　　　　　主席研究員 山形与志樹

 安立美奈子

 中道久美子

 庄山紀久子

 瀬谷　創

 加藤悦史

 村上大輔

　　　　　　大気・海洋モニタリング推進室

　　　　　　　室長 町田敏暢

 笹川基樹



― 68 ― ― 69 ―

 中岡慎一郎（平成 24 年 4 月から）

 宮崎千尋

　　　　　　陸域モニタリング推進室

　　　　　　　室長 三枝信子

 高橋善幸

 平田竜一

 高橋厚裕

 Pingchun Habura

　　　　　　地球環境データベース推進室

　　　　　　　 白井知子

　　　　　　　主席研究員 遠嶋康徳

　　　　 近藤文義（平成 26 年 7 月から）

　　　　　　生物・生態系環境研究センター　　　

　　　　　　環境ストレス機構解明研究室

 唐　艶鴻

 沈　妙根

 富松　元

　　　　　　環境計測研究センター　　　

　　　　　　　フェロー 横内陽子（平成 26 年 4 月から）

　　　　　　動態化学研究室

　　　　　　　室長 横内陽子（平成 26 年 3 月まで）

 荒巻能史

 斉藤拓也

　　　　　　環境情報解析研究室

 小熊宏之

　　　　　　社会環境システム研究センター　　　

 センター長 原澤英夫

 フェロー 甲斐沼美紀子

　　　　　　環境経済・政策研究室

　　　　　　　室長 日引　聡

 久保田泉

 岡川　梓

　　　　　　統合評価モデリング研究室

　　　　　　　室長 増井利彦

 高橋　潔

 花岡達也

 金森有子

 明石　修

 藤森真一郎
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 申　龍熙

 長谷川知子

 Su Xuanming

 田中朱美

 岩渕裕子

 Dai Hancheng

 Xing Rui

 Park Chan

 Mittal Shivika

 Liu Jingyu

　　　　　　持続可能社会システム研究室

　　　　　　　室長 亀山康子

 肱岡靖明（平成 26 年 3 月まで）

 藤野純一

 芦名秀一

 五味馨

 加用現空

 森田香菜子

 Diego Silva Herrán

 須田真依子

 朝山由美子

 亀井未穂

 白木裕斗

 本城慶多

 Tran Thanh Tu

　　　　　　環境都市システム研究室

　　　　　　　室長 肱岡靖明（平成 26 年 4 月から）

 Zhang Runsen

　　　　　　資源循環・廃棄物研究センター

　　　　国際資源循環研究室

 南齋規介

　［B　客員研究員］

　　　　　野沢　徹　（岡山大学） （平成 25 年度～平成 27 年度）
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1. 2　研究課題と担当者

　プログラム総括 江守正多

　プロジェクト１ 温室効果ガス等の濃度変動特性の解明とその将来予測に関する研究

　プロジェクトリーダー 向井人史

　　サブテーマ１ 大気観測によるグローバルな GHG 等の発生／吸収量分布評価に関する研究

  向井人史・町田敏暢・野尻幸宏・寺尾有季夫・藍川昌秀・谷本浩志・杉田孝史・横田達也・ 

森野　勇・吉田幸生・Shamil Maksyutov・伊藤昭彦・中山忠暢・齊藤　誠・笹川基樹・ 

白井知子・遠嶋康徳・横内陽子・荒巻能史・斉藤拓也・奈良英樹・安中さやか・須永温子・

野村渉平・近藤文義・大森裕子・池田恒平・岡本祥子・井上　誠・野田　響・菊地信弘・

山下洋介・中前久美・Eric Albert Dupuy・岡林裕介・Belikov Dmitry・Vinu Valsala・金　憲淑・

佐伯田鶴・石澤みさ・横井孝暁・Hayyan Alsibai・Rajesh Janardanan・高木宏志・飯尾淳弘・

仁科一哉・千田昌子・

　　サブテーマ２  GHG 等フラックス及びその関連指標観測による海洋、陸域の発生 / 吸収量評価と将来予

測に関する研究

  三枝信子・梁　乃申・高橋善幸・Shamil Maksyutov・伊藤昭彦・平田竜一・中岡慎一郎・

須藤誠二朗・宮崎千尋・高橋厚裕・Pingchun Habura・唐　艶鴻・沈　妙根・富松　元・

小熊宏之

　プロジェクト２ 地球温暖化に関わる地球規模リスクに関する研究

　プロジェクトリーダー 江守正多

　　サブテーマ１  地球規模リスクに関わる将来予測の理解と翻訳

  江守正多・野沢徹＊・小倉知夫・花崎直太・横畠徳太・塩竈秀夫・田中克政・阿部　学・

石崎安洋・Kuno Strassmann・川瀬宏明・釜江陽一・眞崎良光

　　サブテーマ２ 地球規模リスクに関わる統合的空間分布モデリング

  山形与志樹・伊藤昭彦・安立美奈子・中道久美子・庄山紀久子・瀬谷創・加藤悦史・ 

村上大輔

　　サブテーマ３ 地球規模リスクの管理方策の検討

  高橋潔・増井利彦・亀山康子・肱岡靖明・青柳みどり・久保田泉・藤森真一郎・申　龍熙・

森田香菜子・長谷川知子・Su Xuanming・田中朱美・朝山慎一郎

　プロジェクト３ 低炭素社会に向けたビジョン・シナリオ構築と対策評価に関する統合研究

　プロジェクトリーダー 増井利彦

　　サブテーマ１ アジア低炭素社会シナリオ開発及び社会実装に関する研究

  藤野純一・芦名秀一・五味馨・Diego Silva Herrán・加用現空・須田真依子・朝山由美子・

本城慶多・Tran Thanh Tu・亀井未穂・南齋規介

　　サブテーマ２ 日本及び世界の気候変動緩和策の定量的評価

  花岡達也・原澤英夫・甲斐沼美紀子・日引聡・肱岡靖明・高橋潔・金森有子・岡川梓・

藤森真一郎・明石修・長谷川知子・Dai Hanchng・Park Chan・Shivika Mittal・白木裕斗・

Xing Rui・Liu Jingyu・岩渕裕子

　　サブテーマ３ 低炭素社会構築のための国際制度及び国際交渉過程に関する研究

 亀山康子・久保田泉・森田香菜子

（注）＊客員研究員
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